
１．施策の体系

２．取り組みの状況

３．事業の評価、総括

評価 事業数 割合

実施状況Ａの事業 55 35.7%

実施状況Ｂの事業 82 53.2%

実施状況Ｃの事業 9 5.8%

実施状況Ｄの事業 8 5.2%

合計 154 100.0%

平成25年度滋賀県中小企業活性化施策実施計画の実施状況の検証について

　滋賀県中小企業の活性化の推進に関する条例（平成24年滋賀県条例第66号。以下「条例」という。）
第11条第１項の規定に基づき、平成25年度の滋賀県中小企業活性化施策実施計画の実施状況の検
証を行いました。

　中小企業による自らの成長を目指す取組の円滑化（条例第８条第２項）
　　①将来において成長発展が期待される分野における中小企業の参入および事業活動の促進
　　②県民の安全および安心に配慮した中小企業の事業活動の促進
　　③中小企業の海外における円滑な事業の展開の促進

　中小企業の経営基盤の強化（条例第８条第３項）
　　①中小企業の事業活動を担う人材の確保および育成
　　②中小企業の経営の安定および向上
　　③中小企業の創業および新たな事業の創出の促進
　　④中小企業者が供給する物品・役務等に対する需要の増進

　産業分野の特性に応じた中小企業の事業活動の活発化（条例第８条第４項）
　　①ものづくり産業を担う中小企業の事業機会の増大
　　②小売商業およびサービス業の振興を通じた中小企業の事業機会の増大
　　③観光客の来訪および滞在の促進による中小企業の事業機会の増大
　　④産業分野の特性に応じた中小企業の事業機会の増大

　中小企業者および関係団体等の有機的な連携の促進（条例第９条第１項）

・中小企業の自らの成長を目指す円滑化では、淡海環境プラザ管理運営費ほか計２１事業を実施。

・中小企業の経営基盤の強化では、女性活躍推進プロジェクト応援事業ほか計６１事業を実施。

・産業分野の特性に応じた中小企業の事業活動の活発化では、伝統的工芸品月間等参加事業ほか計
６０事業を実施。

・中小企業者および関係団体等の有機的な連携の促進では、未来成長拠点形成事業ほか計１２事業を
実施。

【実施状況の評価の考え方】

目標数値がある事業については、数値目標の達成状況を基本に、数値に現れない取組成

果・課題等を加減し、事業全体を４段階で評価する。また、数値目標が設定できない事業につ

いては、定性評価により事業全体を４段階で評価する。

【評価の区分】

Ａ：予定していた内容を上回る事業の進捗・実施状況・・・・・・・・・・・100％以上

Ｂ：ほぼ予定どおりの事業の進捗・実施状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・75％以上～100％未満

Ｃ：予定していた内容を下回る事業の進捗・実施状況・・・・・・・・・・・50％以上～75％未満

Ｄ：予定していた内容を大きく下回る事業の進捗・実施状況・・・・・・50％未満

参考



４．評価と課題

○

○

○

中小企業の経営基盤の強化（条例第８条第３項）

○

○

○

○

産業分野の特性に応じた中小企業の事業活動の活発化（条例第８条第４項）

○

○

○

○

中小企業者および関係団体等の有機的な連携の促進（条例第９条第１項）

　県内中小企業の中に、水環境ビジネス関連プロジェクトや海外見本市出展、中小企業振興資金貸付
金における成長産業育成枠の利用件数の増加など、積極的に自らの成長を目指す事業展開を図る動
きが拡大してきており、着実に成果が表れてきている。そうした取組の進展に向け、引き続き、的確に実
効性のある支援を行う必要がある。

商工会等の経営指導員による地道な経営改善指導、緊急経済対策資金や政策推進資金の融資等
により中小企業の経営の安定・向上につなげることができたが、モデル的・リーダー的な企業の育
成、輩出による県内企業群の位置づけの強化と異業種間・産学官連携によるトータル的な底上げと
いう課題が残った。
創業・新事業の促進では、コラボしが２１インキュベーション施設や草津・米原SOHOビジネスオフィス
を卒業した事業者がほぼ目標どおり県内に定着あるいは事業拡大し成果が表れてきているが、県内
開業率が低下しているという課題がある。

水環境ビジネスにおいては、台湾・台南市の工業団地汚水処理について、県内中小企業が受注を受
け、また、電池産業において、新たに３件の企業との共同開発を開始するなど、将来において成長発
展が期待される分野での事業が促進され、着実に成果が表れてきている。

中小企業の海外における円滑な事業展開については、中小企業の海外展開の実態や意向について
調査を実施したところであり、今後はそうした調査結果を踏まえ、支援策を実行していく必要がある。

中小企業者に対する事業の周知が十分でなく、利用件数の低調な事業が複数あるため、今後さらな
る事業の周知に努める必要がある。

中小企業の自らの成長を目指す取組の円滑化（条例第８条第２項）

中小企業振興資金貸付金である政策推進資金（新事業促進枠）や開業資金については、幅広く企業
の新事業展開や創業・起業を促すため、さらなる制度拡充が必要となっている。

　ものづくりを支える県内工場と中小企業のネットワーク化、農商工の連携、産学官連携など、中小企業
者と関係団体等との間の有機的な促進が図られた。

　地場産業組合に対する販路開拓支援や中小企業と大企業とのマッチング等への支援などにより、中
小企業の事業機会の拡大につなげることができたことなどの成果は表れてきているが、引き続き、技術
力の強化や商店街の再生、介護人材の確保などへの支援が求められていることから、研究開発への支
援や商店街振興、介護サービスなどの産業分野に即した支援施策等に取り組む必要がある。

　商工会等における経営指導や制度融資の活用促進などにより、中小企業の経営基盤の強化につな
げることができたことなどの成果は表れてきているが、依然として営業・販売力の強化や人材の確保お
よび育成、財務体質の強化、創業、後継者不足などの面で支援を求められていることから、販路開拓支
援をはじめ、女性や若者等に対する就労支援や人材育成、制度融資の活用促進、創業支援、事業承継
に向けた支援などに取り組む必要がある。

新たに工場または研究所を建設する中小企業等に対する低利融資は、融資対象となる認定産業団
地の減少や民間金融機関の融資との競合などの課題があり、融資対象の要件緩和や制度の見直し
が必要となっている。

商店街の振興では、空き店舗と小規模事業者等の創業のマッチングシステムが構築されたところで
あり、今後多くのマッチングの成立につながるよう情報の充実に努める必要がある。

観光イベントの推進により、観光客の来訪の促進は図られてきたが、なお一層中小企業の事業機会
の拡大につなげていく必要がある。

中小企業の事業活動を担う人材の確保・育成では、例えば、離転職者等の職業訓練実施後の就職
率やおうみ若者未来サポートセンターを通じた就職者が目標値を上回るなど、着実に成果があらわ
れているが、潜在的なニーズもあることから、今後も関係機関と連携した一層の制度の周知に努める
必要がある。

近江技術てんびん棒事業については、提案先大手企業の意向として、ニーズに合致する企業だけに
絞り込んでの商談を要望される傾向にあり、今後展示商談会という形式での実施については検討が
必要である。

総括

総括

総括

総括



平成25年度滋賀県中小企業活性化施策実施計画の実施状況の検証表

中小企業による自らの成長を目指す取組の円滑化（条例第８条第２項）

①将来において成長発展が期待される分野における中小企業の参入および事業活動の促進

②県民の安全および安心に配慮した中小企業の事業活動の促進

③中小企業の海外における円滑な事業の展開の促進

(1)取組の状況

評価 事業数 割合

実施状況Ａの事業 10 47.6%

実施状況Ｂの事業 10 47.6%

実施状況Ｃの事業 1 4.8%

実施状況Ｄの事業 0 0.0%

合計 21 100.0%

施策の体系

　再生可能エネルギーなどの環境分野や医療・健康分野への参入や事業活動の促進など、将来における成長発展が期待される分野への
参入に向けた環境整備や研究開発への支援、また、県民の安全および安心の源となる滋賀の地産地消の推進など、地域の実情や地域の
特性を踏まえた商品および役務の開発に対する支援、さらには貿易や海外投資の促進など、海外における新たな需要の開拓に対する支
援や海外との経済交流の促進の取り組みなど、計２１事業を実施した。

(2)事業の実施状況
（評価）の総括 【実施状況の評価の考え方】

目標数値がある事業については、数値目標の達成状況を基本に、数値に現れない取組成果・課題等を加減し、事業全体を

４段階で評価する。また、数値目標が設定できない事業については、定性評価により事業全体を４段階で評価する。

【評価の区分】

Ａ：予定していた内容を上回る事業の進捗・実施状況・・・・・・・・・・・100％以上

Ｂ：ほぼ予定どおりの事業の進捗・実施状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・75％以上～100％未満

Ｃ：予定していた内容を下回る事業の進捗・実施状況・・・・・・・・・・・50％以上～75％未満

Ｄ：予定していた内容を大きく下回る事業の進捗・実施状況・・・・・・50％未満



事業名 評価
水環境ビジネ
ス推進事業 Ａ

滋賀のクリエイ
ティブ産業振興
事業

Ａ

水環境ビジネスに関
わる企業、大学等に
よる「しが水環境ビ
ジネス推進フォーラ
ム」を活用し、情報
提供や相互交流の
ためのセミナーの開
催、ビジネス案件に
対応するチームの形
成等を支援する。

○情報発信や新た
なメンバー発掘の
ためのセミナーの
開催

○特定の課題・
ニーズに対して、ビ
ジネス提案や共同
研究を進めるため
の分科会の開催

○大手等とのマッチ
ングの推進

○企業等をつなぐ
コーディネーターの
設置

○フォーラムの案
内チラシ作成

セミナーの開催や
広報冊子の作成の
ほか、プロジェクト
の創出に向けた事
業展開などの
フォーラム活動を推
進し、台湾・台南市
の工業団地汚水処
理の課題解決のた
めのプロジェクトが
立ち上がり、チーム
を組んで現地訪問
や琵琶湖モデル等
のプレゼンを実施
し、様々な提案を
行った結果、県内
中小企業が現地企
業から水処理装置
の受注を受けるな
ど、具体的な成果を
得ることができた。
（プロジェクトへの
県内企業の参画１

今後さらに、台湾に
おいても他のビジネ
ス案件を発掘し、商
談を促進するととも
に、企業等からニー
ズの高いベトナムな
どにおいて、さらに
ビジネスにつながる
プロジェクトを創出
し、展開していく必
要がある。

本県に多く立地する
大学等の知の力や
豊富な地域資源等
を活かし、クリエイ
ティブ産業の振興を
図る。

○キックオフイベン
トの開催
○県内クリエイター
情報のデータベー
ス構築
○補助事業の実施
　・クリエイター等制
作活動支援
　・クリエイティブ企
業県内事務所開設
支援
　・クリエイティブ企
業等展示会出展支
援
○振興施策発信パ
ンフレットの作成
○(仮称)滋賀クリエ
イティブ産業振興協
議会の設立

①地域独自のコン
テンツ制作　２件
①クリエイティブ関
連展示会出展　２
件

①地域資源を活用
した独自コンテンツ
の制作や展示会出
展等に対する助成
制度を創設し、地域
独自コンテンツ制作
を３件、展示会出展
を３件採択した。ま
た、採択事業者は、
事業趣旨に沿った
取組を実施すること
ができ、クリエイティ
ブ産業支援を通じ
た県内経済の活性
化を図ることができ
た。

○クリエイター等へ
の活動支援を継続
するとともに、ネット
ワーク組織と連携
し、新たなコンテン
ツ制作とその発信
の支援、セミナーや
交流会等の場の提
供を行うなど、クリ
エイティブ産業の振
興に向けた取組を
継続的、段階的に
展開する必要があ
る。

事業の目標事業概要 取組内容 取組の成果 課題等
(3)主な事業の事業
ごとの実施状況

水環境ビジネス関
連プロジェクトへの
県内企業の参画　1
件



事業名 評価
「おいしが　う
れしが」キャン
ペーン推進店
サポート事業

Ａ

中小企業の海
外展開に対す
る総合的な支
援

Ａ（公財）滋賀県産業
支援プラザ内に貿易
や海外投資への相
談に対応するための
窓口を設置する。

滋賀の地産地消を
推進するため、食品
関連業者との連携を
強化し、消費者参加
型の企画を実施する
ことで、事業者の県
産食材の利用拡大
と需要拡大を図る。

○食品小売店や飲
食店を対象にメディ
アと連携した消費
者参加型企画の実
施

○「おいしが　うれし
が」キャンペーンの
推進

○貿易投資相談窓
口の設置（拡充）

事業概要 取組内容

飲食店、食料品専
門店、農産物直売
所を中心に参画を
働きかけた結果、
登録店舗数が目標
を上回った。
　　小売店他643店
舗
　　食料品専門店
272店舗
　　直売所70店舗
　　飲食店195店舗
（キャンペー登録店
舗総数　1,180店
舗）

○消費者がより身
近に感じる食料品
専門店や県産食材
の地域内流通の拠
点である農産物直
売所を中心にキャ
ンペーンへの参加
を働きかける必要
がある。

○キャンペーン登
録事業者の地産地
消の取組（県産食
材の活用、ＰＲ活
動）を消費者に発信
し、キャンペーンの
認知度向上、購買
意欲の醸成を図る
必要がある。

○キャンペーン登
録事業者間の連携
を支援し、県産食材
の活用の推進を図
る必要がある。

「おいしが うれしが
キャンペーン」を推
進する県内におけ
る登録店舗数
　小売店他420店舗
　食料品専門店270
店舗
　　直売所  65店舗
　　飲食店 175店舗
（キャンペーン推進
店数　930店舗）

出張相談件数は４
５件で、目標を達成
することができた。

○中小企業の利用
促進のため、相談
窓口の周知をさら
に図る必要がある。

貿易投資相談窓口
の相談員による出
張相談件数　３０件

事業の目標 取組の成果 課題等



事業名 評価
中小企業の海
外展開に対す
る総合的な支
援

A

中小企業の海
外展開に対す
る総合的な支
援

B

課題等

○びわ湖メッセパビ
リオンとしての一体
化をさらに強化する
必要がある。

○中小企業海外展
開実態・意向等調
査および県職員の
派遣調査の結果を
ふまえ、支援策を実
行していく必要があ
る。

②中小企業の海外
展開に対する支援
体制の検討
①海外見本市出展
支援　５件

事業概要 取組内容 事業の目標 取組の成果

海外で開催される環
境関連見本市に、県
内で環境ビジネスに
取り組む企業ととも
に、「びわ湖環境ビ
ジネスメッセ」パビリ
オンとして共同出展
する経費に関し補助
を行う。

○「びわ湖環境ビジ
ネスメッセ」パビリオ
ンとして共同出展す
る経費に関し補助

①県内中小企業7
者が出展し、びわ
湖メッセパビリオン
として、環境技術・
製品のＰＲを行い、
新規顧客開拓およ
び商談に取り組ん
だ。

①出展者数：10者

中小企業の海外へ
の販路開拓のため
の展示会への出展
について支援すると
ともに、県内の中小
企業の海外展開の
実態や今後の支援
策について調査検
討を行う。

○中小企業の海外
展開の実態や意向
について、調査を実
施
○海外に事務所を
有し、県内企業の
海外展開に対して
支援を行っている
企業に職員を派遣
し、県の支援体制
のあり方を検討

○中小企業が海外
の見本市に出展等
をするに際し、その
一部を補助

②事業委託により、
中小企業2,150社に
対しアンケート調査
（1,440件回収）、20
社に対しヒアリング
調査を実施した。
②平成25年6月から
平成26年2月まで滋
賀銀行国際部へ職
員を派遣し、支援体
制の検討を行った。
①海外見本市出展
支援の補助金を６
社に対し交付した。



単位 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５
件 － 3 5
件 3 0 3
社 44 47 72
店 866 1,033 1,180

(5)評価と課題

医療・健康分野での創業数（第２創業を含む）
新エネルギー・省エネルギー分野でのビジネスマッチング会参加企業数

うれしがおいしがキャンペーン推進店の登録数

(4)関連する指標等
の状況 事業関連の指標 備考

県制度融資実績（成長産業育成枠の新規貸付件数）

○中小企業者に対する事業の周知が十分でなく、利用件数の低調な事業が複数あるため、今後さらなる事業の周知に努める必要がある。

○中小企業の海外における円滑な事業展開については、中小企業の海外展開の実態や意向について調査を実施したところであり、今後
はそうした調査結果を踏まえ、支援策を実行していく必要がある。

○中小企業の自らの成長を目指す取組の円滑化のために実施した計21事業の評価は、Ａ評価１０事業（４７．６％）、Ｂ評価１０事業（４７．
６％）、Ｃ評価１事業（４．８％）と、大半の事業がほぼ目標どおりの達成状況の評価となっている。

○水環境ビジネスにおいては、台湾・台南市の工業団地汚水処理について、県内中小企業が受注を受け、また、電池産業において、新た
に３件の企業との共同開発を開始するなど、将来において成長発展が期待される分野での事業が促進され、着実に成果が表れてきてい
る。

県内中小企業の中に、水環境ビジネス関連プロジェクトや海外見本市出展、中小企業振興資金貸付金における成長産業育成枠の

利用件数の増加など、積極的に自らの成長を目指す事業展開を図る動きが拡大してきており、着実に成果が表れてきている。そうした

取組の進展に向け、引き続き、的確に実効性のある支援を行う必要がある。

総括



平成25年度滋賀県中小企業活性化施策実施計画の実施状況の検証表

中小企業の経営基盤の強化（条例第８条第３項）

①中小企業の事業活動を担う人材の確保および育成

②中小企業の経営の安定および向上

③中小企業の創業および新たな事業の創出の促進

④中小企業者が供給する物品・役務等に対する需要の増進

(1)取組の状況

評価 事業数 割合

実施状況Ａの事業 20 32.8%

実施状況Ｂの事業 34 55.7%

実施状況Ｃの事業 4 6.6%

実施状況Ｄの事業 3 4.9%

合計 61 100.0%

施策の体系

　学校現場おけるキャリア教育の充実や中小企業における女性の活躍推進、職業訓練の充実など、中小企業の事業活動を担う人材の確保や
育成のための職業観の醸成や職業能力開発、就業環境の整備、また、制度融資の充実や商工会をはじめとした中小企業支援機関の体制整備
など、中小企業の経営の安定や向上のための資金供給の円滑化や経営改善に関する支援体制の整備、さらには、インキュベーション施設の貸
与や開業資金の融資など創業および新事業の創出のための環境整備、そして、県による認定商品のトライアル購入など、中小企業からの物
品・役務等の調達などによる需要の増進を図る事業など、計６１事業を実施した。

(2)事業の実施状況
（評価）の総括

【実施状況の評価の考え方】

目標数値がある事業については、数値目標の達成状況を基本に、数値に現れない取組成果・課題等を加減し、事業全体を４段階で

評価する。また、数値目標が設定できない事業については、定性評価により事業全体を４段階で評価する。

【評価の区分】

Ａ：予定していた内容を上回る事業の進捗・実施状況・・・・・・・・・・・100％以上

Ｂ：ほぼ予定どおりの事業の進捗・実施状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・75％以上～100％未満

Ｃ：予定していた内容を下回る事業の進捗・実施状況・・・・・・・・・・・50％以上～75％未満

Ｄ：予定していた内容を大きく下回る事業の進捗・実施状況・・・・・・50％未満



事業名 評価

中小企業人材
育成支援事業 B

県立高等学校
キャリア・アド
バイザー設置
事業

B生徒が主体的に進
路選択ができるよう
自己の将来を考える
機会を提供し、勤労
観・職業観を育むた
めのキャリア・アドバ
イザーを配置する。

○キャリア教育へ
の取組み支援、求
人開拓、在校生や
卒業生の就職等相
談業務

②キャリア・アドバ
イザーを県立高等
学校に設置し、これ
らの人材が教員の
支援を行うことによ
り、高校生のキャリ
ア教育全般の充
実・活性化を図る。

②キャリア・アドバイザー
による企業訪問数は、前
年までのキャリア教育サ
ポーターの実績を上回っ
た。キャリア・アドバイ
ザー一人あたりの、一カ
月での働きかけによる就
職内定者数は、前年の
キャリア教育サポーター
の実績を上回った。

○次年度以降、各
校の中で、前年度
までのノウハウを活
用することが必要で
ある。

①推進企業登録件
数（累計）690件

①推進企業登録件数
（累計）669件

①中小企業関係団体と
の協働　7商工会議所、1
事業組合
①セミナー等の開催　6
団体
①企業訪問　14社
①取組支援企業　10社
①啓発資材作成　「ク
ローズアップ　ワーク・ラ
イフ・バランス」

B ○ワーク・ライフ・バ
ランス対応経営に
取り組むためには、
経営者の決断と関
与が大きく、企業経
営と並行しての推
進にはかなりの時
間を要する。

(3)主な事業の事業
ごとの実施状況 事業概要 取組内容

○中小企業ワーク・ラ
イフ・バランス対応経
営推進員の設置（1
名）
○啓発パンフレットの
作成
○中小企業関係団体
主催事業（企業経営
者向けセミナーの開
催）　8団体
○企業訪問指導およ
びモデル事例として
の発信　24事例

中小企業人材育成
プランナーを配置
し、人材育成に関す
る相談・援助、研修
会の企画・実施、人
材バンクの運用等を
行うことにより、中小
企業の人材育成を
支援する。

○研修講師の人材バ
ンクの構築、中小企
業に対して人材育成
に関する相談、情報
提供、企画の実施

①研修会受講者
100人

①中小企業の人材育成
の支援のための研修会
の受講者について、コー
ス内容により受講者数
に偏りがあり、目標を下
回った。
　研修会受講者数79人
（応募者数　83人）

事業の目標 取組の成果 課題等

中小企業ワー
ク・ライフ・バラ
ンス対応経営
推進事業

ワーク・ライフ・バラ
ンスの普及啓発およ
び実践を支援する
「中小企業ワーク・ラ
イフ・バランス対応
経営推進員」を設置
し、中小企業関係団
体とセミナーの開催
や企業訪問指導に
よるモデル事例の発
信を協働で行い、中
小企業関係団体の
主体的な取組を促
進する。

○受講ニーズの把
握に努め内容の充
実を図るとともに、
地域の中小企業団
体等との連携をな
お一層図る必要が
ある。



事業名 評価
○県内金融機関へ
の預託により融資
を実施
　・経営支援資金
　・セーフティネット
資金
　・政策推進資金
　・短期事業資金
　・緊急経済対策資
金
　・市町小規模企業
小口簡易資金

②必要な金融支援
の充実・強化により
自らの成長を目指
す取組の円滑化な
らびに経営基盤の
強化を図る。

②経済情勢の変化
に対応し、中小企
業者の資金ニーズ
に即した資金メ
ニュー等を整備す
るとともに、経営改
善に向けた取り組
みを支援する。

②全体的な新規の融資
件数（対前年度比88%）
は減少しているものの、
資金ごとで見ると利用件
数が大幅に伸びている
資金もあり、中小企業の
多様な資金需要に的確
に対応できた。

②売上げの減少等経営
状況の厳しい事業者向
け資金である緊急経済
対策資金の利用件数
は、前年度を大幅に上
回り、中小企業者の資
金繰り支援に果たす役
割は高まっている。
【利用件数】
・緊急経済対策資金（新
規枠）前年度比369.2%
・緊急経済対策資金（借
換枠）前年度比366.3%

②経営改善に取り組む
事業者への支援を強化
するため、平成24年11
月に政策推進資金（経
営力強化枠）を創設し、
また平成25年度には同
（再生支援枠）の融資対
象者を拡充した。この結
果、両資金の利用件数
は前年度を上回り、中小
企業者の事業再建に向
けた取り組みを促進する
ことができた。
【利用件数】
・政策推進資金（経営力
強化枠）前年度比150%
・政策推進資金（再生支
援枠）前年度比350%

Ａ ○引き続き中小企
業者の金融の円滑
化に資するよう取り
組む必要がある。

中小企業振興
資金貸付金

事業概要 取組内容 事業の目標 取組の成果 課題等

中小企業者等の金
融の円滑化、経営の
安定、経営体質の改
善に必要な資金の
貸し付けを行う。



事業名 評価
信用保証協会
基盤強化費 Ａ

取組の成果

制度融資の一部資
金において、県信用
保証協会の保証料
を引き下げるため、
保証料収入減収分
について補助する。

○引き続き中小企
業者の金融の円滑
化に資するよう取り
組む必要がある。

事業概要 取組内容 事業の目標

○以下の制度融資
に係る保証料につ
いて、補助金を交
付

・政策推進資金
　省エネ・再生可能
エネルギー枠、経
営力強化枠
・緊急経済対策資
金
・市町小規模企業
者小口簡易資金

②資金調達に係る
負担を軽減すること
により、特に経営基
盤の脆弱な小規模
企業者の資金繰り
安定を図る。

②喫緊の行政課題
解決に向け、中小
企業者の対応を促
進するため、事業
者のインセンティブ
を高める。

②保証料の収入減収補
助の対象となった制度
融資のうち、県独自の不
況対策資金である緊急
経済対策資金や節電、
代替エネルギーの確保
に取り組む事業者を支
援する政策推進資金（省
エネ・再生可能エネル
ギー枠）の融資実績が
前年度を大幅に上回る
など、中小企業者の資
金調達時の負担軽減を
図ることができた。
【利用件数】
・緊急経済対策資金（新
規枠）前年度比369.2%
・緊急経済対策資金（借
換枠）前年度比366.3%
・政策推進資金(省エネ
等枠）前年度比188％

課題等



事業名 評価
下請企業振興
事業費補助金 Ａ

地と知をつむぐ
ビジネスデザイ
ン構築事業
（SOHO型ビジ
ネス支援事業）

Ａ創業まもない小規模
な事業者の活動支
援とネットワーク形
成の促進を図るた
め、草津および米原
に設置するＳＯＨＯ
ビジネスオフィスの
運営等を行うととも
に、入居者に対する
相談・指導等、起業
家の発掘から育成
までを一体的に推進
する。

○草津SOHOビジ
ネスオフィス（20室）
の運営
○米原SOHOビジ
ネスオフィス（10室）
の運営
○創業・新事業支
援ガイドブックの作
成

①事業拡大企業数
５７企業
（H14～H25までの
累計）

①事業拡大した企業数
は累計で６２企業となり、
インキュベーションマ
ネージャーによるきめ細
かなサポート等の支援
により、目標を達成する
ことができた。

下請中小企業の経
営の安定化と振興を
図るため、下請取引
の斡旋に係る企業
情報の収集・提供お
よび商談会開催等
の取組を支援する。

○専門調査員によ
る下請企業からの
受注情報の収集
○販路開拓支援員
による大手企業か
らの発注情報を収
集
○販路拡大の支援
のための商談会の
開催

事業の目標

○経済回復の動向
は下請中小企業ま
で十分波及してい
るとは言えず、引き
続き受発注情報の
マッチング支援を実
施する必要がある。

○引き続きインキュ
ベーションマネー
ジャーによるきめ細
かなサポート等の
支援を継続し、事業
拡大する企業数と
ともに、事業拡大企
業率も増加させる
必要がある。

①受注申出件数
２００件
①発注申出件数
２００件
①商談会の開催
２回
①展示会への出展
補助　１回

①発注申出件数が２１１
件、受注申出件数２８１
件あり、目標を上回るこ
とができた。
①また、県内外における
商談会を6回開催し、展
示会へ1回補助を行っ
た。

事業概要 取組内容 取組の成果 課題等



事業名 評価
新商品パイオ
ニア認定商品
トライアル購入
事業

Ｂ

単位 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５

件 109 251 246

人 65 88 103

人 704,000 717,000 717,000

％ 71.6 71.9 70.6

社 597 635 669

人 4,000 4,000 4,300

人 1,740 2,131 1,812

件 8 9 5

件 32 30 39

件 4,550 4,132 3,637

件 10 6 4

企業 48 57 62

件 16 16 13

％ 76.3 77.5 82.2

県開業率 2.7% 出典：H21経済センサス－基礎調査ベース【調査期間（H18～H21）の平均】

1.8% 出典：H24経済センサス－活動調査ベース【調査期間（H21～H24）の平均】

男女共同参画センターの支援を受けて活躍する女性の数

経営革新計画承認企業数（全体）

地方公共団体における官公需の契約実績（中小企業の比率）

県制度融資実績（新事業促進枠）

SOHOビジネスオフィス事業拡大企業数（累計）

中小企業による新商
品開発への取組を
支援するため、滋賀
県新商品パイオニア
認定制度等で認定し
た新商品を県がトラ
イアル購入する。

○県による認定商
品のトライアル購入
の実施

①購入認定商品
２商品

県制度融資実績（新規貸付の全体件数）

課題等

①２件の滋賀県新商品
パイオニア認定商品等
のトライアル購入を行う
ことで、新商品を開発す
る中小企業の支援が行
えた。

○購入した商品の使
用した感想や改善点
等を認定業者に
フィードバックを行う
必要がある。

○また、平成26年度
も認定商品のトライア
ル購入を継続する。

事業概要 取組内容 事業の目標 取組の成果

事業関連の指標 備考

マザーズジョブステーションを通じた就職件数

就業人口

しが新事業応援ファンド事業化件数

職業訓練受講者の就職率

ワークライフバランス登録企業数

おうみしごと体験事業（参加者数）

おうみ若者未来サポートセンターの運営による支援（就職者数）

チャレンジ計画認定企業数（全体）

(4)関連する指標等
の状況



(5)評価と課題

○中小企業振興資金貸付金である政策推進資金（新事業促進枠）や開業資金については、幅広く企業の新事業展開や創業・企業を促すため、
さらなる制度拡充が必要となっている。

○中小企業の事業活動を担う人材の確保・育成では、例えば、離転職者等の職業訓練実施後の就職率やおうみ若者未来サポートセンターを通
じた就職者が目標値を上回るなど、着実に成果があらわれているが、潜在的なニーズもあることから、今後も関係機関と連携した一層の制度の
周知に努める必要がある。

○商工会等の経営指導員による地道な経営改善指導、緊急経済対策資金や政策推進資金の融資等により中小企業の経営の安定・向上につ
なげることができたが、モデル的・リーダー的な企業の育成、輩出による県内企業群の位置づけの強化と異業種間・産学官連携によるトータル
的な底上げという課題が残った。

○創業・新事業の促進では、コラボしが２１インキュベーション施設や草津・米原SOHOビジネスオフィスを卒業した事業者がほぼ目標どおり県内
に定着あるいは事業拡大し成果が表れてきているが、県内開業率が低下しているという課題がある。

○中小企業の経営基盤の強化のために実施した計６１事業の自己評価は、Ａ評価２０事業（３２．８％）、Ｂ評価３４事業（５５．７％）、Ｃ評価４事
業（６．６％）、Ｄ評価３事業（４．９％）と、大半の事業がほぼ目標どおりの達成状況の評価となっているが、ＣＤ評価の事業も約１割ある。

商工会等における経営指導や制度融資の活用促進などにより、中小企業の経営基盤の強化につなげることができたことなどの成果

は表れてきているが、依然として営業・販売力の強化や人材の確保および育成、財務体質の強化、創業、後継者不足などの面で支援

を求められていることから、販路開拓支援をはじめ、女性や若者等に対する就労支援や人材育成、制度融資の活用促進、創業支援、

事業承継に向けた支援などに取り組む必要がある。

総括



平成25年度滋賀県中小企業活性化施策実施計画の実施状況の検証表

産業分野の特性に応じた中小企業の事業活動の活発化（条例第８条第４項）

①ものづくり産業を担う中小企業の事業機会の増大

②小売商業およびサービス業の振興を通じた中小企業の事業機会の増大

③観光客の来訪および滞在の促進による中小企業の事業機会の増大

④産業分野の特性に応じた中小企業の事業機会の増大

(1)取組の状況

評価 事業数 割合

実施状況Ａの事業 21 35.0%

実施状況Ｂの事業 31 51.7%

実施状況Ｃの事業 3 5.0%

実施状況Ｄの事業 5 8.3%

合計 60 100.0%

施策の体系

　県外大手企業に対する商談会の開催や産学官連携の推進、新製品・新技術の開発への支援など、ものづくり産業を担う中小企業に対
する支援、また、県内商店街のにぎわい創出、空き店舗の有効活用など、小売商業およびサービス業の振興を通じた中小企業に対する支
援、さらには、観光ブランド「ビワイチ」やアール・ブリュット、仏教美術などの滋賀の持つ魅力の発信など、観光客の来訪および滞在の促進
による中小企業に対する支援、そして、地場産業の事業活動の促進や介護施設・サービスの充実に向けた支援、中小企業が多くを占める
建設産業の活性化推進方策の検討など、その他の産業分野の特性に応じた中小企業に対する支援など、各産業分野に応じた中小企業
の事業機会の増大を図る計６０事業を実施した。

(2)事業の実施状況
（評価）の総括 【実施状況の評価の考え方】

目標数値がある事業については、数値目標の達成状況を基本に、数値に現れない取組成果・課題等を加減し、事業全体を４段

階で評価する。また、数値目標が設定できない事業については、定性評価により事業全体を４段階で評価する。

【評価の区分】

Ａ：予定していた内容を上回る事業の進捗・実施状況・・・・・・・・・・・100％以上

Ｂ：ほぼ予定どおりの事業の進捗・実施状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・75％以上～100％未満

Ｃ：予定していた内容を下回る事業の進捗・実施状況・・・・・・・・・・・50％以上～75％未満

Ｄ：予定していた内容を大きく下回る事業の進捗・実施状況・・・・・・50％未満



事業名 評価
近江技術てん
びん棒事業 Ｃ

滋賀でモノづく
り企業応援助
成金

A

課題等

(3)主な事業の事業
ごとの実施状況

事業概要 取組内容 事業の目標 取組の成果

県内での設備投資
促進とモノづくり基盤
の強化、新規雇用の
確保のため、高付加
価値型企業や内需
型企業の新規立地
または県内工場増
設に対して、費用の
一部を助成する。

○高付加価値型企
業や内需型企業の
新規立地または県
内工場増設に対す
る助成の実施（中
小企業は要件を緩
和）

○提案先大手企業
の意向として、ニー
ズに合致する企業
だけに絞り込んで
の商談を好まれる
場合もあった。

②モノづくり企業の
立地促進や県内で
の設備投資促進を
行う。

②平成25年度におい
て、８社（うち中小企業
5社）を助成対象企業
に指定した。

○平成24年度から
平成26年度までの3
年間の制度として
おり、助成を受けた
企業や関係機関の
意見を聴きながら、
来年度以降の実施
について検討を要
する。

県内企業のビジネス
チャンスの拡大を図
り、事業化を促進す
るため、県内企業の
持つ優れた技術を、
県外大手企業に対
して直接かつ具体的
に提案（売り込み）す
る展示商談会を開
催する。

○経済団体と連携
した、大手メーカー
に対する展示商談
会を開催

①商談会参加企業
数　６０社

①県内中小企業のビ
ジネスチャンス拡大の
ため、大手企業に対し
直接かつ具体的に提
案を行う展示商談会
を開催したが、参加企
業数は目標に到達し
なかった。
　・マツダ(株)広島本
社（7月）：22社
　・ダイキン工業(株)滋
賀工場（9月）：11社
　・旭化成ホームズ
(株)本社（10月）：8社
　
計3回開催　41社



事業名 評価
にぎわいのま
ちづくり総合支
援事業

B

商店街空き店
舗活用マッチン
グ支援事業

Ｂ②しが空き店舗情報
サイト「ＡＫＩＮＡＩしが」
を平成26年2月に開設
した。

②委託先の商工会連
合会をはじめ、各支援
機関等と連携するとと
もに、県内宅地建物
取引業者団体の協力
を得て、システムを構
築した。

②「商店街等の空き店
舗情報」と「創業支援
情報」を発信した。

地域社会が抱える
課題の解決や商店
街等のにぎわいを創
出し、持続可能でに
ぎわいと魅力あふれ
るまちづくりを推進
するため、商店街振
興組合等が行う、地
域の特性を活かした
商店街の魅力向上
や地域のふれあい
創出、空き店舗対策
などの取組を支援す
る。

○商店街振興組合
等に対する補助
・にぎわい創出推進
事業
・商店街基盤施設
等整備事業

①にぎわい創出推
進事業における、
多様な主体の参画
による商店街活性
化取組件数
14件

①多様な主体の参画
による取組件数が13
件あり、おおむね目標
は達成できた。また、
ＮＰＯや大学等を対象
に公募し、実施される
「連携・協働促進事
業」だけでなく、商店
街振興組合や商工
会・商工会議所等の
実施による「一般事
業」においても、多様
な主体の参画を得る
ことができた。

○各種広報媒体等
を活用して事業周
知を図るとともに、
一般事業の実施団
体に対しても多様
な主体との連携を
働きかけていく。

事業概要 取組内容 事業の目標 取組の成果

○マッチングにより
空き店舗での創業
が１件でも多く実現
するよう、空き店舗
の掲載件数と創業
支援情報の充実を
図るとともに、シス
テムの周知・広報
に努める必要があ
る。

課題等

商店街空き店舗の
有効活用と小規模
小売事業者等の創
業を促進するため、
商店街の空き店舗
情報を県域で一元
管理し、情報発信や
マッチングなどの業
務をワンストップで
行う。

○マッチングシステ
ムの構築、運用
・空き店舗・出店希
望者情報の収集・
登録・提供
・空き店舗所有者・
登録者と出店事業
者のマッチングの
実施
・創業支援事業の
紹介

②マッチングシステ
ムの構築、運用



事業名 評価
観光ブランド
「ビワイチ」推
進事業

Ｂ

「ゆめぷらざ滋
賀」首都圏情
報発信事業

B

事業概要 取組内容 事業の目標 取組の成果 課題等

旅行エージェントや
マスコミ等が集中す
る首都圏で情報発
信機能の強化を図
り、宿泊観光客の誘
致を推進する。

○東京観光物産情
報センターを土日
祝日も開所するた
めの要員を配置し、
積極的な営業活動
を展開
○旅行会社での一
斉滋賀県ＰＲの展
開

①旅行会社での滋
賀県ＰＲ　１６店舗
②旅行会社等への
積極的な営業活動
や催事等を活かし
た観光ＰＲ等の実
施

①旅行会社での滋賀
県ＰＲは、９店舗
②旅行会社等への訪
問営業は、延べ７４店
舗に実施し、また各種
催事・イベントを活用
した観光情報発信に
取り組むことができ
た。

○旅行会社でのＰ
Ｒ展開は、ディスプ
レイ計画等が前年
度に決まってしまう
ため、旅行会社へ
は早期に働きかけ
を行う必要がある。

本県の認知度と評
価の向上を図り、観
光誘客を図るため、
滋賀の周遊を象徴
的に表現するフレー
ズ「ビワイチ」（びわ
湖を一周）を旅のブ
ランドとして、県内の
観光施設・資源を周
遊する形で体験・体
感できる旅を創造す
る。

○観光ブランド「ビ
ワイチ」のＰＲ、広
報・宣伝
○観光素材の発
掘、商品化の促進・
支援
○個別計画の募
集・認定、品質管理

①10件の個別計画
の認定
①10件のツアーを
催行

①個別計画の認定は
７件であったが、ツ
アーの催行は目標件
数10件を上回る11件
となり、催行されたツ
アーによって観光客が
増加した。

○魅力ある観光素
材を創出し、旅行
AGTを中心に売り
込みを行う必要が
あるが、素材開発
には相当な時日を
要する。



事業名 評価
滋賀のくすり振
興対策費
(地場製薬企業
機器整備補助
金)

Ａ

建設産業の活
性化推進検討
事業

Ａ

課題等事業概要 取組内容 事業の目標 取組の成果

○短期的施策の着
実な遂行
○建設産業活性化
推進検討会のとり
まとめ

②５月に建設産業活
性化推進検討会を立
ち上げ、建設産業の
活性化について検討
を実施。
 検討会開催　４回
 ワーキング開催 ４回
１０月に短期的施策の
方向性を中心とした中
間とりまとめの報告が
され、これを受け、短
期的施策について予
算措置した。
②県内建設業者800
社に対し、郵送による
調査票の配布・回収を
行うことで、実態調査
を実施。
有効回答数426通の
回答結果を集計・分析
し、報告書にまとめ
た。

本県の建設産業の
ほとんどが中小企業
という現状を踏ま
え、本県の建設産業
の活性化推進方策
の検討を行う。

○建設産業の活性
化推進検討会にお
ける意見交換
○検討会における
意見交換の基礎資
料とするための実
態調査の実施

②実態調査の結果
をもとに検討会で意
見交換を行い、可
能なものから施策
に反映する。

○引き続き、地場
製薬企業に対して
機器整備にかかる
補助を実施する。

地場産業の一つで
ある製薬産業を支え
る地場製薬企業の
事業活動の活発化
のため、付加価値の
高い医薬品の開発、
品質の向上等のた
めの製造機器およ
び試験検査機器の
整備に対して助成す
る。

○地場製薬企業に
対して機器整備に
かかる補助を実施

①補助件数　３件 ①補助件数が３件で、
地場製薬企業の製造
機器および試験検査
機器の整備により、医
薬品の品質向上を支
援することができた。



単位 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５

件 27 33 43

億円 65,156 61,616 （未発表）

億円 23,300 22,164 （未発表）

件 11 15 15

社 66 43 41

件 11 5 20

人 3,238,600 2,962,300 3,190,000

人 47,357,300 44,191,300 45,510,000

億円 2,505.85 2,468.60 （未発表）

億円 433.5 （未発表） （未発表）

千㎥ 15.00 16.00 （未発表）

(5)評価と課題

製材用材需要量（自県材）

観光客数（入込客数） (H25は推計値)

医薬品生産金額（全県）

医薬品生産金額（地場企業）

観光客数（宿泊者数） (H25は推計値)

製造品出荷額等

製造品付加価値額

経営革新計画承認企業数（製造業）

(4)関連する指標等
の状況 事業関連の指標 備考

○観光イベントの推進により、観光客の来訪の促進は図られてきたが、なお一層中小企業の事業機会の拡大につなげていく必要がある。

○産業分野の特性に応じた中小企業の事業の活発化のために実施した計６０事業の自己評価は、Ａ評価２１事業（３５．０％）、Ｂ評価３１
事業（５１．７％）、Ｃ評価３事業（５．０％）、D評価５事業（８．３％）と、大半の事業がほぼ目標どおりの達成状況の評価となっているが、C、
D評価の事業も１割余りとなっている。

○新たに工場または研究所を建設する中小企業等に対する低利融資は、融資対象となる認定産業団地の減少や民間金融機関の融資と
の競合などの課題があり、融資対象の要件緩和や制度の見直しが必要となっている。

○商店街の振興では、空き店舗と小規模事業者等の創業のマッチングシステムが構築されたところであり、今後多くのマッチングの成立に
つながるよう情報の充実に努める必要がある。

○近江技術てんびん棒事業については、提案先大手企業の意向として、ニーズに合致する企業だけに絞り込んでの商談を要望される傾
向にあり、今後展示商談会という形式での実施については検討が必要である。

工場等立地件数

おうみ技術てんびん棒事業（商談会参加企業数）

経営革新計画承認企業数（小売商業・サービス業）

地場産業組合に対する販路開拓支援や中小企業と大企業とのマッチング等への支援などにより、中小企業の事業機会の拡大につ

なげることができたことなどの成果は表れてきているが、引き続き、技術力の強化や商店街の再生、介護人材の確保などへの支援が

求められていることから、研究開発への支援や商店街振興、介護サービスなどの産業分野に即した支援施策等に取り組む必要があ

る。

総括



平成25年度滋賀県中小企業活性化施策実施計画の実施状況の検証表

中小企業者および関係団体等の有機的な連携の促進（条例第９条第１項）

(1)取組の状況

評価 事業数 割合

実施状況Ａの事業 4 33.3%

実施状況Ｂの事業 7 58.3%

実施状況Ｃの事業 1 8.3%

実施状況Ｄの事業 0 0.0%

合計 12 100.0%

施策の体系

　県内の中小企業経営者同士が交流を深める事業の開催や、産学官連携による新産業の創出、６次産業化の取組に対する支援など、関
係機関と有機的な連携・協力の推進のための計１２事業を実施した。

(2)事業の実施状況
（評価）の総括 【実施状況の評価の考え方】

目標数値がある事業については、数値目標の達成状況を基本に、数値に現れない取組成果・課題等を加減し、事業全体を４

段階で評価する。また、数値目標が設定できない事業については、定性評価により事業全体を４段階で評価する。

【評価の区分】

Ａ：予定していた内容を上回る事業の進捗・実施状況・・・・・・・・・・・100％以上

Ｂ：ほぼ予定どおりの事業の進捗・実施状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・75％以上～100％未満

Ｃ：予定していた内容を下回る事業の進捗・実施状況・・・・・・・・・・・50％以上～75％未満

Ｄ：予定していた内容を大きく下回る事業の進捗・実施状況・・・・・・50％未満



事業名 評価
農商工連携ス
タートアップ事
業

Ａ

６次産業化連
携活動推進事
業

Ｂ

課題等

(3)主な事業の事業
ごとの実施状況

事業概要 取組内容 事業の目標 取組の成果

中小企業者が、本県
の農林水産業者と
連携し、新商品の開
発・事業化を促進す
るため、両者のマッ
チングを支援する。

○農商工連携を希
望する中小企業
者、農林水産業者
に対する実例紹介
を含めた研修会や
現地視察の実施
○両者のマッチン
グに向けた個別サ
ポートの実施

①マッチング成立
２件

①委託先において
農商工連携に関す
る個別相談等のサ
ポートを行った結
果、マッチング成立
件数が４件となり、
農業者と商工業者
との連携を促進す
ることができた。

○平成26年度も引
き続き農商工連携
スタートアップ事業
を継続して行い、
マッチングのサポー
トを継続する。

　さらなる６次産業化
の取組を推進するた
め、農林漁業者と食
品事業者、流通業
者、観光業者、輸出
業者、学校関係者、
病院関係者など多
様な業種と連携した
共同新商品開発・販
路開拓などの取組
に支援する。

○６次産業化ネット
ワークの構築等に
対する補助

①総合化事業計画
策定件数：70件

①総合化事業計画
認定件数は、57件
に達した(H25年度２
月末）。また、生産
者組織と加工事業
者ｸﾞﾙｰﾌﾟ、市町が
ネットワーク化した
協議会により、新た
な商品開発が行わ
れた。

○６次産業化に取
り組もうとする農林
漁業者等に対し、
様々な支援により
総合化事業計画の
作成およびその実
践につなげることが
必要である。



事業名 評価
滋賀の地域産
業魅力発信事
業費補助金

Ｂ

近江の工場長
サミット開催事
業

Ａ

事業概要 取組内容 事業の目標 取組の成果 課題等

モノづくり県を担う県
内工場と中小企業
のネットワークを深
め、モノづくり県滋賀
の魅力を発信するた
め、県内工場長や中
小企業経営者による
会議を開催する。

○工場長サミットの
開催

①参加者数　１００
人
①参加者の満足度
８０％以上

①当初の目標どお
り3回実施し、参加
者数194人、参加者
のアンケート結果で
は、講演では90％、
サミットトークでは
89％の参加者から
「参考になった」とい
う高い評価を得ら
れ、大きな成果を上
げることができた。

○終期設定のある
事業のため終了と
なるが、他の事業
など様々な機会を
通じて、引き続き
ネットワークづくりに
取り組む必要があ
る。

第65回中小企業団
体全国大会が本県
で開催される機会を
捉え、滋賀の魅力を
発信するため、ビジ
ネスミーティングや
滋賀の物産販売等
に要する経費に対し
て助成する。

○県中小企業団体
中央会が行う次の
事業への補助
・滋賀のおもてなし
発信事業
・滋賀の魅力、
ファッション発信事
業
・モノづくりしがビジ
ネスミーティング事
業
・淡海・しがブランド
発信事業

①本県宿泊客誘致
1,000名
①ファッションショー
観客数　2,500名
①地場産業商談希
望件数　45件
①滋賀の物産展
示・即売会参加者
数5,500名

①宿泊客誘致300
名余り、地場産業
商談希望件数８件
と目標には及ばな
かったものの、
ファッションショー観
客数2,500名、滋賀
の物産展示・即売
会参加者5,500名余
り・売上高540万円
とほぼ予定どおり
の成果を上げた。
また、歴史・文化と
食の連携や、地場
産業と大学の連
携、さらには産地間
の協働など、様々
な組織の連携によ
り、滋賀の魅力に
厚みを持たせ、県
内外に幅広く滋賀
の地域産業の魅力
を発信することがで
き、出展者・参加者
にも好評であった。

○補助事業として
は単年度事業とし
て平成25年度で終
了。

○今後も様々な組
織の協働・連携を
促進することによ
り、相乗効果を高め
ながら滋賀の地域
産業の魅力を発信
する取組を継続す
る必要がある。



単位 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５

件 17 17 19

人 230 205 194

件 － － 4

人 － － 232

(5)評価と課題

(4)関連する指標等
の状況 事業関連の指標 備考

産学連携等共同研究数

○中小企業者と関係機関と有機的な連携・協力の推進のために実施した計１２事業の自己評価は、A評価４事業（３３．３％）、B評価７事業
（５８．３％）、C評価１事業（８．３％）と、大半の事業がほぼ目標どおりの達成状況となっている。

近江の工場長サミット参加者数

農商工連携スタートアップ事業によるマッチング件数

女性経営者フォーラムの参加者数

ものづくりを支える県内工場と中小企業のネットワーク化、農商工の連携、産学官連携など、中小企業者と関係団体等との間の有

機的な促進が図られた。

総括



平成25年度滋賀県中小企業活性化施策実施計画の各事業の評価票

目標設定根拠
段階評価
（ＡＢＣＤ）

　　　　　　　　　　　　　取組の成果

①数値目標の達成状況の説明（数値目標の成果説明）
②数値では表せない取組成果の説明（定性目標の成果説明）

課題等

８－２－ア 1
淡海環境プラザ管理運
営費

淡海環境プラザ（旧水環境科学館）および矢橋帰
帆島未利用地を有効活用し、新技術の研究開発
や普及促進支援等を行う。

○新技術普及促進支援（ショーケース）
・淡海環境プラザ（旧水環境科学館）を活用し、企業等
の新技術展示、普及支援（水質保全、施設長寿命化、
省エネルギー、新エネルギー等）を実施
○新技術開発支援
・旧パークゴルフ場用地（テストベッド）等を活用し、県と企
業が共同で新技術開発を実施
・企業等が行う新技術開発のため、ﾌｨｰﾙﾄﾞ（浄化センター
用地や施設等）の提供を実施

①新技術普及促進支援（ショーケース）
　新技術の展示を４件以上実施する。
①新技術開発支援
　県との共同研究案件を1件以上立ち上
げる。

組織目標 Ｂ
①事業要綱を策定し公募を開始し、新技術展示を５件実施した。ただ、共同
研究へは応募が無く、立ち上げには至らなかったが、技術開発のためのﾌｨｰﾙﾄﾞ提
供については1件実施した。

○淡海環境プラザ事業の知名度が高くな
いことから、広報活動に努める必要がある。

下水道
課

８－２－ア 2
水環境ビジネス推進事
業

水環境ビジネスに関わる企業、大学等による「しが
水環境ビジネス推進フォーラム」を活用し、情報提
供や相互交流のためのセミナーの開催、ビジネス案
件に対応するチームの形成等を支援する。

○情報発信や新たなメンバー発掘のためのセミナーの開
催
○特定の課題・ニーズに対して、ビジネス提案や共同研
究を進めるための分科会の開催
○大手等とのマッチングの推進
○企業等をつなぐコーディネーターの設置
○フォーラムの案内チラシ作成

①水環境ビジネス関連プロジェクトへの県
内企業の参画　1件

未来戦略ＰＪ
（組織目標） Ａ

①セミナーの開催や広報冊子の作成のほか、プロジェクトの創出に向けた事業展
開などのフォーラム活動を推進し、台湾・台南市の工業団地汚水処理の課題解
決のためのプロジェクトが立ち上がり、チームを組んで現地訪問や琵琶湖モデル等
のプレゼンを実施し、様々な提案を行った結果、県内中小企業が現地企業から
水処理装置の受注を受けるなど、具体的な成果を得ることができた。（プロジェク
トへの県内企業の参画１件達成）

○今後さらに、台湾においても他のビジネス
案件を発掘し、商談を促進するとともに、企
業等からニーズの高いベトナムなどにおい
て、さらにビジネスにつながるプロジェクトを創
出し、展開していく必要がある。

商工政
策課

８－２－ア 3
滋賀のクリエイティブ産
業振興事業

本県に多く立地する大学等の知の力や豊富な地
域資源等を活かし、クリエイティブ産業の振興を図
る。

○キックオフイベントの開催
○県内クリエイター情報のデータベース構築
○補助事業の実施
　・クリエイター等制作活動支援
　・クリエイティブ企業県内事務所開設支援
　・クリエイティブ企業等展示会出展支援
○振興施策発信パンフレットの作成
○(仮称)滋賀クリエイティブ産業振興協議会の設立

①地域独自のコンテンツ制作　２件
①クリエイティブ関連展示会出展　２件

未来戦略ＰＪ
（組織目標） Ａ

①地域資源を活用した独自コンテンツの制作や展示会出展等に対する助成制
度を創設し、地域独自コンテンツ制作を３件、展示会出展を３件採択した。ま
た、採択事業者は、事業趣旨に沿った取組を実施することができ、クリエイティブ
産業支援を通じた県内経済の活性化を図ることができた。

○クリエイター等への活動支援を継続すると
ともに、ネットワーク組織と連携し、新たなコ
ンテンツ制作とその発信の支援、セミナーや
交流会等の場の提供を行うなど、クリエイ
ティブ産業の振興に向けた取組を継続的、
段階的に展開する必要がある。

商工政
策課

８－２－ア 4
再生可能エネルギー事
業化支援事業

固定価格買取制度を活用した再生可能エネル
ギーの事業化を促進するため、再エネコーディネー
ターを設置する。

○固定価格買取制度を活用した再生可能エネルギーの
事業化に取り組む事業者からの相談受付や導入に向け
たサポート
○普及啓発活動の実施

②再生可能エネルギーの事業化に取り
組む事業者からの相談体制を強化すると
ともに、普及啓発を充実させる。

未来戦略ＰＪ Ａ
②コーディネーターが、事業者からの相談対応、導入に向けたサポートを実施す
るとともに、ポスター等啓発資材を作成して普及啓発を図ったことで、県内におい
てメガソーラーなどの太陽光発電を中心に再生可能エネルギーの普及が進んだ。

○引き続き、再生可能エネルギーの事業化
の促進のために、普及啓発に取り組む必要
がある。

地域エ
ネル
ギー振
興室

８－２－ア 5

中小企業振興資金貸
付金
（政策推進資金（成長
産業育成枠））

成長産業分野の事業を営んでいる中小企業者等
で事業の拡充を図るために必要な資金の貸し付け
を行う。

○成長産業分野の事業を営んでいる中小企業者等で、
当該分野においてさらなる事業の拡大を図る中小企業者
等への必要な資金の貸し付け
＜対象事業分野＞
　・環境、エネルギー事業
　・防災対策事業
　・クリエイティブ事業　など７分野

②「政策推進資金（成長産業育成枠）」
を創設し、未来戦略プロジェクトに掲げる
分野で活躍する企業の活動を資金面か
ら支援する。

組織目標 Ｂ

②既存の貸付制度枠を改編し、今後の成長が期待される産業分野に対する融
資枠を、対象分野も拡充して新たに創設した。

②「環境・エネルギー事業」、「医療・介護・健康関連事業」、「防災対策事業」
で、新規利用件数は増加（対前年度比166.6％）し、成長産業分野で事業を
営む中小企業の資金面の需要に対応できた。

○利用件数自体は少ないことから制度の
周知啓発に努めるとともに、引き続き成長
産業分野の事業を営む中小企業者等の
事業拡大を資金面から支援する必要があ
る。

中小企
業支援
課

８－２－ア 6
びわ湖環境ビジネスメッ
セ開催事業

国内最大級の環境産業総合見本市を開催し、環
境産業の育成・振興を図る。

○びわ湖環境ビジネスメッセ2013の開催
　[時期]平成25年10月24日～26日
　[会場]県立長浜ドーム
　[出展規模]300企業・団体、500小間
　[来場者数]36,000人

①[時期]平成25年10月24日～26日
　[会場]県立長浜ドーム
　[出展規模]300企業・団体、500小間
　[来場見込み]36,000人

その他 Ｂ
①[時期]平成25年10月24日～26日
　[会場]県立長浜ドーム
　[出展規模]314企業・団体、512小間
　[来場者数]34,740人

○会場付近の来場者用駐車場確保が困
難であり、来場者数に影響を与えている。

モノづく
り振興
課

８－２－ア 7
医工連携ものづくりプロ
ジェクト創出支援事業

びわこ南部地域を中心に進む医学・理工系大学の
知的集積を活かし、国の地域中核産学官連携拠
点に選定された「しが医工連携ものづくり産学官連
携拠点」を核に、医工連携による研究開発プロジェ
クトの創出とその事業化を支援する。

○医工連携ものづくりネットワークの形成
○産学官連携コーディネート
○薬事法･ISO13485に係る人材育成
○しが医工連携ものづくり産学官連携拠点の運営 等

②高機能医療機器の事業化 未来戦略ＰＪ Ｂ

②「しが医工連携ものづくりネットワーク」参加企業を基盤に、医工連携による研
究開発プロジェクトの創出に取り組んできた。文部科学省の産学官連携共同研
究事業による開発成果のうち、「超微量血液検査装置」「マイクロ波鉗子」の２
件について、経済産業省「課題解決型医療機器等開発事業」の支援を受け事
業化に向けた開発を進めている。

○医工連携による研究開発プロジェクトの
創出と事業化が活発に繰り広げられる環
境の実現を目指し、引き続き産学官連携
基盤の充実強化に取り組む必要がある。

モノづく
り振興
課

８－２－ア 8 バイオ産業振興事業

企業、大学、研究機関、公共機関や産業支援団
体などの幅広い参画を得て、情報の提供、産学官
連携の推進等を実施し、バイオ産業創出・事業化
を図る。

○滋賀バイオ産業推進機構を中核とし、近畿バイオイン
ダストリー振興会議、関西バイオ推進会議、バイオビジネ
ス創出研究会等との連携の推進
　・研究技術交流会の開催
　・バイオビジネスセミナーの開催
　・バイオビジネス展示会の開催 等

②研究技術交流会、セミナー、展示会の
開催等によりバイオ産業の創出・事業化
の推進

その他 Ａ ②研究技術交流会、バイオビジネスセミナーの開催(３回)、展示会（１回）等を通
して、バイオ産業の創出・事業化の推進を図った。

○バイオ関連産業の創出、事業化に向け
大学研究シーズの提供などにより産学官の
連携推進や情報提供を図る必要がある。

モノづく
り振興
課

８－２－ア 9
電池産業支援拠点形
成事業

県内企業が開発競争に打ち勝ち、県経済の牽引
を担う集積産業として存続するために、電池産業に
特化した評価体制の整備を行う。さらに、評価手
段の検討や評価結果に基づいて発生する改良研
究などを、専門職員と企業が共同で進めていくこと
により、開発スピードを加速するとともに、集積企業
の競争力、開発力の強化を図る。

○電池開発に不可欠な評価設備を整備
○設備を利用した企業との共同研究

①新商品の開発　２件 未来戦略ＰＪ Ａ ①電池部材の商品化、事業化に取り組む県内企業の開発スピードを強化する
ために、新たに３件の共同研究開発を開始した。

○今後もリチウムイオン電池等需要の増大
や関連産業の市場の拡大が続くことが見込
まれることから、開発力の強化に向け県内
企業との共同研究を推進していく必要があ
る。

モノづく
り振興
課

８－２－ア 10
低炭素化技術開発・
実証化補助事業

省エネルギーや再生可能エネルギー活用技術など
の低炭素化技術の必要性が増しており、これに関
心の深いエコエコノミープロジェクト参加企業の低炭
素化技術開発を促進する。

○新製品、新技術の開発や実証化試験に必要とされる
経費の一部を補助

①補助件数　３件 未来戦略ＰＪ Ｂ ①５件の申請があり、４件採択したが１社辞退。

○当初計画に対して、申請件数が少な
かったことから、今後は、事業の周知を徹底
するとともに、応募可能な企業の掘り起こし
が必要である。

モノづく
り振興
課

平成25年度の具体的取組内容分類
事業
番号

事業名 事業概要
平成25年度の事業の目標

（①数値目標もしくは②定性目標）

事業の評価

担当課

中小企業による自らの成長を目指す取組の円滑化（条例第８条第２項）
　①将来において成長発展が期待される分野における中小企業の参入および事業活動の促進



目標設定根拠
段階評価
（ＡＢＣＤ）

　　　　　　　　　　　　　取組の成果

①数値目標の達成状況の説明（数値目標の成果説明）
②数値では表せない取組成果の説明（定性目標の成果説明）

課題等
平成25年度の具体的取組内容分類

事業
番号

事業名 事業概要
平成25年度の事業の目標

（①数値目標もしくは②定性目標）

事業の評価

担当課

８－２－ア 11
しが医療・健康創生も
のづくりイノベーション総
合特区推進事業

びわこ南部に培われた産学官連携基盤を活かし、
新たな医療・健康機器産業の創出と地域経済の
活性化を図るため、医療現場のニーズに基づく新た
な医療機器の開発・事業化を総合特区制度を活
用し推進を図る。

○医療現場のニーズ収集
○ニーズ情報のデータベース化
○ニーズ・シーズマッチングの実施
○研究開発プロジェクトの構築
○競争的資金獲得の支援
○薬事承認取得・事業化支援 等

①医療現場のニーズ提供　20件 未来戦略ＰＪ Ｂ

①県内医療機関より医療現場のニーズ19件を収集、（公財）滋賀県産業支援
プラザのコーディネータを中心に、県内ものづくり企業への情報提供、コーディネー
ト、プロジェクト構築等の取組を行った。また、県内ものづくり企業が取り組む医
療・健康管理機器開発プロジェクトに対し、総合特区の財政支援策の活用を図
るべく国との協議・調整を行い、支援を得られることとなった。

○利用現場のニーズ収集とものづくり企業と
のマッチング・プロジェクト構築を引き続き実
施するとともに、研究開発・事業化に向けて
の支援策の強化を図る必要がある。

モノづく
り振興
課

８－２－ア 12
戦略的環境ビジネス育
成事業

環境産業クラスターの基盤を強固なものとするた
め、これを育成する事業を実施する。

○グリーンテクノ滋賀環境性能評価の検討
○新たな重点分野の企業を中心とした、定期的・継続的
な企業訪問の実施
○地域連携研究開発プロジェクト(新エネ・省エネ分野)の
支援

①新エネ・省エネ分野での商談会等への
参加企業　40社

未来戦略ＰＪ Ａ

①新エネルギー・省エネルギー等の環境分野に強みを持つ企業延べ72社に対し
展示会やマッチング会へ参加する機会を提供した。また、地域連携研究開発プ
ロジェクトとして、平成25年11月に、本県が提案機関として県内中小企業ととも
に新エネ・省エネ分野の研究開発を実施するスーパークラスタープログラムに(独)
科学技術振興機構（ＪＳＴ）より採択を受け、平成29年度（予定）まで実施。

○産学連携の促進、事業化に向けた情報
収集、情報共有を引き続き実施する必要
がある。

モノづく
り振興
課

８－２－ア 13
環境エネルギー部材企
業支援事業

成長が見込まれる環境・エネルギー関連分野に、
業種間の複数の企業がグループを構築し、必要とさ
れる部材の受注を目指す取組を支援する。

○企業グループ構築の意識付けのための講習会の開催
○環境関連の部品・部材に関する商談会の開催

①県内商談会開催　3回
①県外商談会開催　2回

その他 Ａ
①県内商談会3回、他府県との合同商談会4回、講演会1回を開催。
②共同で受注できる企業グループ構築の重要性について、県内中小企業におけ
る意識改革を進めた。

○環境分野に限らず、県内の小規模事業
者がグループを構築するための支援が求め
られる。

モノづく
り振興
課

　②県民の安全および安心に配慮した中小企業の事業活動の促進

８－２－イ 14
滋賀の感性を伝える「コ
コクール」事業

消費者の感性に働きかける滋賀県の商品やサービ
スを「選び」「魅せる」ことで、需要の喚起を図り、本
県の商品等のブランド価値を高めるとともに、選定を
目指した事業者の商品開発などの努力を通じて、
本県商業力の向上を図る。

○ココクール マザーレイク・セレクションの選定
○授与式＆フォーラムの開催
○ホームページ、電子カタログ、雑誌広告等による発信

①「ココクール　マザーレイク・セレクション
2013」の10件の選定、発表
①セレクションの全国メディア掲載(累計)
10件

未来戦略ＰＪ
（組織目標） Ｂ

①「ココクール　マザーレイク・セレクション2013」は、応募総数159件の中から選定
した10件を12月に発表し、2月に授与式と記念フォーラムを開催した。
①雑誌広告やパブリシティの活用に努め、セレクションの全国メディア掲載は９件
(累計)となった。

○県内外での認知度とイメージアップを図る
ため、今後、広報・展示のさらなる充実が
必要。

商工政
策課

８－２－イ 15
「おいしが　うれしが」キャ
ンペーン推進店サポート
事業

滋賀の地産地消を推進するため、食品関連業者と
の連携を強化し、消費者参加型の企画を実施する
ことで、事業者の県産食材の利用拡大と需要拡大
を図る。

○食品小売店や飲食店を対象にメディアと連携した消費
者参加型企画の実施

○「おいしが　うれしが」キャンペーンの推進

①「おいしが うれしがキャンペーン」を推進
する県内における登録店舗数
　　小売店他　　　　420店舗
　　食料品専門店　270店舗
　　直売所　　　　　   65店舗
　　飲食店　　　　　 175店舗
（キャンペーン推進店数　930店舗）

未来戦略ＰＪ
（組織目標） Ａ

①飲食店、食料品専門店、農産物直売所を中心に参画を働きかけた結果、
登録店舗数が目標を上回った。
　　小売店他　　　 643店舗
　　食料品専門店 272店舗
　　直売所　　　　　　70店舗
　　飲食店　　　　　195店舗
　　（キャンペー登録店舗総数　1,180店舗）

○消費者がより身近に感じる食料品専門
店や県産食材の地域内流通の拠点である
農産物直売所を中心にキャンペーンへの参
加を働きかける必要がある。
○キャンペーン登録事業者の地産地消の
取組（県産食材の活用、ＰＲ活動）を消費
者に発信し、キャンペーンの認知度向上、
購買意欲の醸成を図る必要がある。
○キャンペーン登録事業者間の連携を支
援し、県産食材の活用の推進を図る必要
がある。

食のブ
ランド
推進課

８－２－イ 16
「地元食材」みんなで
マーケティング事業

「滋賀」の地域ブランド力を高めるため、滋賀ならで
はの食材について、販売・生産戦略の策定や、販
路開拓など具体的な実践を総合的に支援し、産
地が主体となった地域ブランド化のモデルとなる取組
を進める。

○生産者団体等の地域ブランド化戦略策定支援
○生産者団体等の地域ブランド化戦略実践支援
○生産者団体等と県内食品販売事業者とのマッチング
交流会の実施

②生産者団体等が行うブランド化戦略
策定ならびにその実践に対して支援を行
う。
②マッチング交流会では、「滋賀のおいし
い食材」を展示・ＰＲし、食品事業者等を
招いて商談や交流、新商品開発等の
パートナー探しを推進する。

その他
（実施要項） Ｂ

②県内８つの生産者団体においてブランド化戦略策定およびその実践支援を行
い、推進方向の明確化や目標の設定、加工品の開発、販路拡大等の成果を
上げた。
②7月にマッチング交流会を開催し、「滋賀のおいしい食材」21品目を出品。参
加した31事業者との商談や交流を行った。さらに12月には取組成果発表会を開
催し、事業者との交流によって考案された新たなメニュー等41商品の展示・発表
を行った。

○生産者団体の主体的な取組が進められ
るよう、必要に応じてサポートしていく必要が
ある。
○生産者団体と食品事業者との出会いの
場を確保するため、今後ともマッチング交流
会の開催が望まれている。

食のブ
ランド
推進課

　③中小企業の海外における円滑な事業の展開の促進

８－２－ウ 17
滋賀県・湖南省汚水
処理分野における技術
協力プロジェクト

中国湖南省において、「JICA草の根技術協力事
業」と連携し、淡海環境プラザ事業の一環として県
内の企業等と協力しつつ、技術援助を行うととも
に、本県の汚水処理技術の継承発展と、本県企
業による水環境ビジネスの展開に資する。

○ビジネスセミナーの開催
○現地事前調査の実施
○JICA草の根技術協力事業起動式の実施

①ビジネスセミナーの開催
①現地事前調査の実施
①起動式の実施

未来戦略ＰＪ Ａ
①ビジネスセミナーを2回開催した。（H25年8月、10月）
①現地事前調査を実施した（H25年7月）
①起動式を実施した（H25年7月）

○本県企業による水環境ビジネスの展開を
積極支援するため、今後交流団の派遣等
を実施する必要がある。

下水道
課

８－２－ウ 18
中小企業の海外展開
に対する総合的な支援

中小企業の海外への販路開拓のための展示会へ
の出展について支援するとともに、県内の中小企業
の海外展開の実態や今後の支援策について調査
検討を行う。

○中小企業の海外展開の実態や意向について、調査を
実施
○海外に事務所を有し、県内企業の海外展開に対して
支援を行っている企業に職員を派遣し、県の支援体制の
あり方を検討
○中小企業が海外の見本市に出展等をするに際し、その
一部を補助

②中小企業の海外展開に対する支援体
制の検討
①海外見本市出展支援　５件

未来戦略ＰＪ
（その他） Ａ

②事業委託により、中小企業2,150社に対しアンケート調査（1,440件回収）、20
社に対しヒアリング調査を実施した。
②平成25年6月から平成26年2月まで滋賀銀行国際部へ職員を派遣し、支援
体制の検討を行った。
①海外見本市出展支援の補助金を６社に対し交付した。

○中小企業海外展開実態・意向等調査
および県職員の派遣調査の結果をふまえ、
支援策を実行していく必要がある。

観光交
流局

８－２－ウ 18
中小企業の海外展開
に対する総合的な支援

海外で開催される環境関連見本市に、県内で環
境ビジネスに取り組む企業とともに、「びわ湖環境ビ
ジネスメッセ」パビリオンとして共同出展する経費に
関し補助を行う。

○「びわ湖環境ビジネスメッセ」パビリオンとして共同出展す
る経費に関し補助

①出展者数：10者
未来戦略ＰＪ
（その他） Ｂ ①県内中小企業7者が出展し、びわ湖メッセパビリオンとして、環境技術・製品の

ＰＲを行い、新規顧客開拓および商談に取り組んだ。
○びわ湖メッセパビリオンとしての一体化をさ
らに強化する必要がある。

モノづく
り振興
課

８－２－ウ 18
中小企業の海外展開
に対する総合的な支援

（公財）滋賀県産業支援プラザ内に貿易や海外投
資への相談に対応するための窓口を設置する。

○貿易投資相談窓口の設置（拡充）

○海外展開に関するセミナーの開催

①貿易投資相談窓口の相談員による出
張相談件数　３０件

未来戦略ＰＪ
（組織目標） Ａ ①出張相談件数は４５件で、目標を達成することができた。

○中小企業の利用促進のため、相談窓口
の周知をさらに図る必要がある。

観光交
流局

８－２－ウ 19
友好州省経済交流駐
在員事業

滋賀県の姉妹友好州省である米国ミシガン州およ
び中国湖南省に経済交流駐在員を配置し、今ま
で培ってきた強固な関係を活用し、国際経済交流
の推進を図り、県内経済の活性化を促進する。

○国際経済交流関連業務
・滋賀県と派遣先国、州・省との国際経済交流推進にか
かる情報提供、情報収集・分析・報告等
○県行政一般に必要な情報収集・情報発信

②経済交流駐在員の派遣先国、州・省
内企業・経済団体と県内企業・経済団
体の経済交流を支援する。

その他 Ｂ
②経済交流駐在員の派遣先国、州・省への進出を検討している企業に対する
関係団体の紹介や、現地で開催される展示会等における県の情報発信などに
より、経済交流の推進を図った。

○県内企業の経済交流のニーズに応じた
支援策を考える必要がある。

観光交
流局



目標設定根拠
段階評価
（ＡＢＣＤ）

　　　　　　　　　　　　　取組の成果

①数値目標の達成状況の説明（数値目標の成果説明）
②数値では表せない取組成果の説明（定性目標の成果説明）

課題等
平成25年度の具体的取組内容分類

事業
番号

事業名 事業概要
平成25年度の事業の目標

（①数値目標もしくは②定性目標）

事業の評価

担当課

８－２－ウ 20
国際経済情報提供事
業

県内中小企業のグローバル化を促す観点から、国
際経済情報の提供を行うとともに、海外への情報
発信および海外との経済交流の推進を図る。

○中国進出滋賀県企業のネットワーク支援
○海外経済視察団の受入
○バイエルン現地エージェントの設置

②県内の中国進出企業間の意見交換
の場の提供、海外からの視察団の受入
れ、バイエルン州の経済情報収集等によ
り、企業の経済交流促進を支援する。

その他 Ｃ

②中国進出企業のネットワーク会議については、滋賀銀行との地域密着連携協
定の中で次年度開催となり、２５年度は実施しなかった。他方、米国ミシガン州
からの視察団を受け入れにより、県内団体との共同研究の協議の場を提供し
た。また、バイエルン現地エージェントにより、県内企業に対するドイツ国内展示
会への出展案内や情報収集を行い、経済交流を支援した。

○県内企業の経済交流のニーズに応じた
支援策を考える必要がある。

観光交
流局

８－２－ウ 21
滋賀県産農畜水産物
海外販路開拓支援事
業

自主的・積極的に県産農畜水産物の輸出に取り
組む事業者を拡大し、さらなる輸出の促進を図る。

○過去の輸出プロモーション事業のフォローアップ
○輸出関連窓口の設置
○輸出促進セミナーの開催
○海外からバイヤー等の招聘および商談会の実施

①牛肉海外輸出頭数４００頭 未来戦略ＰＪ Ｂ
①牛肉海外輸出頭数は３０４頭であり目標には到達しなかったが、平成２４年
度の２４６頭からは着実に増加している。また輸出先国を増やすべく、滋賀食肉
センターがフィリピンへの輸出施設認定を取るための整備を行うなど、販路拡大の
取組を積極的に進めた。

○輸出業者の数がまだまだ少なく、一部の
業種と業者に限られるため、輸出に取り組
もうとする業者の裾野を広げる必要がある。

食のブ
ランド
推進課

８－３－ア 22
女性活躍推進プロジェ
クト応援事業

滋賀の経済・地域の活性化の切り札として様々な
分野で女性の能力や潜在的な力の活用を図る「女
性活躍推進プロジェクト」を進めるため、県として取
り組む施策を重点的かつ庁内横断的に展開するた
めの検討や女性の活躍の場の拡大に向けた情報
発信を行う。

○滋賀らしい女性活躍推進事業
・庁内のプロジェクトチームにおいて、滋賀県としての女性
活躍推進のあり方を検討し、効果的な施策を重点的・横
断的に展開
○女性の活躍の場の拡大促進事業
・女性の活躍を積極的に進める企業や経営者、多様な
分野で活躍する女性のメッセージ等を掲載した冊子を作
成・配布

②具体的な施策につながる女性活躍推
進プロジェクトの展開方策を取りまとめる。

未来戦略ＰＪ Ａ

②「滋賀の活性化に向けた女性活躍推進フォーラム」や意見交換会を開催し、
女性活躍推進の気運醸成に努めるとともに、庁内に女性活躍推進プロジェクト
チームを設置し、女性活躍推進の施策の方向性について部局横断的に検討を
行った。

②平成25年7月に男女共同参画推進本部において、３つの施策の方向性と県
庁における取組からなる女性活躍推進の展開方策（重点的に進める施策の方
向性）が取りまとめられ、女性のライフステージに応じた切れ目のない、きめ細やか
な支援を部局横断で進めることとなった。

○関係部局が連携しながら「CARAT滋賀･
女性･元気プロジェクト」に掲げる事業を着
実に実施するとともに、女性の活躍の場の
拡大に向け、より効果的な施策の展開につ
いて引き続き検討を行う。

○女性の活躍推進に対する理解や実践が
進んでいないため、引き続き気運醸成を行
う必要がある。

男女共
同参画
課

８－３－ア 23
女性の就労トータルサ
ポート事業

出産や子育て等による離職後、再就職を希望する
女性や、仕事と子育ての両立に悩む女性、社会へ
一歩踏み出したい女性を支援するために、仕事と
子育ての両立に向けたアドバイスや一時保育の実
施、就労相談、求人情報の提供や職業紹介など
就労支援をワンストップで行う「滋賀マザーズジョブス
テーション」を運営する。

○マザーズ就労支援相談
・就労に関するカウンセリング、職業適性診断、再就職に
向けた研修・訓練等の紹介、子育てとの両立支援アドバ
イス等
○母子家庭等就業・自立支援センター
・就業・生活相談、職業訓練紹介、講習会開催等
○ハローワークマザーズコーナー（滋賀労働局）
・相談員2名による求人情報提供、職業紹介等
○就職活動中や研修・訓練等への参加における一時保
育

①滋賀マザーズジョブステーションの利用
者件数　4,300件　（ア）

①滋賀マザーズジョブステーションを通じた
就職件数　325件　（イ）

（ア）組織目標

（イ）未来戦略
ＰＪ

Ｂ

②男女共同参画課、子ども・青少年局、労働雇用政策課の部局横断による
連携とともに、滋賀労働局の協力により、滋賀マザーズジョブステーションを運営
し、就労にいたるまでの個別相談やアドバイス、保育情報の提供、一時保育の
実施、職業紹介など一貫した就労支援をワンストップで行った。

②就労に関する他機関との連携では、福祉人材センター、ナースセンターおよび
保育人材バンクによる巡回相談を受け入れることにより、ワンストップ機能の充実
を図った。

①利用者件数は目標を達成できたが、就職件数は目標の８割程度にとどまっ
た。
　平成２６年３月末現在目標達成状況
　・利用者件数　4,364件
　・就職件数　　   246件

○開設から２年半が経過し、近江八幡
市、東近江市を中心として、利用は徐々に
拡大してきている。引き続き、関係機関を
はじめ地域の子育て支援団体等との連携
により、滋賀マザーズジョブステーションではど
のような支援が受けられるのか、分かりやすく
伝えていく取組を通じて、県下各地域への
一層の浸透に努める。

○人口流入の続く県南部地域において、
滋賀労働局との連携により、新たに窓口を
開設することにより、子育てしながら働きたい
という女性の希望が叶えられるよう支援を充
実する。

男女共
同参画
課

８－３－ア 23
女性の就労トータルサ
ポート事業
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一歩踏み出したい女性を支援するために、仕事と
子育ての両立に向けたアドバイスや一時保育の実
施、就労相談、求人情報の提供や職業紹介など
就労支援をワンストップで行う「滋賀マザーズジョブス
テーション」を運営する。

○マザーズ就労支援相談
・就労に関するカウンセリング、職業適性診断、再就職に
向けた研修・訓練等の紹介、子育てとの両立支援アドバ
イス等
○母子家庭等就業・自立支援センター
・就業・生活相談、職業訓練紹介、講習会開催等
○ハローワークマザーズコーナー（滋賀労働局）
・相談員2名による求人情報提供、職業紹介等
○就職活動中や研修・訓練等への参加における一時保
育

①滋賀マザーズジョブステーションの利用
者件数　4,300件　（ア）

①滋賀マザーズジョブステーションを通じた
就職件数　325件　（イ）

（ア）組織目標

（イ）未来戦略
ＰＪ

Ｂ

②男女共同参画課、子ども・青少年局、労働雇用政策課の部局横断による
連携とともに、滋賀労働局の協力により、滋賀マザーズジョブステーションを運営
し、就労にいたるまでの個別相談やアドバイス、保育情報の提供、一時保育の
実施、職業紹介など一貫した就労支援をワンストップで行った。

②就労に関する他機関との連携では、福祉人材センター、ナースセンターおよび
保育人材バンクによる巡回相談を受け入れることにより、ワンストップ機能の充実
を図った。

①利用者件数は目標を達成できたが、就職件数は目標の８割程度にとどまっ
た。
　平成２６年３月末現在目標達成状況
　・利用者件数　4,364件
　・就職件数　　   246件

○開設から２年半が経過し、近江八幡
市、東近江市を中心として、利用は徐々に
拡大してきている。引き続き、関係機関を
はじめ地域の子育て支援団体等との連携
により、滋賀マザーズジョブステーションではど
のような支援が受けられるのか、分かりやすく
伝えていく取組を通じて、県下各地域への
一層の浸透に努める。

○人口流入の続く県南部地域において、
滋賀労働局との連携により、新たに窓口を
開設することにより、子育てしながら働きたい
という女性の希望が叶えられるよう支援を充
実する。

子ども・
青少年
局

８－３－ア 23
女性の就労トータルサ
ポート事業

出産や子育て等による離職後、再就職を希望する
女性や、仕事と子育ての両立に悩む女性、社会へ
一歩踏み出したい女性を支援するために、仕事と
子育ての両立に向けたアドバイスや一時保育の実
施、就労相談、求人情報の提供や職業紹介など
就労支援をワンストップで行う「滋賀マザーズジョブス
テーション」を運営する。

○マザーズ就労支援相談
・就労に関するカウンセリング、職業適性診断、再就職に
向けた研修・訓練等の紹介、子育てとの両立支援アドバ
イス等
○母子家庭等就業・自立支援センター
・就業・生活相談、職業訓練紹介、講習会開催等
○ハローワークマザーズコーナー（滋賀労働局）
・相談員2名による求人情報提供、職業紹介等
○就職活動中や研修・訓練等への参加における一時保
育

①滋賀マザーズジョブステーションの利用
者件数　4,300件　（ア）

①滋賀マザーズジョブステーションを通じた
就職件数　325件　（イ）

（ア）組織目標

（イ）未来戦略
ＰＪ

Ｂ

②男女共同参画課、子ども・青少年局、労働雇用政策課の部局横断による
連携とともに、滋賀労働局の協力により、滋賀マザーズジョブステーションを運営
し、就労にいたるまでの個別相談やアドバイス、保育情報の提供、一時保育の
実施、職業紹介など一貫した就労支援をワンストップで行った。

②就労に関する他機関との連携では、福祉人材センター、ナースセンターおよび
保育人材バンクによる巡回相談を受け入れることにより、ワンストップ機能の充実
を図った。

①利用者件数は目標を達成できたが、就職件数は目標の８割程度にとどまっ
た。
　平成２６年３月末現在目標達成状況
　・利用者件数　4,364件
　・就職件数　　   246件

○開設から２年半が経過し、近江八幡
市、東近江市を中心として、利用は徐々に
拡大してきている。引き続き、関係機関を
はじめ地域の子育て支援団体等との連携
により、滋賀マザーズジョブステーションではど
のような支援が受けられるのか、分かりやすく
伝えていく取組を通じて、県下各地域への
一層の浸透に努める。

○人口流入の続く県南部地域において、
滋賀労働局との連携により、新たに窓口を
開設することにより、子育てしながら働きたい
という女性の希望が叶えられるよう支援を充
実する。

労働雇
用政策
課

中小企業の経営基盤の強化（条例第８条第３項）
　①中小企業の事業活動を担う人材の確保および育成



目標設定根拠
段階評価
（ＡＢＣＤ）

　　　　　　　　　　　　　取組の成果

①数値目標の達成状況の説明（数値目標の成果説明）
②数値では表せない取組成果の説明（定性目標の成果説明）

課題等
平成25年度の具体的取組内容分類

事業
番号

事業名 事業概要
平成25年度の事業の目標

（①数値目標もしくは②定性目標）

事業の評価

担当課

８－３－ア 24
女性のチャレンジ支援
事業

意欲ある女性があらゆる分野で活躍できるよう支援
するため、女性の社会参画を積極的に促すチャレン
ジ相談、研修講座や交流の場づくり等の事業を実
施する。

○女性のチャレンジ支援講座（全12回）
○「チャレンジサイトしが」の運営
○女性のためのチャレンジ相談事業（月2回）
○チャレンジショップ（実践の場の提供）
○夢をカタチにする「マザーズチャレンジカフェ」事業（5回）
○ニューチャレンジ応援事業
・チャレンジの先輩（ロールモデル）との交流・ネットワークづく
りの支援

①男女共同参画センターの支援を受け
て活躍する女性の数（累計）　83人

未来戦略ＰＪ Ａ ①きめ細かなフォロー等を行い、活躍する女性の数が目標を上回った。（累計
103人）

○今後はロールモデルや専門家・専門機関
からのアドバイスを気軽に受けられる機会を
増やし、一人ひとりのニーズに合ったフォロー
アップを工夫していく。

男女共
同参画
センター

８－３－ア 25
母子家庭等就業・自
立支援センター事業

母子家庭の母等の就業を促進するため、雇用の開
拓や就業相談、就業支援講習会の実施、就業情
報の提供等、一貫した支援サービスを提供する。

○就業、養育費等相談事業
○就業促進活動事業
○就業支援講習会
○相談関係者研修事業
○就業情報提供事業
○地域生活支援事業(特別相談事業)
○プログラム策定事業

①相談件数640件
①就職件数140件
①就業支援講習会　修了者数20名

組織目標 Ｂ
①就業相談件数は、853件（前年比＋187件）で、内就職者数は、96名、プロ
グラム策定事業による就職者数59名を含むと155名がセンターを通じて就職し
た。就業支援講習会修了者は7名と目標を達成することができなかった。

○母子家庭等の親の就業を促進するた
め、雇用の開拓や就業相談、就業情報提
供事業等関係機関と連携し、様々な事業
を実施する必要がある。

子ども・
青少年
局

８－３－ア 26
自立支援給付金事業
補助

教育訓練費の一部補助や修業機関における生活
の負担軽減などを行うことにより、ひとり親家庭の職
業能力開発を支援し、経済的自立の促進を図る。

○自立支援教育訓練給付金事業
○高等技能訓練促進事業
○ひとり親家庭支援拡充事業費補助金

②ひとり親家庭の資格取得を支援し、そ
の経済的自立を図る。

その他 Ｂ ②看護師等の資格を取得するため、看護学校に通学している3人に対して、給
付金を支給した。

○ひとり親家庭に対して制度の周知を図
り、ひとり親家庭の資格取得を推進する必
要がある。

子ども・
青少年
局

８－３－ア 27
男性の育児休業取得
奨励金支給事業

育児休業等を取得する男性を雇用する一定要件
を備えた事業主に対して奨励金を支給し、育児休
業取得を促進する。

○男性の育児休業取得奨励金 ①奨励金を支給する事業所数　15社 未来戦略ＰＪ Ｄ ①奨励金の支給は6社に留まった。

○県ホームページにおける「男性の育児休
業取得奨励金」の情報掲載や関係機関へ
のチラシ配布とともに、関係部局との連携に
よる企業への直接的な働きかけにより制度
の周知を図り、男性の育児休業取得を推
進する必要がある。

子ども・
青少年
局

８－３－ア 28
がんばるシニア起業家
応援事業

シニア世代の持つ経験や能力がビジネスに活かされ
ている現状を情報発信し、「起業」の持つ社会的意
義を多くの人に知ってもらうとともに、シニアの社会参
加へのモチベーションを高める。

○自己のこれまでの経験を社会還元しようとする起業や、
社会課題を解決しようとする起業を行っているシニアにイン
タビューを実施
○県のホームページで情報発信

②定年退職後に県内で起業した方へイ
ンタビューを実施し、県ＨＰに掲載する。

その他 Ｂ
②１者に対しインタビューを実施し、これまで実施したインタビューと合わせて、３者
の起業のきっかけや事業に対する思い等についてとりまとめ、県のＨＰに掲載し情
報発信を行った。

○地域経済の活性化のためには、シニア層
だけでなく、女性、若年等の幅広い層で起
業を後押しすることが必要である。

○起業事例を引き続き様々な手法により
収集・情報発信していくことが必要である。

中小企
業支援
課

８－３－ア 29
離転職者等職業能力
開発事業

離転職者の就職を促進し、安定雇用につなげるた
め、民間教育訓練機関等を活用して多様な職業
訓練を実施する。

○知識等習得コース
　事務、医療、介護、情報等の就職に必要なスキルを身
につける訓練
○資格取得コース
　介護福祉士または保育士の資格を取得し、就職を促
進するための訓練
○定住外国人向け訓練コース
　労働に従事することを目的として在留する外国人（日本
の国籍を有しない者等）であって、一定程度の日本語能
力を有するものの、職業訓練を受講する上で配慮が必要
である者を対象に、就職に必要なスキルを身につける訓練
○委託訓練活用型訓練コース
　就労経験に乏しく、職業能力形成機会に恵まれなかっ
た者を対象として、職業訓練施設で座学訓練と企業実
習を組み合わせた、日本版ﾃﾞｭｱﾙｼｽﾃﾑの方式による訓
練

①訓練受講者の就職率　70%
　（県が実施する職業訓練全体）

未来戦略ＰＪ
（組織目標） Ａ ①平成25年3月末までに訓練受講者の就職率が確定したコースについて、70.9%

と目標値を上回った。

○企業の求人ニーズおよび求職者の求職
ニーズの把握により、一層効果的な訓練内
容となるよう努め、就職率の向上を図る必
要がある。

労働雇
用政策
課

８－３－ア 30 障害者委託訓練事業
障害者の雇用の促進を図るため、企業、ＮＰＯ法
人、民間教育訓練機関等の多様な委託先を活用
し、障害者の態様に応じた職業訓練を実施する。

○障害者に対する職業訓練の実施
【訓練定員】　65名
・知識技能習得コース　35名 （Off-JT）
・実践能力習得コース  25名（OJT）
・特別支援学校早期訓練コース　5名 （OJT）

②受講機会を拡大し、障害者の雇用の
促進を図る。

その他 Ｂ
②平成25年度の訓練受講者
【訓練定員】　65名
・知識技能習得コース　　　　　　20名
・実践能力習得コース  　　　　　  7名

○公共職業安定所や支援関係機関等と
の連携により、受講者の確保ならびに一般
就労へつながるよう、一層の支援を行う必
要がある。

労働雇
用政策
課

８－３－ア 31
女性の再チャレンジ支
援能力開発事業

母子家庭の母や出産や子育てを理由に離職し、
再就職を希望する女性等の就職の促進を図るた
め、民間教育訓練機関等を活用した職業訓練を
実施する。

○母子家庭の母等に対して3ヶ月間の職業訓練を実施
○出産・育児等によって退職し、再就職を希望する女性
等に対して男女共同参画センターにおいて10日間程度の
託児サービス付き職業訓練を実施

①訓練受講者数　70人
　（母子家庭の母等）

組織目標 Ｃ
①雇用情勢の改善などにより、職業訓練の受講希望者がやや減少し、目標を
下回った。
　平成25年度の訓練受講者　　49名

○潜在的に受講ニーズはあるものと考えら
れることから、公共職業安定所および滋賀
マザーズジョブステーションなど関係機関との
連携を図るとともに、一層制度の周知に努
め、安定した就労への支援を行う必要があ
る。

労働雇
用政策
課

８－３－ア 32
インターンシップ推進事
業

高等技術専門校の施設内の訓練生を対象に、職
業意識の醸成および技能習得意識の向上ととも
に、実践的な技能および知識の習得のため、民間
企業等に派遣して実技訓練を実施する。

○訓練期間中のインターンシップの実施
・訓練生1名につき約1ヶ月
　　　　　　　　　　（4週間・実日数20日）

・平成25年度実施計画予定人員 90名

②訓練生の実践的な技能および知識の
習得に効果があり、今後も積極的な活
用を図り、就職の促進と安定就労につな
げる。

その他 Ｂ ②平成25年度は、高等学校卒業者等を対象とした訓練科の訓練生など21人
の訓練生に、関連業種の企業において実践的な訓練を実施した。

○引き続き事業の積極的かつ効果的な活
用を図り、就職の促進と安定就労につなげ
る必要がある。

労働雇
用政策
課

８－３－ア 33
若者しごとチャレンジプロ
グラム実施事業

企業実習と職業訓練施設での訓練を組み合わせ
て、若年者の職場定着を図るため、「日本版デュア
ルシステム」による訓練を高等技術専門校で実施
する。

○日本版デュアルシステムを活用した訓練の実施
　［実施機関］
　　滋賀県立高等技術専門校（米原校舎）
　［実施訓練科］
　　生産システム設備科
　　　（訓練期間１年、定員10名）

②日本版デュアルシステムを活用した訓
練科の受講を促進し、就職につなげる。

その他 Ｂ ②平成25年度は、おおむね40歳未満の離転職者等を対象に、生産システム設
備に関する訓練を実施し、4名の入校者があった。

○教育効果は高く、就職につながるなど、
一定の成果を上げていることから、今後はよ
り多くの受講者の確保に努め、効果的な実
施に努める必要がある。

労働雇
用政策
課
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８－３－ア 34
男女雇用機会均等推
進事業

男女雇用機会均等法に沿った雇用管理の確立と
企業によるポジティブアクションの取組を進め、女性
が能力を十分に発揮し、働き続けることができる環
境を整えるため、経営者層を対象にしたセミナーを
開催する。

○「女性の活躍推進」施策の受け皿としての役割を担う
「企業」経営者の理解、認識を高めるためのセミナーを開
催

①参加者200名程度 その他 Ｂ ①企業経営者等１８８名の参加があり、企業における女性活躍推進の必要性
についての理解促進が図れた。

○企業で女性の活躍を推進するためには、
トップの意識が重要であるため、継続してセ
ミナーをはじめとした意識改革の機会を設け
る必要がある。

労働雇
用政策
課

８－３－ア 35
働く女性のキャリアアップ
講座

企業におけるポジティブアクションを促進するため、県
内企業で中堅職員として活躍している女性を対象
に、ﾘｰﾀﾞｰとしての資質の向上および意欲の高揚を
図るための講座を開催する。

○各企業でのロールモデルとなる人材を育成するための働
く女性のキャリアアップ講座の開催
（2日間連続講座を2回開催）

①受講者各回45名程度 その他 Ａ ①第１回目５０名、第２回目４７名の参加があり、リーダーとしての資質向上、意
欲高揚とともに、ネットワークづくりが図れた。

○各事業所でのロールモデルとなる女性が
まだまだ少ない現状、およびリーダーに向け
ての研修機会も少ない中、管理的職業従
事者を増やしていくために女性のキャリアアッ
プを支援する機会を増やしていく必要があ
る。

労働雇
用政策
課

８－３－ア 36
ワーク・ライフ・バランス企
業応援事業

中小企業における行動計画の策定・実践を促すた
め、行動計画を策定した企業を推進企業として登
録するとともに、取組促進のための活動を行う。

○ワーク・ライフ・バランス推進企業の登録事業
○ワーク・ライフ・バランス推進ハンドブックの作成
○育児休業制度のしおりの作成
○介護休業制度のしおりの作成

①推進企業登録件数（累計）690件
未来戦略ＰＪ
（組織目標） Ｂ ①推進企業登録件数（累計）669件

○中小企業ワーク・ライフ・バランス対応経
営推進事業を並行して行い、推進企業登
録件数（累計）は目標は達しなかったものの
９割を達成した。今後も一層の周知に努
め、登録件数を増やし、各企業の取組を
促進する必要がある。

労働雇
用政策
課

８－３－ア 37
中小企業ワーク・ライフ・
バランス対応経営推進
事業

ワーク・ライフ・バランスの普及啓発および実践を支
援する「中小企業ワーク・ライフ・バランス対応経営
推進員」を設置し、中小企業関係団体とセミナーの
開催や企業訪問指導によるモデル事例の発信を協
働で行い、中小企業関係団体の主体的な取組を
促進する。

○中小企業ワーク・ライフ・バランス対応経営推進員の設
置（1名）
○啓発パンフレットの作成
○中小企業関係団体主催事業（企業経営者向けセミ
ナーの開催）　8団体
○企業訪問指導およびモデル事例としての発信　24事例

①推進企業登録件数（累計）690件
未来戦略ＰＪ
（組織目標） Ｂ

①推進企業登録件数（累計）669件

①中小企業関係団体との協働　7商工会議所、1事業組合
①セミナー等の開催　6団体
①企業訪問　14社
①取組支援企業　10社
①啓発資材作成　「クローズアップ　ワーク・ライフ・バランス」

○ワーク・ライフ・バランス対応経営に取り組
むためには、経営者の決断と関与が大きく、
企業経営と並行しての推進にはかなりの時
間を要する。

労働雇
用政策
課

８－３－ア 38
若年者総合就業支援
事業

若年求職者への就職相談、情報提供等各種就
職支援をワンストップで行うヤングジョブセンター滋賀
を運営する。

○ヤングジョブセンター滋賀の運営による下記の事業の実
施
・キャリアコンサルタントによるじっくり相談の実施
・就職面接会（3回）・相談会（1回）の開催
・就職関連情報の提供

①就職者数：１，３００人 その他 Ａ ①平成２５年度における就職者数は、目標の１，３００人に対して１，５５５人と、
目標を上回り、就職の促進を図ることができた。

○利用者数が、平成２４年度に比べ減少
しているので、センターの周知・広報を大学
等各関係機関に対して行う等、今後も、き
め細かなサービスの提供を継続して行うこと
で、より多くの方の就職を実現できるよう支
援していく。

労働雇
用政策
課

８－３－ア 39
ニート・フリーター対策事
業

就労が極めて困難な若者の就職を促進するため、
各種事業を実施する。

○滋賀県ニート問題連絡会議の開催（2回）
○「仕事応援ブック」印刷・配布
○滋賀県地域若者サポートステーション支援事業（以下
サポステ）
・臨床心理士によるカウンセリング、企業での就労体験、
交流サロン等

②ニート問題連絡会議の開催（2回）
②仕事応援ブックの印刷配布
①サポステを利用して就職する人：200人

その他 Ｂ

②ニート問題連絡会議を開催し、関係機関での情報共有を図れた（2月に開
催）
②仕事応援ブックを配布し、ニート化の予防を図った。
①サポステでカウンセリングや職場体験、交流サロン等の事業を行うことによって、
154人の就職に結びついた。

○ニート問題連絡会議のより良いあり方
○臨床心理相談や体験事業の充実、ネッ
トワーク作りのための体制の強化

労働雇
用政策
課

８－３－ア 40
おうみ若者未来サポー
トセンター運営事業

滋賀の“三方よし”人づくり推進センターやハローワー
ク機能を含むヤングジョブセンター滋賀などの支援機
関を一体化した「おうみ若者未来サポートセンター」
を運営し、若年求職者の実情に応じた支援をワン
ストップで提供し、相談から就職までの一貫した支
援を行う。

○総合案内を設置し、職業相談員2人を設置
○ポスター・リーフレットの作成

①おうみ若者未来サポートセンター（ヤン
グジョブセンター、滋賀の“三方よし”人づく
り推進センター等）を通じた就職者数

　就職者数：1,600人

未来戦略ＰＪ
（組織目標） Ａ

①「おうみ若者未来サポートセンター」を構成するヤングジョブセンター滋賀、滋賀
の“三方よし”人づくり推進センター、滋賀県地域若者サポートステーションを通じ
た支援による就職者数は、目標の1,600人に対して1,812人と目標を上回り、就
職の促進を図ることができた。

○若年者の失業率は依然として高水準で
推移し、平成22年3月の大学卒業者にお
ける就職後3年目までの離職率が3割を超
えているなど、依然として厳しい状況にある
ことから、引き続き「おうみ若者未来サポート
センター」を構成する各機関が持つそれぞれ
の強みを活かしながら、相談から就職までの
一貫したサービスを漏れなくワンストップで提
供していく。

労働雇
用政策
課

８－３－ア 41
滋賀の“三方よし”人づ
くり事業

県内の中小企業の人材確保と若年求職者の就職
支援を図る。

○若年求職者を短期間雇用し、県内企業のニーズを踏
まえた人材育成プログラムによる人材育成を実施（延べ
122人を3ヶ月～4ヶ月雇用）
○専門コーディネーターが県内企業の潜在的ニーズを開
拓し、企業との交流会、トライアウトワーキングなどにより、
マッチングを促進する仕組みを構築

①就職率１００％ その他 Ｂ

①１～８期生計３２８名を人材育成し、平成２５年度末現在で計２７３名が就
職（８３．２％）
　
　　平成２５年度：１０３名
　　○６期生　２２名を人材育成し、１８名の就職が実現
　　○７期生　５０名を人材育成し、４１名の就職が実現
　　○８期生　５０名を人材育成し、２４名の就職が実現
　　○その他１～５期生のうち２０名の就職が実現

○就職率のさらなる向上が必要である。
労働雇
用政策
課

８－３－ア 42
働き・暮らし応援セン
ター事業

一般就労が困難な障害者の就労の場の確保と職
場定着、およびこれに伴う日常生活または社会生
活上の支援を継続的に実施する「働き・暮らし応援
センター」に職場開拓員を配置し、障害者の地域で
の自立と社会参加の促進を図る。

○働き・暮らし応援センター事業
・職場開拓員：働き・暮らし応援センター（７センター）　各
１人の設置

○企業との連携によるトライＷＯＲＫ推進事業
・就労を希望する障害者に対して１週間程度の就労体
験の場の提供

①センターを利用して就業する人数：460
人

未来戦略ＰＪ
（組織目標） Ｂ ①企業との連携によるトライワーク事業の実施をはじめとする就労支援や職場開

拓等の活動により、目標のほぼ9割となる410人の就職に結びついた。

○センターへの登録者数、相談件数ともに
増加し続けており、現体制でのきめ細やか
な支援や、迅速な対応が難しい状況となっ
ている。

労働雇
用政策
課

８－３－ア 43 おうみしごと体験事業

小学生から中学1年生の児童・生徒を対象に、
様々な職業を紹介するとともに、実際のしごとを体
験する場を提供し、職業観・勤労観を育むきっかけ
作りをを行い、成長段階に応じた職業教育につな
げる。

○おうみしごと体験フェスタの開催 ①参加者数　4,000人
未来戦略ＰＪ
（組織目標） Ａ

①2日間にわたり「おうみしごと体験フェスタ」を開催し、多くの子ども達がしごとを
体験することにより、職業観・勤労観を育むきっかけ作りを行うことができた。延べ
約4,300人の参加者があり、目標を達成することができた。

○より多くのしごとの体験の場を提供するこ
とにより、事業の効果を高める必要がある。

労働雇
用政策
課

８－３－ア 44 職業訓練事業費
企業の在職労働者等を対象に、技能向上のため
の職業訓練（技能向上セミナー）を実施する。

技能向上セミナーについて、受講希望者や企業のニーズ
にマッチした多様なコース設定に努め、技能・知識の向上
のための支援の充実を図る。

①セミナーコース数（種類）　74ｺｰｽ 組織目標 Ｂ
①ものづくり系を中心に、企業や受講者のニーズに応え、多様なコースの実施が
できた。
　実施コース数（種類）　　71ｺｰｽ

○受講実績の多いコースの拡充とともに、
コースの内容などを見直すなど、企業ニーズ
に応じたコース設定を図る必要がある。

労働雇
用政策
課
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８－３－ア 45
職業能力開発振興事
業費

事業内認定職業訓練をはじめとする民間の職業
能力開発の振興を図るとともに、技能水準の向上
と技能労働者の社会的地位の向上を図るため、技
能検定の普及を促進する。

○中小企業の事業主団体等が運営する認定職業能力
開発施設への助成
○滋賀県職業能力開発協会が実施する労働者の技能
向上のための技能検定への補助

②技能の普及・促進を図る。 その他 Ｂ
②認定職業訓練校8校に対し運営費補助を行うとともに、技能検定実施団体
である滋賀県職業能力開発協会に対して補助を行い、技能の普及促進を図っ
た。

○認定職業訓練の受講者数および技能
検定の受検者数は、やや減少傾向にある
ため、一層の普及促進を図る必要がある。

労働雇
用政策
課

８－３－ア 46
中小企業人材育成支
援事業

中小企業人材育成プランナーを配置し、人材育成
に関する相談・援助、研修会の企画・実施、人材
バンクの運用等を行うことにより、中小企業の人材
育成を支援する。

○研修講師の人材バンクの構築、中小企業に対して人
材育成に関する相談、情報提供、企画の実施

①研修会受講者　100人 組織目標 Ｂ
①中小企業の人材育成の支援のための研修会の受講者について、コース内容
により受講者数に偏りがあり、目標を下回った。
　研修会受講者数79人　（応募者数　83人）

○受講ニーズの把握に努め内容の充実を
図るとともに、地域の中小企業団体等との
連携をなお一層図る必要がある。

労働雇
用政策
課

８－３－ア 47
おうみの名工・おうみ若
者マイスター技能振興
事業

技能の振興や優秀な技能者の育成を促進するた
め、県内の産業に従事する技能者で、特に優れた
ものを「おうみの名工」として表彰し、また、県内在
住または勤務する35歳未満の技能者で技能レベル
が秀でている者を「おうみ若者マイスター」として認定
する。

○県内の産業に従事する技能者で、特に優れたものを
「おうみの名工」として表彰する。
○県内在住または勤務する35歳未満の技能者で技能レ
ベルが秀でている者を「おうみ若者マイスター」として認定す
る。

②技能の振興や優秀な技能者の育成の
促進を図る。

その他 Ｂ
②「おうみの名工」として、金属工作機械工、左官、理容師、毛筆製造工、日
本料理人など10名の表彰を、また、「おうみ若者マイスター」として金属手仕上
工、旋盤工、数値制御金属工作機械工、溶射工の4名の認定を行い、技能尊
重気運の醸成を図った。

○技能の振興や優秀な技能者の育成のた
め、今後も、引き続き優れた技能者を表
彰・認定することなどにより、技能者の地位
と技能水準の向上を図る必要がある。

労働雇
用政策
課

８－３－ア 48
県立特別支援学校
キャリア教育総合推進
事業

特別支援学校において、障害のある子どもたちが地
域で持てる力を十分に発揮し、社会参加ができる
よう企業就労に向けた総合的な支援を行う。

○キャリア教育アドバイザーの設置、インターンシップ指導
等

①高等養護企業就職者　28人 未来戦略ＰＪ Ａ ①平成25年度県立高等養護学校卒業生45名のうち、企業就職者は37名で
あった。

○今後さらに、個々の生徒の希望と実態に
応じて職業的自立が進められるよう、キャリ
ア教育の充実や就労先になる企業の開拓
等を進めていく。

学校支
援課

８－３－ア 49
中学生チャレンジウィー
ク事業

子どもたちの勤労観・職業観をはぐくみ、自らの将来
の生き方を見出していく力を養うため、中学２年生
に対し５日間の職業体験を実施する。

○中学生が地域の事業所等に出向き仕事に触れること
により、働くことの意義、仕事のやりがいや苦労など、社会
人としての生き方を学ぶプログラムの実施

①全公立中学校１００校の実施

①中学生チャレンジウィーク(職場体験)の
事後アンケートで、「自分のよさや適性な
どを発見したり、確認したりできた」の問い
に対して肯定的な回答をした生徒の割
合（中学生チャジンレンジウィーク事後アン
ケート数値　７５％）

未来戦略ＰＪ
（その他） Ａ

①全公立中学校１００校で実施した。

①中学生対象の事後アンケートで、「自分のよさや適性などを発見したり、確認
したりできた」の問いに対して76％の中学生が肯定的な回答をしており、自分の
長所や適性を考える機会となっている。

○受入れ事業所の確保が難しいことや、体
験に臨む生徒の姿勢やマナーの指導の徹
底について、課題がある。

学校教
育課

８－３－ア 50 職の担い手育成事業
「職の担い手育成推進校」を指定し、地域産業と
高校との連携により、インターンシップ等の就業体験
など、実践的な体験学習を実施する。

○各校が、地元企業や地域でのインターンシップやデュア
ルシステム等に取り組み、実践的な職業教育を推進

②研究指定校と地域の産業界等との
パートナーシップを確立し、実際的・実践
的な職業知識や技術・技能の習得を図
り、生徒の資質・能力を一層伸長すると
ともに、生徒の主体的な職業選択の能
力や職業意識を育て、起業家精神を涵
養する。
②専門学科等の活性化を図るとともに、
地域での若年者の雇用を促進し地域産
業の振興を図る。
（実施校　８校）

未来戦略ＰＪ
（その他） Ａ ②平成25年度は、目標どおり８校で実施し、教員アンケートでの集計結果では、

事業の評価として、肯定的にとらえている回答の割合が、９０％を超えている。

○平成26年度で終期の事業となるので、
最終の成果報告をまとめ、キャリア形成支
援事業の中で行われる就業体験において、
そのノウハウが引き継がれるようにすることが
必要である。

学校教
育課

８－３－ア 51
普通科におけるキャリア
教育推進事業

高等学校普通科におけるキャリア教育を進めるた
め、外部講師を積極的に活用し、学習内容の充
実を図る。また、指定校を設け、１，２年生を対象
に就業体験を実施する。

○各校５日間程度の就業体験を実施し勤労観・職業観
の育成、また外部講師の招へい

②生徒が望ましい勤労観・職業観等の
価値観を身につけ、人生観にもとづいて
進路を決定し、将来、社会人・職業人と
して自立し、時代の変化に力強くかつ柔
軟に対応していけるような幅広い能力を
育てることを目的にキャリア教育の推進を
図る。
（実施校　６校）

未来戦略ＰＪ
（その他） Ｂ

②平成25年度は、堅田、水口、愛知、伊香、北大津、野洲の６校で就業体験
に取り組んだ。教員アンケートでの集計結果では、事業の評価として、肯定的に
とらえている回答の割合が、９０％を超えているが、同アンケートにおいて、キャリア
教育の推進にあたるコミュニケーション能力の向上に関しての割合は、７０％程度
にとどまった。

○平成26年３月で終期を迎えた。今後、
キャリア形成支援事業の中で行われる就業
体験において、そのノウハウが引き継がれる
ようにすることが必要である。

学校教
育課

８－３－ア 52
県立高等学校キャリア・
アドバイザー設置事業

生徒が主体的に進路選択ができるよう自己の将来
を考える機会を提供し、勤労観・職業観を育むため
のキャリア・アドバイザーを配置する。

○キャリア教育への取組み支援、求人開拓、在校生や卒
業生の就職等相談業務

②キャリア・アドバイザーを県立高等学校
に設置し、これらの人材が教員の支援を
行うことにより、高校生のキャリア教育全
般の充実・活性化を図る。

未来戦略ＰＪ
（その他） Ｂ

②キャリア・アドバイザーによる企業訪問数は、前年までのキャリア教育サポーター
の実績を上回った。キャリア・アドバイザー一人あたりの、一カ月での働きかけによ
る就職内定者数は、前年のキャリア教育サポーターの実績を上回った。

○次年度以降、各校の中で、前年度まで
のノウハウを活用することが必要である。

学校教
育課

　②中小企業の経営の安定および向上

８－３－イ 53
滋賀エコ・エコノミープロ
ジェクト推進事業

滋賀の経済界と滋賀県が協働で取り組む「滋賀エ
コ・エコノミープロジェクト」の推進事業に対し、その経
費の一部を負担する。

○しが低炭素リーダー賞の実施
②産業界と県との協働取り組みの推進と
して「しが低炭素リーダー賞」表彰式の開
催　1回

未来戦略ＰＪ Ａ ②「しが低炭素リーダー賞」の選考審査会および表彰式を経済界と共同で実施
した。「しが低炭素リーダ賞」の表彰は12社とした。

○戦略本部、しが炭素基金等のプロジェク
トの今後の展開について、協議検討を重
ね、戦略本部員会議で合意を得られた。
今後は、戦略本部、しが炭素基金の解散
に伴い、新たな枠組みの構築により取り組
みを進めていく必要がある。

温暖化
対策課

８－３－イ 54
低炭素社会実現に貢
献する事業者評価手
法検討調査事業

滋賀県低炭素社会づくりの推進に関する条例に基
づく計画書制度で、事業者が貢献量を評価する上
で必要となるデータ等の調査、事業所訪問調査に
よる技術アドバイスを行う。

○貢献量を評価する上で必要となるデータ等の調査
○事業所訪問調査による技術アドバイスの実施

②滋賀県製品等を通じた貢献量評価の
手引きに、事業者が必要とするデータを
追加するなど充実を図る。
②顕彰制度の実施に向けた事業所訪問
調査の実施

未来戦略ＰＪ
（組織目標） Ａ

②事業者行動計画書制度による提出された308事業者の報告書のうち、貢献
取組の記載は120件であった。そのうち、二酸化炭素削減貢献量を年間の数値
に換算することが可能な16件についての貢献量試算をしたところ約120万トン-
CO2となった。
②事業所訪問調査の実施を通じて各事業者による低炭素社会実現のための
優良な取組の把握ができ、顕彰制度により事業者行動計画書制度、事業者の
取組のＰＲにつながった。

○事業者が必要とする情報の充実・提供
に努めるとともに、算定事業者へのインセン
ティブを検討する必要がある。

○事業者の優良事例を水平展開し、県内
事業所での取組のレベルアップを図る必要
がある。

温暖化
対策課

８－３－イ 55
産業廃棄物減量化支
援事業

産業廃棄物の減量化および資源化を促進するた
め、民間事業者が行う施設整備や、研究開発のた
めの経費に対して支援を行う。

○施設整備や研究開発経費等に対する補助
①研究開発 　１件
①施設整備 　１件

その他 Ｃ
①補助要件に合致し補助を行ったのは、施設整備についての１件だけであった
が、産業廃棄物の減量化支援として一定の成果はあった。なお、補助金に関す
る問合せは一定数あったため、関心の高さがうかがえた。

○様々な手法により事業を周知していく必
要がある。

循環社
会推進
課



目標設定根拠
段階評価
（ＡＢＣＤ）

　　　　　　　　　　　　　取組の成果

①数値目標の達成状況の説明（数値目標の成果説明）
②数値では表せない取組成果の説明（定性目標の成果説明）

課題等
平成25年度の具体的取組内容分類

事業
番号

事業名 事業概要
平成25年度の事業の目標

（①数値目標もしくは②定性目標）

事業の評価

担当課

８－３－イ 56
産業振興総合支援推
進事業

本県の中小企業支援の中核的なセンターとして、
新事業の創出や経営革新などの支援を行う(公財)
滋賀県産業支援プラザについて、必要な体制を引
き続き整備する。

○(公財)滋賀県産業支援プラザの体制の整備への補助
の実施
・管理運営
・情報収集、発信
・技術研修

顧客とのコミュニケーションの強化
　①ＨＰ閲覧件数：1,311,000pv
     (平成23～26年度累計)
　②様々な産業情報の発信

その他 Ａ

①平成23年度～25年度累計ＨＰ閲覧件数：2,010,050pv
②滋賀県企業情報検索市場（skki）の登録件数　345件
②企業支援ガイドブックの発行　3,500部

②様々な企業情報等をデータベース構築による一元管理の中で分析を行い、
企業の特性を生かした支援を行った。また、機関紙やプラザホームページを通じて
様々な産業情報の発信を行うことにより新技術、新商品の販路開拓支援を行っ
た。

○様々な産業情報の発信を行うことにより
新技術、新商品の販路拡大の支援を行
う。

商工政
策課

８－３－イ 57
事業用再生可能エネル
ギー等導入促進事業

中小企業等による事業所での再生可能エネルギー
等の設備導入を支援する。

○再生可能エネルギー設備等の導入にかかる経費の一
部を補助

①補助件数　20件 未来戦略ＰＪ Ｄ
①固定価格買取制度の周知が図られ、全量売電へのシフトが進んだことにより、
発電設備を自家消費用に限定している本補助金の活用が進まず、補助件数2
件と大きく目標を下回った。

○発電設備以外で補助対象としている熱
利用設備などでの活用が進むよう周知を図
る必要がある。

地域エ
ネル
ギー振
興室

８－３－イ 58
民間事業者節電・省エ
ネ推進事業

中小企業等の節電・省エネ行動を促進するため、
省エネ診断や省エネ設備整備に対し助成する。

○滋賀県産業支援プラザが実施する省エネ診断にかかる
専門家派遣にかかる経費の一部を補助
○民間事業者等が実施する省エネ設備への改修にかか
る経費の一部を補助

①省エネ診断　20件
①省エネ設備整備補助件数　10件

未来戦略ＰＪ Ｂ
①省エネ診断は12件と目標を下回ったものの、省エネ設備整備補助件数は12
件と目標を上回り、中小企業等における節電・省エネの取組を支援することがで
きた。

○省エネ診断受診を要件とする省エネ設
備整備補助金の募集期間終了後は、省
エネ診断の件数が少ないことから、経営改
善・コスト削減等の効果をアピールし、補助
金目的以外の利用の促進を図る必要があ
る。

地域エ
ネル
ギー振
興室

８－３－イ 59
事業継続計画策定支
援事業

平成24年度作成の「事業継続計画策定の手引
き」を活用し県内中小企業の事業継続計画（ＢＣ
Ｐ）策定を促進する。

○中小企業者自らの策定のみならず、商工団体の経営
指導員等が中小企業に対してＢＣＰ策定支援の一助と
なるよう、H24年度に策定した「ＢＣＰ策定の手引き」を活
用し、研修会を開催

①事業継続計画の策定　３件 未来戦略ＰＪ Ｂ

①企業による事業継続計画の策定が３件あり、目標を達成した。

①県内商工会・商工会議所の経営指導員等、市町職員、中小企業を対象に
中小企業活性化研修の中でBCP策定支援講座を開催、また、H25.3月に作成
した滋賀県版の事業継続計画策定の手引きを更新・増刷するなど、計画どおり
事業を進めることができた。

○講座への参加企業が少ないことから、
BCP策定の必要性について、引き続き啓
発の取組が必要である。
○県で作成した「事業継続計画策定の手
引き」を、より多くの県内企業が利用し、事
業継続計画の策定を促進できるように活用
方法を検討する必要がある。

中小企
業支援
課

８－３－イ 60
中小企業振興資金貸
付金

中小企業者等の金融の円滑化、経営の安定、経
営体質の改善に必要な資金の貸し付けを行う。

○県内金融機関への預託により融資を実施
　・経営支援資金
　・セーフティネット資金
　・政策推進資金
　・短期事業資金
　・緊急経済対策資金
　・市町小規模企業小口簡易資金

②必要な金融支援の充実・強化により
自らの成長を目指す取組の円滑化なら
びに経営基盤の強化を図る。

②経済情勢の変化に対応し、中小企業
者の資金ニーズに即した資金メニュー等を
整備するとともに、経営改善に向けた取り
組みを支援する。

組織目標 Ｂ

②全体的な新規の融資件数（対前年度比88%）は減少しているものの、資金ご
とで見ると利用件数が大幅に伸びている資金もあり、中小企業の多様な資金需
要に的確に対応できた。

②売上げの減少等経営状況の厳しい事業者向け資金である緊急経済対策資
金の利用件数は、前年度を大幅に上回り、中小企業者の資金繰り支援に果た
す役割は高まっている。
【利用件数】
・緊急経済対策資金（新規枠）前年度比369.2%
・緊急経済対策資金（借換枠）前年度比366.3%

②経営改善に取り組む事業者への支援を強化するため、平成24年11月に政策
推進資金（経営力強化枠）を創設し、また平成25年度には同（再生支援枠）の
融資対象者を拡充した。この結果、両資金の利用件数は前年度を上回り、中
小企業者の事業再建に向けた取り組みを促進することができた。
【利用件数】
・政策推進資金（経営力強化枠）前年度比150%
・政策推進資金（再生支援枠）前年度比350%

○引き続き中小企業者の金融の円滑化に
資するよう取り組む必要がある。

中小企
業支援
課

８－３－イ 61
信用保証協会基盤強
化費

制度融資の一部資金において、県信用保証協会
の保証料を引き下げるため、保証料収入減収分に
ついて補助する。

○以下の制度融資に係る保証料について、補助金を交
付
　・政策推進資金
　　　省エネ・再生可能エネルギー枠
　　　経営力強化枠
　・緊急経済対策資金
　・市町小規模企業者小口簡易資金

②資金調達に係る負担を軽減することに
より、特に経営基盤の脆弱な小規模企
業者の資金繰り安定を図る。

②喫緊の行政課題解決に向け、中小企
業者の対応を促進するため、事業者のイ
ンセンティブを高める。

その他 Ａ

②保証料の収入減収補助の対象となった制度融資のうち、県独自の不況対策
資金である緊急経済対策資金や節電、代替エネルギーの確保に取り組む事業
者を支援する政策推進資金（省エネ・再生可能エネルギー枠）の融資実績が前
年度を大幅に上回るなど、中小企業者の資金調達時の負担軽減を図ることが
できた。
【利用件数】
・緊急経済対策資金（新規枠）前年度比369.2%
・緊急経済対策資金（借換枠）前年度比366.3%
・政策推進資金(省エネ等枠）前年度比188％

○引き続き中小企業者の金融の円滑化に
資するよう取り組む必要がある。

中小企
業支援
課

８－３－イ 62
県中小企業支援セン
ター事業

（公財）滋賀県産業支援プラザに設置している県中
小企業支援センターが、中小企業者等の経営資
源の強化・促進のために行う事業に要する経費に
対して助成する。

○県中小企業支援センター事業への補助
・プロジェクトマネージャー・サブマネージャーの設置
・窓口相談員の設置
・専門家派遣事業の実施
・事業可能性評価委員会の開催　2回

①窓口相談受付数：2,000件
①企業訪問数：1,000件
①専門家派遣：340回
①Ａランク企業：2企業

その他 Ｂ
①窓口相談受付数1,529件、企業訪問数835件と目標を下回ったものの、専門
家派遣は417回、事業可能性評価委員会を2回開催し、3企業がＡランク評価
を得るなど、おおむね目標を達成することができた。

○モデル的、リーダー的な企業の育成、輩
出による県内企業群の位置づけの強化と
異業種間・産学連携によるトータル的な底
上げを行う必要がある。

中小企
業支援
課

８－３－イ 63
小規模事業経営支援
事業費補助金

商工会、商工会議所および商工会連合会が小規
模事業者のために行う経営改善普及事業等に要
する経費に対して助成する。

○商工会等の経営改善普及事業等への補助
・金融、税務、経理、販売管理、労務、技術の改善、そ
の他経営に関する指導、斡旋等
・小規模事業者の経営の改善発達に資する地域の活性
化又は商工業の振興に関する事業の実施、協力および
指導
・経営、技術、各種制度等に関する情報または資料の収
集および提供

②経営改善普及事業等を実施すること
で、小規模事業者の経営および技術の
改善発達を図る。

その他 Ｂ ②経営指導員一人あたりの年間巡回指導件数が約630件にのぼり、小規模事
業者の抱える多様な経営課題に対し、地道な指導の積み重ねを実施できた。

○県内事業所のほとんどを占める小規模
事業者の経営改善を支援し、地域の活性
化と経営基盤の強化を図るには引き続き
実施していく必要がある。

○また、小規模事業者の多様で活力ある
成長発展を促すための商工会等の活動に
ついて継続的に支援していく必要がある。

中小企
業支援
課

８－３－イ 64
商工会連合会・商工
会議所連合会一般活
動費補助金

滋賀県商工会連合会および滋賀県商工会議所
連合会が行う一般活動事業に要する経費に対して
助成する。

○商工会連合会等の一般活動事業に対する補助
②一般活動事業に要する経費に対して
補助を行うことにより、小規模事業者の
育成および指導の円滑化を図る。

その他 Ｂ ②研修事業により職員の資質向上を図るとともに、18の商工会地域において地
域振興事業を実施する等により小規模事業者の育成を図った。

○引き続き職員の資質向上および小規模
事業者の育成を図っていく。

中小企
業支援
課
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８－３－イ 65
中小企業連携組織対
策事業費補助金

滋賀県中小企業団体中央会が中小企業の組織
化、育成および指導のために行う事業に要する経
費に対して助成する。

○県中小企業団体中央会事業に対する補助
・組合等の組織化推進
・組合事業及び経営の指導、監査
・組合に関する教育、情報の提供
・調査研究等の指導事業

②中小企業の経営基盤の強化や、中小
企業の育成および指導に要する経費に
対して補助することにより、中小企業の経
営基盤の強化および活性化を推進し、
もって経済的地位の向上を図る。

その他 Ｂ
②中小企業の連携に向けた助言、更に個別相談による中小企業団体への支
援を通じて、新たに１組合の設立を認可するとともに25組合の定款変更の指導
など、中小企業の育成・振興を図った。

○中小企業者の組織化は中小企業を振
興する上で無くてはならないものであり、それ
を支える本事業の必要性は高く、今後とも
引き続き事業を継続していく。

中小企
業支援
課

８－３－イ 66
中小企業団体中央会
一般活動費補助金

滋賀県中小企業団体中央会が行う一般活動事
業に要する経費に対して助成する。

○県中小企業団体中央会の一般活動事業に対する補
助

②一般活動事業に要する経費に対して
補助を行うことにより、中小企業団体の
育成および指導を円滑に促進することを
図る。

その他 Ｂ
②県大会や組合青年部ならびに女性部事業、産学連携交流事業等を通じ
て、県域経済団体として、組合組織並びに構成員企業間の連携を強化し、県
域レベルでの連携促進を図った。

○組合環境の変化や企業経営のニーズを
的確に捉え、引き続き組合事業の活性化
を図っていく。

中小企
業支援
課

８－３－イ 67
下請企業振興事業費
補助金

下請中小企業の経営の安定化と振興を図るため、
下請取引の斡旋に係る企業情報の収集・提供お
よび商談会開催等の取組を支援する。

○専門調査員による下請企業からの受注情報の収集
○販路開拓支援員による大手企業からの発注情報を収
集
○販路拡大の支援のための商談会の開催

①受注申出件数　２００件
①発注申出件数　２００件
①商談会の開催　２回
①展示会への出展補助　１回

その他 Ａ
①発注申出件数が２１１件、受注申出件数２８１件あり、目標を上回ることがで
きた。
①また、県内外における商談会を6回開催し、展示会へ1回補助を行った。

○経済回復の動向は下請中小企業まで
十分波及しているとは言えず、引き続き受
発注情報のマッチング支援を実施する必要
がある。

モノづく
り振興
課

　③中小企業の創業および新たな事業の創出の促進

８－３－ウ 68

コラボしが21インキュベー
ション
（産業振興総合支援
推進事業）

滋賀県産業支援プラザによる、創業オフィスおよび
創業準備オフィスにおける県内で創業を目指す者
への施設貸与や事業計画書作成支援等に助成す
る。

○コラボしが２１インキュベーションの運営への補助

創業と新事業の創出
　①創業オフィス入居者の孵化率
　　　　85％以上
　①コラボしが２１インキュベーション・オ
　　フィス等卒業者の県内定着率
　　　　93％以上

その他 Ｂ

　②【コラボしが２１インキュベーション支援事業】入居企業に対する個別ミーティン
グの実施や起業家養成講座を開催し、入居事業者の経営力強化を図った。
　①創業準備オフィス入居者の孵化率は81％（13者/16者）
　①インキュベーション施設等の卒業者の県内定着率
　　　92％（11者/12者）

○【創業準備オフィス】
企業の成長ステージに合わせた個別ミーティ
ング、セミナーにより支援を強化し、事業孵
化率85％を目指す。
○【創業オフィス】
企業の自立成長を目指した取組を行う。

商工政
策課

８－３－ウ 69
立命館大学ＢＫＣイン
キュベータ入居者支援
事業

立命館大学ＢＫＣ内のインキュベーション施設への
入居者に対して、起業や新事業展開の促進を図る
ため、賃料の一部を補助する。

○入居者に対する賃料への補助
①施設入居者が施設退去（卒業）後、
引き続き県内に事業所を設け、事業継
続していくこと。

その他 Ｃ
①平成25年度の施設退去（卒業）者５件のうち、引き続き県内に事業所を設け
事業を継続したものは３件で、県内定着率は60％に留まった。ただし、残り２件
も、県外ではあるが事業所を設け事業継続をしており、起業・新事業展開への
支援として一定の成果はあった。

○地元大学との連携型起業家育成施設
として、趣旨に沿った入居（大学との事業連
携）となるよう中小機構と検討し、退去後も
大学との連携継続により地元定着に繋げて
いく必要がある。

中小企
業支援
課

８－３－ウ 70 しが新事業応援ファンド
地域ブランド力の強化や地域経済の活性化を図る
ため、地域資源を活用して新しい商品やサービスの
開発に取り組む中小企業等を支援する。

○地域資源を活用した新たな商品・サービスの開発を図
る、調査研究など企画検討の取組や研究開発や試作開
発などの取組に対し補助

①事業化件数３件 未来戦略ＰＪ Ａ ①事業化件数が１３件（見込み）で、目標以上の事業化件数となり、地域資源
を活用した新商品やサービスの事業化を支援することできた。

○地域資源を活用した新商品、サービスの
開発だけでなく、販路開拓まで一貫して支
援する必要がある。

中小企
業支援
課

８－３－ウ 71
しがの地域資源活用商
品販路開拓支援事業

地域資源を活用した新商品の販路開拓に係る経
費の一部を助成する。

○しが新事業育成ファンドにより事業化した新商品の販
路開拓に係る経費の一部に助成

①補助件数５件 未来戦略ＰＪ Ｂ ①補助件数が４件で、概ね目標どおりの補助件数となり、地域資源を活用した
新商品の販路開拓を支援することができた。

○平成26年度より「しが新事業応援ファン
ド」に地域資源を活用した新商品の販路
開拓を助成対象に加え、支援を強化する
ことから、当事業は発展的に廃止とする。

中小企
業支援
課

８－３－ウ 72
滋賀ベンチャー育成ファ
ンド

新たなビジネスの創出をするため、県、金融機関、
企業等の出資したファンドに関しベンチャーキャピタル
の機能を活用して県内ベンチャー企業等への投資
を行う。

○投資先企業に対しファンドの無限責任組合員による経
営アドバイスや取引先の照会等ハンズオン支援を実施

②株式公開（ＩＰＯ）を目指す、成長が期
待される中小・ベンチャー企業に対して、
投資および経営支援を行い、企業の成
長を支援する。

その他 Ｂ ②滋賀ベンチャー育成ファンド投資事業有限責任組合を通じて、中小・ベン
チャー企業に対して投資および経営支援を継続して実施中である。

○新たなビジネスの創出のため、引き続き、
滋賀ベンチャー育成ファンド投資事業有限
責任組合を通じて、中小・ベンチャー企業
に対して投資および経営支援を行う必要が
ある。

商工政
策課

８－３－ウ 73

中小企業振興資金貸
付金
（政策推進資金（新事
業促進枠））

新商品の開発または生産、新役務の開発または提
供、商品の新たな生産または販売方式の導入その
他新たな事業活動を行うことにより、その経営の相
当程度の向上を図るために必要な資金の貸し付け
を行う。

○中小企業新事業活動促進法に基づく経営革新に関
する計画の承認を受けて、その計画を実施する中小企業
者への必要な資金の貸し付け
○事業の多角化や新たな事業分野への進出を行う中小
企業者等への必要な資金の貸し付け

②「政策推進資金（新事業促進枠）」を
創設し、事業の多角化や新事業分野へ
の進出を支援する。

組織目標 Ｃ

②既存の貸付制度枠を改編し、経営革新計画の承認を受けた事業者や事業
の多角化等を行う事業者に対し必要な資金の貸し付けを行う制度を新たに創
設した。

②利用件数は前年度比66.7%と前年度実績を下回った。

○利用件数も少ないことから、幅広く企業
の新事業展開を促すため、さらなる制度の
拡充が必要である。

中小企
業支援
課

８－３－ウ 74
中小企業振興資金貸
付金
（開業資金）

県内で新たに事業を始めるために必要な資金の貸
し付けを行う。

○事業を営んでいない個人等であって、新たに開業しよう
とするもの、または開業後５年以内の者への必要な資金
の貸し付け

②新たに事業を始めるために必要な資金
の貸し付けを行い、県内での起業を促進
する。

組織目標 Ａ ②利用件数は対前年度比123.0%となり前年度実績を上回った。
○幅広く創業・起業を促すため、さらなる制
度拡充が必要である。

中小企
業支援
課

８－３－ウ 75

地と知をつむぐビジネス
デザイン構築事業
（SOHO型ビジネス支援
事業）

創業まもない小規模な事業者の活動支援とネット
ワーク形成の促進を図るため、草津および米原に設
置するＳＯＨＯビジネスオフィスの運営等を行うととも
に、入居者に対する相談・指導等、起業家の発掘
から育成までを一体的に推進する。

○草津SOHOビジネスオフィス（20室）の運営
○米原SOHOビジネスオフィス（10室）の運営
○創業・新事業支援ガイドブックの作成

①事業拡大企業数５７企業
（H14～H25までの累計）

未来戦略ＰＪ Ａ ①事業拡大した企業数は累計で６２企業となり、インキュベーションマネージャー
によるきめ細かなサポート等の支援により、目標を達成することができた。

○引き続きインキュベーションマネージャーに
よるきめ細かなサポート等の支援を継続し、
事業拡大する企業数とともに、事業拡大
企業率も増加させる必要がある。

中小企
業支援
課

８－３－ウ 76
中小企業経営革新支
援事業

「中小企業の新たな事業活動を促進する法律」に
基づく中小企業支援制度のうち、中小企業の経営
革新を支援するため諸施策を実施する。

○経営革新計画承認審査会の開催
○補助事業の実施
・市場化ステージ支援事業補助金による支援
○経営革新計画フォローアップ調査の実施

①経営革新計画承認件数　40件 組織目標 Ｂ ①計画の承認件数は39件で、前年度の30件から大幅に増やすことができ、目標
をほぼ達成することができた。

○経営革新の制度の目的や審査のポイン
ト等について、各支援機関の理解を高める
ことにより、質の高い計画の作成につなげる
とともに、経営革新にチャレンジする企業を
増やしていく。

中小企
業支援
課
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８－３－ウ 77
創造的中小企業創出
支援事業

本県におけるベンチャー企業の創出、育成を図るた
め、ベンチャー企業に対する資金支援を行う。

○滋賀の新しい産業づくり促進資金
・ベンチャー企業に対する融資を実施
○創造的中小企業創出支援事業費補助金
・融資による資金支援を受けようとするベンチャー企業の受
付窓口業務の実施
・支援先企業のフォローアップの実施
○滋賀の新しい産業づくり促進資金損失補填
・県信用保証協会が代位弁済した場合、その一部を補
償

②滋賀の新しい産業づくりチャレンジ計画
の認定を受け、その計画を実施する中小
企業者等に必要な資金を貸し付ける。

組織目標 Ｄ ②設備投資の低迷などから平成25年度における新規の融資実績はなかったが、
既存融資について償還指導等を実施した。

○「滋賀の新しい産業づくり促進資金」につ
いては、平成26年度から政策推進資金
（新事業促進枠）へ統合することにより、利
用の促進を図る必要がある。

中小企
業支援
課

　④中小企業者が供給する物品・役務等に対する需要の増進

８－３－エ 78
省エネ・節電対応器具
等の滋賀県施設へのモ
デル導入事業

温室効果ガスを抑制する製品の普及のため、優れ
た省エネ・節電機能を有する器具等を実証実験と
して県庁舎・機関に導入する。

○省エネ・節電に対応した器具等の県施設へモデル的に
導入

①省エネ対応器具等のモデル導入事業
数：2011年から2015年までに延べ10事業

その他 Ｂ
①平成２４年度に提案のあった1件について、導入施設を決定（累計５件）
②平成２４年に導入した３件について、導入１年後の実証実験結果を県HPに
公表

○引き続き、温室効果ガスの発生を抑制
する製品の普及を図る必要がある。

温暖化
対策課

８－３－エ 79
新商品パイオニア認定
商品トライアル購入事
業

中小企業による新商品開発への取組を支援するた
め、滋賀県新商品パイオニア認定制度等で認定し
た新商品を県がトライアル購入する。

○県による認定商品のトライアル購入の実施 ①購入認定商品　２商品 その他 Ｂ ①２件の滋賀県新商品パイオニア認定商品等のトライアル購入を行うことで、新
商品を開発する中小企業の支援が行えた。

○購入した商品の使用した感想や改善点
等を認定業者にフィードバックを行う必要が
ある。

○また、平成26年度も認定商品のトライア
ル購入を継続する。

中小企
業支援
課

８－３－エ 80
美味しい「食」の情報発
信総合事業

滋賀の食材のブランドイメージの向上、地産地消の
進展を図るため、滋賀の食材の魅力・特徴や購入
できる場所等の情報情報をインターネットでタイム
リーに発信する。

○ポータルサイト「滋賀のおいしいコレクション」の運用 ①サイトへのアクセス数　300,000件 未来戦略ＰＪ Ａ
①サイト内容の充実やＦａｃｅｂｏｏｋアカウントの設立により、サイトのアクセス数が
320,000件と順調に増加した。また、サイトを見たマスコミや出版社等からの問い
合わせも増えており、滋賀県の食材のデータベースとして認知されつつある。

○さらなるサイトアクセス数の増加に向けて
の対策を練る必要がある。
○スマホやタブレットでのサイト閲覧には現
在のＰＣ用の内容では見辛い。

食のブ
ランド
推進課

８－３－エ 81
建設工事の受注機会
の確保

県内事業者の受注機会の確保の観点から、県発
注工事について、県内業者への優先発注や、総合
評価方式による県産材の利用促進を図る。

○施工実績、能力等を考慮し、県内業者の優先、分
離・分割発注に努める
○総合評価において、県内企業や県産材使用者を加点
評価する評価項目を設定
○県発注工事に関し、下請契約、工事材料の納入につ
いて可能な限り県内業者から選定するよう要請

②県発注工事について、県内業者への
優先発注に努め、総合評価方式による
県産材の利用促進を図る。

その他 Ａ

②契約実態調査（第３四半期まで）の結果によれば、県内企業の発注率は
93.5%であり、平成24年度の実績（年間）93.1％をやや上回っている。
②総合評価方式における県産材利用の評価については、県産材を利用できる
工事については実施した。
②下請契約、工事材料の納入についても可能な限り県内業者から選定するよう
要請している。

○大規模工事や技術的難易度の高い工
事等で県内業者では施工が困難なものを
除き、原則として県内業者を優先して選定
している。

監理課

８－３－エ 82
物品、役務の調達に係
る受注機会の確保

県の物品、役務等の調達において、原則として県
内事業者に対し優先発注を図る。

○県の物品、役務等の調達について、県内に本社を有す
る企業への優先発注の実施
○県内優先の制度について全庁に周知

②地元県内業者に対する発注等につい
て、研修等を通じて周知を行う。

その他 Ｂ ②研修会での周知
平成２５年６月７日（金）実務研修

○優先発注は各発注所属が行っているこ
と、および調達の目的により、県外企業に
発注する必要性のある場合もあり、管理課
が一律に数値目標を設定することが困難で
ある。

管理課

８－４－ア 83
伝統的工芸品月間等
参加事業

県内の伝統的工芸品の振興を図るため、一般財
団法人伝統的工芸品産業振興協会が主催する
全国規模の事業に参加する。

○伝統的工芸品月間事業への参加
○全国伝統的工芸品展WAZAへの参加

②伝統的工芸品月間事業に参加し、伝
統的工芸品の振興に努める。

①全国伝統的工芸品展WAZAへの出展
数
　７品目（国指定：３品目、県指定：４品
目）を出展し、伝統的工芸品をPRする。

その他 Ｂ
②伝統的工芸品月間事業へ参加し、伝統的工芸品の振興に努めた。

①全国伝統的工芸品展WAZAへ７品目出展し、伝統的工芸品のPRに努め
た。

○引き続き伝統的工芸品をPRすることによ
り、潜在的な需要の喚起と消費者に対する
理解と認識を深める必要がある。

中小企
業支援
課

８－４－ア 84 陶芸の森事業

陶器産業の振興と文化の向上を図るため、伝統的
な地域文化、地場産業である信楽焼をベースに、
創造と遊び、自然と産業と文化が一体となった多様
な機能を持つ公園として整備された県立陶芸の森
の運営を行う。

○公園機能の充実、施設の開放等
○陶芸文化の発信事業、教育プログラムの展開等
○地元陶器産業の振興と地域の観光拠点としての集客
の促進等

①年間入園者数：350,000人 その他 Ｂ ①平成25年度年間入園者数：338,391人

○より一層魅力的な展覧会等各種事業
の開催等に努め、地域の観光拠点として、
入園者増への取組を推進する必要があ
る。

モノづく
り振興
課

８－４－ア 85
伝統産業弟子入り体
験事業

将来の伝統産業を担う感性豊かな後継者を育成
するとともに、今後の商品開発・改良や販路開拓に
役立てるため、産地組合や産地支援団体が、芸術
系の学生・生徒を受け入れ、伝統産業の本物のも
のづくりを体験する機会を提供する。

○芸術系の大学生・高校生５～１０名のグループに対す
る７日間程度体験機会の提供

①弟子入り体験者35人
未来戦略ＰＪ
（組織目標） Ｄ ①弟子入り体験者9人

○大学・高校の指導者に対して事業の周
知に努めるとともに、産地組合に対して事
業の趣旨およびメリットを十分説明すること
で、目標達成を目指す。

モノづく
り振興
課

８－４－ア 86
地場産業新戦略支援
事業

地場産業がブランド力を高め、市場ニーズの変化に
対応していくため、地場産業の創意工夫や意欲あ
るブランド構築に向けた取組みを支援する。

○地場産業団体支援事業
・地場産業団体に対するブランド構築や新事業創出のた
めの啓発活動や指導事業に対して助成
○地場産業支援補助金
・地場産業の地域の特性を生かした地域ブランド力を高
める取組みなど、創意工夫や意欲ある取組みを行う産地
組合に対して助成

①産地組合の支援　８組合 その他 Ａ ①産地組合のブランド構築、創意工夫や意欲ある取り組みに対して、８組合へ
の助成支援を行い、地場産業の活性化につながった。

○県内全体の地場産業活性化に向け、
振興を図る支援先組合が固定化しないよ
う、これまで申請のなかった組合からの申請
を働きかける。

モノづく
り振興
課

８－４－ア 87
近江技術てんびん棒事
業

県内企業のビジネスチャンスの拡大を図り、事業化
を促進するため、県内企業の持つ優れた技術を、
県外大手企業に対して直接かつ具体的に提案
（売り込み）する展示商談会を開催する。

○経済団体と連携した、大手メーカーに対する展示商談
会を開催

①商談会参加企業数　６０社
未来戦略ＰＪ
（組織目標） Ｃ

①県内中小企業のビジネスチャンス拡大のため、大手企業に対し直接かつ具体
的に提案を行う展示商談会を開催したが、参加企業数は目標に到達しなかっ
た。
　・マツダ(株)広島本社（７月）：２２社
　・ダイキン工業(株)滋賀工場（９月）：１１社
　・旭化成ホームズ(株)本社（１０月）：８社
　　　計３回開催　４１社

○提案先大手企業の意向として、ニーズに
合致する企業だけに絞り込んでの商談を好
まれる場合もあった。

モノづく
り振興
課

産業分野の特性に応じた中小企業の事業活動の活発化（条例第８条第４項）
　①ものづくり産業を担う中小企業の事業機会の増大



目標設定根拠
段階評価
（ＡＢＣＤ）

　　　　　　　　　　　　　取組の成果

①数値目標の達成状況の説明（数値目標の成果説明）
②数値では表せない取組成果の説明（定性目標の成果説明）

課題等
平成25年度の具体的取組内容分類

事業
番号

事業名 事業概要
平成25年度の事業の目標

（①数値目標もしくは②定性目標）

事業の評価

担当課

８－４－ア 88
伝統産業ブランド魅力
発信事業

地域の資源を活用した魅力ある商品について、アン
テナショップを活用した市場調査・販路開拓の取り
組みを支援する。

○地場産業組合等に委託して、首都圏等、集客力の高
いアンテナショップを活用したテスト販売・市場調査・販路
開拓を実施

①産地組合の支援　４組合 その他 Ａ ①アンテナショップ等を活用した市場調査や販路開拓の取組を産地組合４組合
に委託して実施し、伝統産業ブランドの魅力を発信することができた。

○市場調査の結果や販路開拓の成果を、
各組合において今後効果的に活用していく
ことが求められる。

モノづく
り振興
課

８－４－ア 89
規格標準化活動促進
事業

県内中小企業等の国内外での事業展開に資する
よう、標準化活動についての普及啓発および人材
育成を図るとともに、標準化への取組を支援する。

○普及啓発・人材育成事業
・県内大学が行う標準化活動に係る公開講座を支援
○標準化活動支援事業
・ネットワークの構築
・標準化活動にモデル的に取り組む企業に対し専門家派
遣や情報提供による支援

①支援企業等　３件 未来戦略ＰＪ Ｂ
①県内中小企業３者に対して、情報提供や各種測定等の支援を実施した。ま
た、環びわ湖大学・地域コンソーシアムへの補助事業として公開講座を計４回実
施した。

○新たに取り組もうとする県内企業が少な
く、中小企業単独では困難であるケースが
多く、今後の支援について検討が必要であ
る。

モノづく
り振興
課

８－４－ア 90
新技術創出イノベーショ
ン活性化推進事業

産学官連携の促進と成長産業の振興を図るため、
プロジェクトの構築から研究開発の推進、さらに成
果の活用までをシームレスに支援できる体制整備を
行う。

○研究開発に積極的な企業等の参加による「しが新産
業創造ネットワーク」の形成、運営による産官学連携プロ
ジェクトの構築
○研究開発推進のための外部競争的資金への応募の
促進

①外部競争的資金への応募件数　5件
未来戦略ＰＪ
（組織目標） Ａ

①新技術を創出し、産業化を目指す県内中小企業の研究開発を促進させるた
め、外部競争的資金の応募へ支援を行った。　外部競争的資金への応募件数
７件

○中小企業者が研究開発を実施し新事
業を創出するには、外部資金の活用が重
要であり、引き続き外部競争的資金応募
の支援やプロジェクト構築の支援を図る必
要がある。

モノづく
り振興
課

８－４－ア 91
プロジェクトチャレンジ支
援事業

中小企業者等が新製品や新技術開発を活発化し
新事業につなげられるよう、新プロジェクトを立案し
チャレンジできる環境を整備する。

○企業のコア技術を活かした新事業へのチャレンジについ
て段階に応じた支援およびフォローアップの実施
・プロジェクトチャレンジ支援事業費補助金
・チャレンジ計画のフォローアップの支援

①補助件数　９件
②チャレンジ計画に関する指導および相
談対応の実施

その他 Ｂ
①９社の応募があり、そのうち６件に補助を実施した。
②補助金申請時には実施計画等への助言を適切に行うとともに、研究終了後
は、市場化ステージ補助金などの他補助金の活用を助言するなど、認定を受け
た計画が発展段階に対応して円滑に展開できるよう支援を行った。

○当初計画に対して、申請件数が少な
かったことから、今後は、事業の周知を徹底
するとともに、応募可能な企業の掘り起こし
が必要である。

モノづく
り振興
課

８－４－ア 92
知的所有権活用促進
事業

県内企業の技術力の向上を図り、地域の特性を
活かした新しい産業の創出を促進するため、発明の
奨励、特許等知的財産権情報の有効活用を支
援する。

○滋賀県発明協会における知的財産に関する保護、活
用にかかる支援
○滋賀県発明協会が行う産業財産権に関する普及制
度や情報提供への補助

①ニーズ、シーズの把握および企業マッチ
ングのための企業訪問　100件
①実施許諾契約の成約　５件

その他 Ａ ①ニーズ、シーズの把握および企業マッチングのための企業訪問　106件
①実施許諾契約の成約　20件

○引続き、知的財産の技術移転を進め、
経済活性化および産業振興を図っていく必
要がある。

モノづく
り振興
課

８－４－ア 93
ものづくりナビゲーション
事業

本県中小企業の技術力の向上、新規取引の拡大
を図るため、その強みや開発ニーズ等の情報を収集
し、大企業に向けた強みのPRや商談機会の提供
等を行う。

○川下企業への川上企業情報の提供
・企業訪問等による情報収集
・ホームページ等による情報発信
・川下の企業との商談機会の提供
○事業計画のブラッシュアップ
・専門チームによる指導

①企業訪問による開発ニーズ等の聞き
取り調査　延べ１０件
①専門家派遣による企業支援　３件

その他 Ａ ①延べ１５件の企業を訪問し、開発ニーズについて調査した。
①３企業に対し、専門家の派遣を行った。

○引き続き、中小企業の競争力強化のた
め、技術力の向上、課題解決の補助を行
う必要がある。

モノづく
り振興
課

８－４－ア 94 企業化支援棟推進費

環境、福祉、情報通信等の今後発展が期待され
る分野での起業化や企業の新分野進出の支援等
を行うため、工業技術総合センター敷地内に整備
を行った企業化支援棟の電波暗室の運営および
入居企業の指導を行う。

○企業化支援棟の電波暗室の運営
○企業化支援棟に入居している企業の指導

②企業化支援棟入居企業への指導の
実施

その他 Ｂ ②平成25年度中、５テーマ（４室中４室入居）について、共同研究の実施、相談
対応および各種情報提供を実施した。

○引き続き入居企業の競争力強化のため
各種支援を継続する必要がある。

モノづくり
振興課
（工業技
術総合
セン
ター）

８－４－ア 95
工業技術総合センター
試験研究指導費

技術開発や共同研究および県内企業への技術移
転を加速的に進め、もって競争力の強化と新産業
の創出を図るため、国等の外部資金の積極的な導
入を図る。
中小企業等が各種の製品開発等を行う際に利用
する試験研究機器の開放と技術支援の強化を図
る。

○外部競争的資金導入型研究開発事業
・経済産業省をはじめとする研究開発等に係る外部資金
の獲得
○ものづくり支援開放機器整備推進事業
企業ニーズに沿った開放用試験機器と技術支援の強化

①競争的外部資金を用いた研究開発の
実施　５件
②開放用試験機器の整備

その他 Ａ ①6件の外部競争的資金を用いた研究開発を実施した。
②企業ニーズの高い機器の導入を行った。

○研究開発に必要な知識や機器の高度
化が進んでいるとともに、外部競争的資金
の獲得が難しくなってきている。

モノづくり
振興課
（工業技
術総合
セン
ター）

８－４－ア 96
東北部工業技術セン
ター試験研究指導費

技術開発や共同研究および県内企業への技術移
転を加速的に進め、もって競争力の強化と新産業
の創出を図るため、国等の外部資金の積極的な導
入を図る。
中小企業等が各種の製品開発等を行う際に利用
する試験研究機器の開放と技術支援の強化を図
る。

○ 外部競争的資金導入型研究開発事業
・経済産業省をはじめとする研究開発等に係る外部資金
の獲得
○ 試験機器の整備・更新事業
・企業ニーズに沿った開放用試験機器の整備と技術支援
の強化

①競争的外部資金を用いた研究開発の
実施　５件
②開放用試験機器の整備

その他 Ａ ①10件の外部競争的資金を用いた研究開発を実施した。
②企業ニーズの高い機器の導入を行った。

○研究開発に必要な知識や機器の高度
化が進んでいるとともに、外部競争的資金
の獲得が難しくなってきている。

モノづくり
振興課
（東北部
工業技
術セン
ター）

８－４－ア 97
産業立地促進資金制
度

新たに土地を取得(賃借)し、工場または研究所を
建設する中小企業等に対し、低利融資を行う。

○中小企業等に対する低利融資の実施

②産業立地を促進し、地域経済の発展
に寄与することを目的に、新たに工場また
は研究所を建設する中小企業者等に必
要な資金を貸し付ける。

その他 Ｄ ②平成25年度における新規の融資実績はなかったが、既存融資について金融
機関への預託等を行った。

○融資対象となる認定産業団地の減少や
民間金融機関の融資との競合などの課題
があり、融資対象の要件緩和や制度の見
直しが必要である。

企業誘
致推進
室

８－４－ア 98
滋賀でモノづくり企業応
援助成金

県内での設備投資促進とモノづくり基盤の強化、新
規雇用の確保のため、高付加価値型企業や内需
型企業の新規立地または県内工場増設に対して、
費用の一部を助成する。

○高付加価値型企業や内需型企業の新規立地または
県内工場増設に対する助成の実施（中小企業は要件を
緩和）

②モノづくり企業の立地促進や県内での
設備投資促進を行う。

未来戦略ＰＪ
（組織目標） Ａ ②平成25年度において、８社（うち中小企業5社）を助成対象企業に指定した。

○平成24年度から平成26年度までの3年
間の制度としており、助成を受けた企業や
関係機関の意見を聴きながら、来年度以
降の実施について検討を要する。

企業誘
致推進
室

　②小売商業およびサービス業の振興を通じた中小企業の事業機会の増大

８－４－イ 99
商店街振興組合指導
事業

商店街振興組合連合会が行う商店街振興組合
の設立・運営等に関する指導、商店街活性化のた
めの各種研修および調査事業等に必要な経費に
対して助成を行う。

○商店街振興組合連合会に対する補助
・商店街振興組合の設立・運営等に関する指導
・商店街活性化のための各種研修、調査事業

②商店街振興組合の運営等に関する指
導や商店街活性化のための各種研修を
通して、中小小売商業や県内商店街の
活性化を図る。

その他 Ｂ

②役職員研修会や商店街活性化セミナー、小売業活性化セミナー等滋賀県
商店街振興組合連合会の会員組合員を対象にした研修会を開催した。

②滋賀県商店街振興組合連合会が会員組合から特定の地域の組合を選定
し、中小小売企業の活性化を図るための街づくり、商業集積づくりの調査・研究
を行った。

○各種の研修会を通じて得た商店街活性
化策の方策を実際のイベントや小売店舗に
おいて実践できるかどうかが課題となってく
る。

中小企
業支援
課



目標設定根拠
段階評価
（ＡＢＣＤ）

　　　　　　　　　　　　　取組の成果

①数値目標の達成状況の説明（数値目標の成果説明）
②数値では表せない取組成果の説明（定性目標の成果説明）

課題等
平成25年度の具体的取組内容分類

事業
番号

事業名 事業概要
平成25年度の事業の目標

（①数値目標もしくは②定性目標）

事業の評価

担当課

８－４－イ 100
にぎわいのまちづくり総
合支援事業

地域社会が抱える課題の解決や商店街等のにぎ
わいを創出し、持続可能でにぎわいと魅力あふれる
まちづくりを推進するため、商店街振興組合等が行
う、地域の特性を活かした商店街の魅力向上や地
域のふれあい創出、空き店舗対策などの取組を支
援する。

○商店街振興組合等に対する補助
・にぎわい創出推進事業
・商店街基盤施設等整備事業

①にぎわい創出推進事業における、多様
な主体の参画による商店街活性化取組
件数　　　　14件

組織目標 Ｂ
①多様な主体の参画による取組件数が13件あり、おおむね目標は達成できた。
また、ＮＰＯや大学等を対象に公募し、実施される「連携・協働促進事業」だけ
でなく、商店街振興組合や商工会・商工会議所等の実施による「一般事業」に
おいても、多様な主体の参画を得ることができた。

○各種広報媒体等を活用して事業周知を
図るとともに、一般事業の実施団体に対し
ても多様な主体との連携を働きかけていく。

中小企
業支援
課

８－４－イ 101
商店街いきいき再生事
業

商店街の空き店舗等を活用して設置されたコミュニ
ティ施設や農産物販売所等の集客力や売上の向
上等を図り、今後の自主的な施設運営につなげる
ため、利便性の向上を図る。

○商店街振興組合等に対する委託事業
・来客対応や各種事業運営のための職員の設置
・イベントの開催

②商店街の空き店舗棟を活用したコミュ
ニティ施設や農産物販売所等の利便性
向上のために、常時職員を雇用し、来客
等の対応や施設におけるイベント開催等
を充実させ、収益性の向上等を図り、今
後の自主的な施設運営につなげていく。

その他 Ｂ

②空き店舗に関する資料作成等の空き店舗対策事業やリサイクルステーション
の設置、コミュニティスペース設営などその地域ごとに即した施設運営を行った。

②事業終了後もそれぞれの事業所独自で引き続き職員を雇用するなど、継続
雇用につなげる事業所もあった。

○短い期間で終了させるのではなく、今後
長期間継続して施設運営・職員の雇用を
行うことが重要となる。

○継続をさせていくための収益性の向上が
課題。

中小企
業支援
課

８－４－イ 102
商店街空き店舗活用
マッチング支援事業

商店街空き店舗の有効活用と小規模事業者の創
業を促進するため、商店街の空き店舗情報を県域
で一元管理し、情報発信やマッチングなどの業務を
ワンストップで行う。

○マッチングシステムの構築、運用
・空き店舗・出店希望者情報の収集・登録・提供
・空き店舗所有者・登録者と出店事業者のマッチングの
実施
・創業支援事業の紹介

②マッチングシステムの構築、運用 未来戦略ＰＪ Ｂ

②しが空き店舗情報サイト「ＡＫＩＮＡＩしが」を平成26年2月に開設した。

②委託先の商工会連合会をはじめ、各支援機関等と連携するとともに、県内宅
地建物取引業者団体の協力を得て、システムを構築した。

②「商店街等の空き店舗情報」と「創業支援情報」を発信した。

○マッチングにより空き店舗での創業が１件
でも多く実現するよう、空き店舗の掲載件
数と創業支援情報の充実を図るとともに、
システムの周知・広報に努める必要がある。

中小企
業支援
課

８－４－イ 103
商店街ルネサンス研究
会の開催

県内商店街の再生のため、市町が抱える共通課
題について、解決策の発見や新施策を考える研究
会を開催し、市町の効果的な施策立案を支援す
る。

○国（近畿経済産業局）、県、市町の商店街振興担当
職員および滋賀県商工会連合会等の支援機関の参加
する商店街ルネサンス研究会の開催
・商店街振興のための各種支援事業や成功事例等につ
いて情報交換
・商店街のにぎわいを再生するための方策を研究

①商店街ルネサンス研究会の開催
２回

組織目標 Ｂ ①国、県、市町、各種支援機関商店街担当者が一堂に会し、商店街振興策
に関する情報交換、意見交換を行った。（開催回数：２回）

○国、県等の施策説明だけでなく、各市
町、各種支援機関の商店街振興施策の
情報共有を図るとともに、先進事例の発表
により、取組の方法、課題などを具体的に
把握することで、効果的な実践や支援に繋
げる。

中小企
業支援
課

８－４－イ 104
大型店“三方よし”情
報交換会の開催

「大規模小売店舗の立地に関する事前協議および
地域貢献に関するガイドライン」に基づく大型店の
地域貢献活動の取り組みを促進する。

○大型店店長の参加による先進事例発表や意見交換
会の開催

②大型店の店舗運営に携わる方に参加
いただき、先進事例の発表や意見交換
等を行うことによりガイドラインの意義を再
確認いただくとともに、より積極的な地域
貢献活動の取組を促進する。

その他 Ｂ
②県内大型店舗から約20名の店舗運営に携わる方の参加があった。

②地域貢献に関する様々な課題や事例等について意見交換をし、行政としても
今後の地域貢献推進等の施策検討に資する有意義な意見を聴取できた。

○意見交換会での意見等を踏まえ、大型
店の地域貢献活動の取組をより効果的に
推進する施策を検討していく。

中小企
業支援
課

８－４－イ 105
“県都の玄関口”活性
化を目指す意見交換
会の開催

“県都の玄関口”であるＪＲ大津駅前の活性化を目
指し、県、大津市、関係団体等が今後の商業振
興方策について意見交換を行う。

○県、大津市、関係団体等による意見交換会の開催 ①意見交換会を２回程度実施する。 その他 Ｄ

①大津市の「第2期中心市街地活性化基本計画」において、大津駅前周辺の
商業振興を含むにぎわいのまちづくりに向け取組が進められていること、県庁周辺
の県有施設の活用が順次、具体化されてきていること等を踏まえ、当該意見交
換会は開催せず、オブザーバーとして出席する「大津市中心市街地活性化協議
会」、庁内の「JR大津駅周辺の活性化ワーキンググループ」において情報収集、
意見交換を行った。

○大津駅前周辺の商業振興を含むまちづ
くり、活性化の取組が進められていく中で、
商業振興方策のみを切り分けて意見交換
会を実施する意義は乏しいことから、引き続
き「大津市中心市街地活性化協議会」、
庁内の「JR大津駅周辺の活性化ワーキン
ググループ」において情報収集、意見交換
を行っていく。

中小企
業支援
課

　③観光客の来訪および滞在の促進による中小企業の事業機会の増大

８－４－ウ 106
滋賀・びわ湖ブランド推
進事業

滋賀の地域イメージを発信する「滋賀・びわ湖ブラン
ド展」を県外で開催する。
首都圏において滋賀ファンづくりを行う事業を展開す
る。
産学官が連携するネットワーク組織の運営を支援
し、ネットワークが取り組むポータルサイトによる「滋
賀・びわ湖ブランド」の発信を進める。

○ポータルサイト運営支援によるブランド発信
○「滋賀・びわ湖ブランド展」の開催
○ふるさとサポーターの任命

○早稲田大学自治体連携講座の開催
○オペラ発！滋賀の魅力発信事業の開催

①ポータルサイトと連動するFBへのイイ
ネ！数300人以上

組織目標 Ｂ

①ポータルサイトにより、滋賀県のブランドに関する活動を担う人々に焦点を当
て、取材によるレポートを18本作成し、発信した。その結果、連動するFBへのイイ
ネ！数が２５６名となった。
②滋賀・びわ湖ブランドネットワークが主体となり、大阪駅「時空の広場」で「滋
賀・びわ湖ブランド展」を実施。京阪神地域の住民に対し、奥深い滋賀の魅力を
総合的に発信できた。
②早稲田大学自治体連携講座では、定員150名を大きく超える252名の受講
応募があり、規模を拡大して開講。滋賀に興味を持つ首都圏の人々に対し、
「文化」を切り口に滋賀の魅力を発信できた。

○ブランド展の展開の中で、ネットワークへ
の新たな会員の加入があるなど、一定の拡
がりも出つつあるところ。今後、会員の構成
員にまで活動を十分に広げる、新たなブラン
ド関係者にまで会員を拡大すること等を通
じ、さらなる「滋賀・びわ湖ブランド」の機運
醸成を図ることが課題である。

企画調
整課

８－４－ウ 106
滋賀・びわ湖ブランド推
進事業

滋賀の地域イメージを発信する「滋賀・びわ湖ブラン
ド展」を県外で開催する。
首都圏において滋賀ファンづくりを行う事業を展開す
る。
産学官が連携するネットワーク組織の運営を支援
し、ネットワークが取り組むポータルサイトによる「滋
賀・びわ湖ブランド」の発信を進める。

○ポータルサイト運営支援によるブランド発信
○「滋賀・びわ湖ブランド展」の開催
○ふるさとサポーターの任命

○早稲田大学自治体連携講座の開催
○オペラ発！滋賀の魅力発信事業の開催

②滋賀ならではの文化を発信することに
より首都圏での滋賀の文化の魅力を高
めるため、びわ湖ホールをはじめとした滋
賀の文化に触れる機会を創出する。

その他 Ｂ
②びわ湖ホールが開館１５周年の記念として、東京・新国立劇場でオペラ公演を
実施した際(平成25年７月12日・14日)に、来場者に対して滋賀の文化資源を
紹介するパンフレットの配布、ポスターやパネル等の展示を行った。

○今回は、実施場所の特性やスペースの
問題等から、当課事業として主に文化情
報に特化して情報を発信したが、様々な分
野を合わせた全庁的な情報発信を実施す
る方が、滋賀のブランド力向上にとっては望
ましい。

文化振
興課

８－４－ウ 107
「美の滋賀」推進プロ
ジェクト事業

「美の滋賀」の土壌づくりに向けて、美の資源を育
て、活かし、発信する活動を通じて、魅力ある地域
づくりを進めるためのモデル事業等を実施する。

○「美の滋賀」地域づくりモデル事業
　・モデル事業の企画提案募集・選定
　・モデル事業の委託
　・モデル事業の評価
　・トータル・コーディネーターの設置
○「美の滋賀」発信強化事業
　・「美の滋賀」リーフレットの作成
　・情報誌による発信等

①滋賀らしいモデルの開発件数　10件程
度

未来戦略ＰＪ
（組織目標） Ａ

①滋賀らしいモデルの開発件数　9件
　県内の団体等から企画提案を公募し、選考を経て、9団体に委託し、概ね目
標件数に近いモデル開発を進めることができた。
②各団体に助言等を行うコーディネーターを設置するとともに各団体で事業を中
心に進める事業推進員の会議や合同視察等を実施することにより、「美の滋賀」
づくりの方向性を共有して
事業を推進することができた。
　Facebook等による情報発信を行うことで幅広い層に「美の滋
賀」づくりを伝えることができた。

〇本事業の成果を踏まえ、中長期的に
「美の滋賀」の地域づくりを促進する仕組み
を検討する必要がある。

文化振
興課

８－４－ウ 108 滋賀のアート発見事業

アール・ブリュットを素材としたアートツーリズムモデル
事業として、宿泊施設による作品展示の取組（「美
術旅館」）を進めるため、ＨＰや広報誌、雑誌等によ
る広報支援を行う。

○旅行雑誌等に広告記事を掲載
○県ＨＰへの掲載
○美術旅館紹介のリーフレット作成

②県内の旅館等、宿泊施設において
アール・ブリュット作品の展示を推進すると
ともに、ホームページや県広報誌、雑誌
等による広報支援を行い、観光関連施
設の魅力向上に寄与する。

未来戦略ＰＪ
（組織目標） Ｂ

②アール・ブリュット作品のファンとなり、施設内に作品を展示しようとする旅館等、
宿泊施設の取組を推進するとともに、アートツーリズムにつながる事業として、ホー
ムページや県広報誌、雑誌等による広報を行った。
・作品展示旅館数　３館
・広報掲載「Meets　Regional」４月号

○新たに「美術旅館」に取り組もうとする宿
泊施設が増えるよう働きかけるとともに、観
光振興施策等との連携を検討していく必要
がある。

文化振
興課



目標設定根拠
段階評価
（ＡＢＣＤ）

　　　　　　　　　　　　　取組の成果

①数値目標の達成状況の説明（数値目標の成果説明）
②数値では表せない取組成果の説明（定性目標の成果説明）

課題等
平成25年度の具体的取組内容分類

事業
番号

事業名 事業概要
平成25年度の事業の目標

（①数値目標もしくは②定性目標）

事業の評価

担当課

８－４－ウ 109
アール・ブリュットの魅力
発信事業

アール・ブリュットの魅力を県内外に発信するため、
県立施設での作品展示や、ガイドブックの作成を行
う。

○県立施設での作品展示「ふらっと美の間」
○アール・ブリュットガイドブックvol.3作成　他

ガイドブックの発行や県内施設における作
品展示を行い、アール・ブリュットの魅力を
県内外に発信
①ガイドブック発行  15,000冊
①県内施設での作品展示  10箇所

未来戦略ＰＪ
（組織目標） Ａ ①ガイドブックの発行（15,000冊）、一筆箋（200冊）

①県内施設での作品展示（10箇所）

○作品展示やガイドブックの発行により身
近なところでアール・ブリュット作品を紹介す
ることができたが、まだまだ認知度が高いとは
いえず、さらに作品に触れる機会を創出す
る必要がある。

文化振
興課

８－４－ウ 110
新生美術館構想推進
事業

滋賀県立近代美術館が、一層県民の期待に応
え、特色ある滋賀の「美」の魅力を発信する拠点と
して再スタートするため、必要な検討・整備等を行
う。

○新生美術館基本計画の策定
　・新生美術館基本計画検討懇話会
　・新生美術館調査検討業務の委託
　・県民意見聴取

②新生美術館基本計画を平成25年
中に策定する。

未来戦略ＰＪ
（組織目標） Ａ

②新生美術館基本計画検討懇話会や県政モニターヒアリング、計画素案に対
する県民意見聴取など、多くの県民や専門家、関係者の意見を得ながら、新生
美術館の検討を行い、平成25年12月に基本計画を策定した。

○計画を実現し、県民に新たな美術館の
機能を提供できるよう、整備を進める必要
がある。

文化振
興課

８－４－ウ 111
県立陶芸の森観光振
興魅力アップ事業

信楽焼産地の観光振興を担う人材を育成するとと
もに、陶芸の森の事業をより魅力的に充実し、観光
客の誘客促進を図るため、陶芸の森の事業に従事
する職員を雇用し、知識や技術を取得させる。

○信楽焼産地の観光振興を担う職員の雇用と育成
○雇用した人材による陶芸の森の事業の充実

②信楽焼産地の観光振興を担う職員の
雇用と育成

その他 Ｂ
②陶芸に関する様々な資料の整理・閲覧、鑑賞教育や実技講座等の開催、
広報資料の企画・作成などの事業に直接携わらせて、これらの知識や技術、ノウ
ハウの習得を図り、将来、信楽焼産地の観光振興を担う人材の育成を図った。

○人材育成については、継続的な取組が
必要となるが、緊急雇用事業等の終了に
伴い廃止する。

モノづく
り振興
課

８－４－ウ 112 観光イベント推進事業
びわ湖大花火大会をはじめ、県内で開催される観
光イベントの実施を支援する。

○県内の観光イベントについて、補助金を交付
・びわ湖大花火大会開催費補助金
・北びわ湖大花火大会開催費補助金
・近江のまつり育成費補助金
・びわこペーロン大会開催費補助金

②花火大会等観光イベントおよび文化
的観光資源であるまつりに対して支援を
行い、本県への観光客の誘致および湖
国・滋賀のイメージアップを図る。

その他 Ｂ ②びわ湖大花火大会の35万人をはじめ、各イベント、まつりの入込客数は概ね
目標を達成し、本県観光振興の促進を図ることができた。

○文化的観光資源である「まつり」について
は、継承とともに後継者の育成等の課題が
あり、引き続き支援が必要である。

観光交
流局

８－４－ウ 113
観光ブランド「ビワイチ」
推進事業

本県の認知度と評価の向上を図り、観光誘客を図
るため、滋賀の周遊を象徴的に表現するフレーズ
「ビワイチ」（びわ湖を一周）を旅のブランドとして、県
内の観光施設・資源を周遊する形で体験・体感で
きる旅を創造する。

○観光ブランド「ビワイチ」のＰＲ、広報・宣伝
○観光素材の発掘、商品化の促進・支援
○個別計画の募集・認定、品質管理

①10件の個別計画の認定
①10件のツアーを催行

未来戦略ＰＪ
（組織目標） Ｂ ①個別計画の認定は７件であったが、ツアーの催行は目標件数10件を上回る11

件となり、催行されたツアーによって観光客が増加した。

○魅力ある観光素材を創出し、旅行AGT
を中心に売り込みを行う必要があるが、素
材開発には相当な時日を要する。

観光交
流局

８－４－ウ 114
おいで～な滋賀体感
フェア事業

滋賀ふるさと観光大使・西川貴教氏の「イナズマロッ
クフェス」の開催に合わせて、滋賀ならではの体験型
観光の魅力を発信する。

○「イナズマロックフェス」において「おいで～な滋賀体感フェ
ア」を開催
・農業体験、自然体験など体験型観光をＰＲするブース
を設置
・サブステージで出展者の取組を発表

②「イナズマロックフェス」の開催に合わせ
て、滋賀ならではの体験型観光の魅力を
ＰＲし、フェス参加者を県内観光地へ誘
う。

その他 Ｂ
②イナズマロックフェス参加者に対するアンケートの結果、県内観光をすると答えた
人の割合は15.7％であった。高い数字ではないが、昨年を上回る数字であり、毎
年の取組成果がでてきている。

○全国から5万人を集める「イナズマロック
フェス」は、滋賀の観光等をＰＲするまたとな
い機会であることから、一層効果的なＰＲ方
法を検討する必要がある。

観光交
流局

８－４－ウ 115
びわ湖・里山観光振興
特区推進事業

観光入込客、宿泊客の増加を図るため、「びわ湖・
里山観光振興特区計画」に基づき高島市内に集
客交流施設を新設した事業者に対して、立地に要
した投下固定資産額の一部を補助する。

○集客交流施設を新設した事業者に対し、立地に要し
た投下固定資産額の一部を補助

①集客交流施設を新設した事業者に対
し、立地に要した投下固定資産額の一
部を補助することにより、観光入込客、宿
泊客の増加を図る。（新設施設の観光
入込客数が年間2,000人以上）

その他 Ａ ①年度途中（平成25年12月）には、新設施設の年間観光入込客が2,000人を
超え、観光入込客数、宿泊客の増加と地域の活性化が図れた。

○引き続き観光入込客の増加を図るた
め、新設した集客交流施設を有効に活用
するよう市や事業者と連携していく必要があ
る。

観光交
流局

８－４－ウ 116
しがの魅力県外発信事
業

琵琶湖を取り巻く豊かな自然や歴史・文化など貴
重な地域資源を活用した本県の観光の魅力を県
外のテレビ放送などにより全国に発信し、観光客誘
致を促進する。

○近隣府県および関東圏を対象として・テレビ放映などに
よる観光情報の発信 ①観光入込客数5,000万人 組織目標 Ｂ

①テレビ放映により、近隣府県および関東圏へ滋賀県観光の魅力を発信するこ
とができた。当該事業をはじめ、観光展やキャンペーン、web等による観光誘客に
努めた結果、観光入込客数は4,551万人（推計値）であった。

○緊急雇用事業等の終了に伴い事業は
廃止するが、web等による県外に向けた滋
賀の魅力発信は今後も必要である。

観光交
流局

８－４－ウ 117
地域再発見！普及啓
発事業

「びわ湖検定」のスタンプラリー制度を活用し、滋賀
ならではの地域資源を発信する。

○「びわ湖検定」と連携し、検定のスタンプラリー制度を活
用した地域資源の掘り起こしと広報の実施
・広報資料の作成
・広報巡回活動の実施
・検定講座の開催支援
・ホスピタリティー向上研修の支援

②「びわ湖検定」のスタンプラリー制度を
活用し、滋賀ならではの地域資源を発信
する。
①びわ湖検定受験者を増やし、滋賀の
良さを多くの人に知ってもらう。（受験者数
目標：1,000人）

その他 Ｃ
②「びわ湖検定」のスタンプラリー制度を活用し、滋賀ならではの地域資源を発
信することができた。
①びわ湖検定受験者数は638人にとどまった。

○緊急雇用事業等の終了に伴い事業は
廃止するが、滋賀の良さを知ってもらうため
には、あらゆる機会を通じて滋賀ならではの
地域資源を継続して発信する必要がある。

観光交
流局

８－４－ウ 118
観光物産振興事業負
担金

(公社)びわこビジターズビューローが実施する観光・
物産振興事業に対して負担金を拠出する。

○下記の事業に対し、負担金を拠出
・観光物産情報発信事業
・地域観光活性化支援事業
・旅行商品化提携事業
・教育旅行誘致事業
・郷土物産展開催事業
・食博覧会・大阪出展促進事業　　など

②県域をカバーする県内唯一の観光振
興組織として、滋賀県の多様な観光魅
力の創出し、観光物産情報の発信の強
化、観光客の受入環境の整備などにつと
める。
①ホームページへのアクセス件数は　695
万件。（観光物産情報発信事業）

その他 Ｂ
②滋賀に秘められた多彩な観光資源を活かした体験・体感型のツアーに取り組
むとともに、滋賀の自然・歴史・文化などの地域情報をあらゆる媒体により情報
発信することによって、本県の知名度アップを図り、誘客促進につなげた。
①ホームページへのアクセス件数は519万件であった。

○各種の観光振興、物産振興事業に取り
組んできたが、中期計画がないままであった
ことから、具体的な目標が見えない中での
事業展開となった。
○アクセス件数は、ここ数年、500万件台の
横ばい状況で推移しており、達成は困難で
あった。

観光交
流局

８－４－ウ 119 国際観光推進事業

訪日観光客数上位である東アジアを中心に本県の
知名度を向上し、観光客誘致を強化するため、重
点市場である中国や台湾などに向け、プロモーショ
ン活動等を展開する。

１　観光ミッション派遣（現地プロモーション）
２　海外向け観光情報サイトの運営
３　インターネットを活用した映像発信
４　京都府連携ＶＪ事業
５　訪日教育旅行誘致事業　　など

１　①５地域へミッション派遣
２　①5500件／月
３　①動画コンテンツ30本
４　①ブロガー4名(4か国）招請による
　滋賀の特集ブログの造成
５　①訪日校　9校

①外国人宿泊者数　12万人

未来戦略ＰＪ
（その他） Ａ

１　①台湾（台北・高雄）・中国(香港・広州・上海・北京）に加え、年度途中から
タイ・シンガポール、マレーシア、ベトナム等へのミッション派遣も実施、多言語対応
した営業ツールの充実を図り、滋賀の認知度向上、誘客促進を図った。
２　①6,504件/月となり、前年度比144%、目標比118%となった。
３　①動画ｺﾝﾃﾝﾂを30本以上作成した。
４　①台湾、韓国、香港、シンガポールから招請し、滋賀に関するブログの造成が
できた。
５　①目標通り９校達成した。

①外国人宿泊客数　約119,328人（72施設）
　　※観光庁宿泊統計調査値では13万2千人(140施設）

１　継続した発信（認知度向上）
２　常に内容の更新が必要
５　協力校を増やしていくことが重要。
６　増加するFIT（個人旅行客への対応）へ
の情報提供の充実
７　重点市場の台湾からのさらなる増客。

観光交
流局

８－４－ウ 120
全国菓子大博覧会参
加事業

本県のイメージアップと土産品振興を図るため、広
島県で開催される全国菓子大博覧会に出展する
県菓子工業組合に対して事業経費の一部を助成
する。

○全国菓子大博覧会への出展に対する事業費の補助
②全国菓子大博覧会への出展により、
土産品の中心となる菓子をＰＲする。

その他 Ａ ②工芸菓子３点、一般菓子展示８４点、菓子販売１店舗が出展し、大勢の来
場者に対して、本県の菓子をＰＲすることができた。

○菓子工業組合と連携し、観光パンフレッ
トを充実するなど、県出展ブースを活用した
観光情報の発信

観光交
流局

８－４－ウ 121
東京観光物産情報セ
ンター管理運営事業

観光および物産の宣伝・紹介等を行い、観光客の
促進および物産の販路拡大を図るために設置され
た東京観光物産情報センター「ゆめぶらざ滋賀」の
管理・運営を行う。

○東京観光物産情報センターの管理運営
・観光情報の発信
・物産の宣伝・紹介

①センター来場者数　65,300人 組織目標 Ａ ①センター来場者数　83,764人
○引き続き、魅力あるセンターの運営に努
める必要がある。

観光交
流局



目標設定根拠
段階評価
（ＡＢＣＤ）

　　　　　　　　　　　　　取組の成果

①数値目標の達成状況の説明（数値目標の成果説明）
②数値では表せない取組成果の説明（定性目標の成果説明）

課題等
平成25年度の具体的取組内容分類

事業
番号

事業名 事業概要
平成25年度の事業の目標

（①数値目標もしくは②定性目標）

事業の評価

担当課

８－４－ウ 122
「ゆめぷらざ滋賀」首都
圏情報発信事業

旅行エージェントやマスコミ等が集中する首都圏で
情報発信機能の強化を図り、宿泊観光客の誘致
を推進する。

○東京観光物産情報センターを土日祝日も開所するた
めの要員を配置し、積極的な営業活動を展開
○旅行会社での一斉滋賀県ＰＲの展開

①旅行会社での滋賀県ＰＲ　１６店舗
②旅行会社等への積極的な営業活動
や催事等を活かした観光ＰＲ等の実施

未来戦略ＰＪ Ｂ
①旅行会社での滋賀県ＰＲは、９店舗
②旅行会社等への訪問営業は、延べ７４店舗に実施し、また各種催事・イベン
トを活用した観光情報発信に取り組むことができた。

○旅行会社でのＰＲ展開は、ディスプレイ計
画等が前年度に決まってしまうため、旅行
会社へは早期に働きかけを行う必要があ
る。

観光交
流局

８－４－ウ 123 コンベンション招致事業
コンベンションを本県に誘致するため、大学や会議
主催者、旅行会社関係者を対象に広報活動等を
行う。

○地方都市（６地区）合同セミナーの開催
○コンベンション開催支援補助金

②国内外の会議や大会、企業研修等の
コンベンションを本県に招致し、交流人口
の増加および地域の活性化を図る。

その他 Ｂ
②国内外の会議や大会、企業研修等のコンベンションを県内に誘致するため、こ
れまでの取組で着実に成果があり、また継続実施により今後も成果が見込める
事業を中心に取り組んだ。

○県、市、他地域コンベンション組織をはじ
め、関係機関との協力体制の構築

観光交
流局

８－４－ウ 124
コンベンション・修学旅
行誘致促進事業

コンベンションおよび修学旅行の誘致を図るため、コ
ンベンション開催事務局や教育旅行取扱エージェン
トへの営業活動を行う。

○コンベンションの誘致促進
・コンベンション開催事務局や教育旅行エージェントへのプ
ロモーション活動
・コンベンション誘致パンフレットやプロモーションツールの制
作
・コンベンション展示会への出展
○教育旅行の誘致促進

①コンベンション開催事務局等への訪問
営業数　300件、教育旅行取扱い旅行
会社への訪問営業数　160件
②コンベンション展示会へ出展し、本県
開催への誘致ＰＲ

その他 Ａ
①コンベンション開催事務局等への訪問営業数　317件、教育旅行取扱い旅行
会社への訪問営業数　180件。
②国際ミーティングエキスポへ出展し、本県開催への誘致ＰＲを実施した。

○緊急雇用事業等の終了に伴い平成25
年度で事業を終了するため、コンベンション
や教育旅行の充実した訪問営業が困難と
なる。

観光交
流局

８－４－ウ 125
近江路「ビワイチ」ブロ
ガー情報発信事業

発信力の高いブロガーに観光ブランド「ビワイチ」、滋
賀の魅力や観光情報をブログで発信してもらうた
め、取材旅行に招待する。

○ブロガーからの旅行プランの募集
○10名のブロガーを選抜し、本県に取材旅行に招待 ①10名のブロガーを選抜

未来戦略ＰＪ
（その他） Ｄ

①ビワイチブロガーの実施要項の基準、宿泊施設の受け入れ要件などのため、
応募者16名のうち要件を満たすブロガーを絞り込んだ結果3名となったが、ブログ
には「滋賀を訪れたい」という読者の声が多いとの報告いただいている。

○ブロガーへの観光情報提供等のネット
ワークが構築できたことから、引き続き効果
的な情報発信を継続していく必要がある。

観光交
流局

８－４－ウ 126
都市農村交流対策事
業費

農業・農村に対する理解を促進し、農村地域の再
生・活性化を図るため、都市住民の田舎暮らし体
験等を通じた都市と農村の交流を促進する。

○都市農村交流情報発信ウェブサイトの保守運用
○地域活性化ネットワーク交流会の開催
○しがグリーンツーリズムネットワーク連絡会の運営

①保守運用   ：委託１式
①交流会開催：１回
①連絡会開催：2回

その他 Ｂ
①事業数値目標については予定どおりの実施が行われた。
①ｳｪﾌﾞｻｲﾄについてはｼｽﾃﾑ自体の更新が必要な時期となっており今年度も支
障がなかった。

○魅力あるｳｪﾌﾞｻｲﾄへ新規更新検討。
○交流会・連絡会の民間活動への移譲。

農村振
興課

８－４－ウ 127
都市農村交流体制整
備推進事業費

滋賀の魅力の向上と来訪・宿泊者の増大と農村
地域の活性化を図るため、各地域での体験交流
型観光の受入体制の整備を進めるとともに、体験
交流メニュー等をネットワーク化を図る。

○県域での体制整備（しがの魅力アップ支援事業）
・調査研究（地域交流力診断）の実施
・地域連携魅力向上セミナーの開催
・農家民宿魅力アップ研修会の開催
○地域での体制整備（みんなのふるさとづくり応援事業）
・農家民宿の開業支援
・コーディネーターの育成支援

①調査研究       ：4地域
①向上ｾﾐﾅｰ開催：2回
①研修会開催     ：1回
①応援事業　      ：2地域

①農家民宿の開業件数70件（累計）

未来戦略ＰＪ
（組織目標） Ｂ ①セミナーや研修会等の様々な支援事業を目標どおりの地域・回数を実施し、

農家民宿の開業件数も累計で66件となった。

○おおむね目標どおり事業が進んでいる
が、即結果に繋がるものでなく、今後も息の
長い事業実施を必要とする。

○行政支援内容や、支援の取組状況につ
いて、県内集落への積極的周知行動が必
要である。

農村振
興課

８－４－ウ 128
近江水と大地の遺産
魅力発信事業

琵琶湖と水にまつわる文化遺産「近江水の宝」や、
遺跡の魅力を発信し、観光素材となるよう講座や
探訪ツアーなどを行う。

○「近江水の宝」等に関する講座の開催、探訪ツアーの
実施
○ブロガーによる歴史探訪情報発信

①講座・探訪ツアー・展示等への参加者
数　2,000人

未来戦略ＰＪ
（組織目標） Ａ ①講座・探訪ツアー・展示等への参加者数は2,180人（うちブロガーによる歴史探

訪情報発信51人）

○県事業として開催した探訪会等が地域
に定着していくためには、まず地域住民の自
主的な取り組みとして探訪会が引き継がれ
ていくことが課題であるため、広報支援に取
り組んでいる。

文化財
保護課

８－４－ウ 129
近江の仏教美術等魅
力発信・再生支援事
業

仏教美術をはじめとする近江の誇る社寺建築や美
術工芸品の価値や魅力を県内外に発信し、観光
振興や地域活性化につなげるため、所有者等が実
施する取組に対して支援する。

○観光振興や情報発信に積極的な所有者が再生と活
用を一体的に実施する事業に対し補助
○仏教美術再生活用事業を実施している社寺等を巡る
ツアーを企画する取り組みに対し支援
○再生事業の映像記録を作成・配布し、テレビ放映を
行ってその価値や魅力を広く発信

①探訪モデルツアー　９回
①再生活用事業実施数　３事業

未来戦略ＰＪ Ｂ

①探訪モデルツアー３回
　関東方面から3回のツアーが開催され、重文建造物の修理現場公開や修理
体験などにより社寺建築の魅力を発信することができたが、修理現場公開が秋
から冬となったことや交通不便地であったことからツアーの募集は行われたが参加
者が少なく催行中止となるケースが多かった。

①再生活用事業実施数３事業
　重要文化財建造物の２つの修理現場について、通常公開や特別見学会を開
催した。重要文化財の美術工芸品の修理についてはDVDを作成し、県内49図
書館に配布するとともに、テレビ放送(３回)を行った。県内外の多くの方々に伝統
的な工法の屋根葺き替え工事や、美術工芸品(狛犬)の修理方法、修理で判
明した知見等を開設した。

○社寺建築や美術工芸品の再生(修理)と
活用(公開)を一体的に実施する取り組み
により、滋賀の文化財の価値や魅力を発
信することの必要性について、より幅広い文
化財所有者の理解を得る必要がある。

文化財
保護課

８－４－ウ 130
近江の神と仏の「美」発
信展覧会開催事業

琵琶湖文化館の収蔵品による仏教美術等の展覧
会を仙台市博物館および島根県立古代出雲歴史
博物館で開催するとともに、関連事業として写真パ
ネル展を実施する。

○琵琶湖文化館の収蔵品による仏教美術等の展覧会
を仙台市博物館および島根県立古代出雲歴史博物館
で開催
○展覧会に合わせて近江の文化財とそれを取り巻く風土
等の魅力を発信する写真パネル展を実施

①来場者数（仙台展）：１５，０００人 未来戦略ＰＪ Ａ ①仙台市博物館で開催した「滋賀県立琵琶湖文化館が守り伝える美　近江
巡礼　祈りの至宝展」における来場者数は１８，９１７人で、目標を達成した。

○引き続き近江の文化財の魅力を発信
し、観光振興や滋賀のブランド力の強化に
つなげる必要がある。

文化財
保護課

　④産業分野の特性に応じた中小企業の事業機会の増大

８－４－エ 131
森の資源研究開発事
業

森林資源を利用した製品の開発、研究に対して支
援する。

○木材乾燥、木材加工及び木質バイオマスに関する技
術開発・調査研究等の実施

②異業種や産学官の連携と地域の創意
工夫により、森林資源を利用した製品開
発や森林空間を利活用する研究開発を
進め、森林資源の循環を図る。

その他 Ｂ ②事業採択件数は３件と少なかったが、木質バイオマスエネルギー利用および合
板利用について、新たな裾野を広げるきっかけの研究がなされた。

○開発した結果を商品開発に直結させると
ともに販路を開拓していく必要がある。

森林政
策課

８－４－エ 132
木材加工流通施設等
整備事業

効率的な木材の利活用を推進するため、加工流
通施設等の整備に対して支援する。

○木材処理加工施設の整備への補助

②効率的な木材の利活用を推進するた
め、加工流通施設等の整備に対して支
援を行い、木材産業の活性化を図るとと
もに低炭素社会の実現に貢献する。

その他 Ｂ ②木材加工拠点１ヶ所および流通拠点１ヶ所の整備が進み、県産材利用拡大
の推進に寄与した。

○施設導入による木材流通量の拡大とと
もに県産材の信頼性を高めるための高品
質化が重要である。

森林政
策課



目標設定根拠
段階評価
（ＡＢＣＤ）

　　　　　　　　　　　　　取組の成果

①数値目標の達成状況の説明（数値目標の成果説明）
②数値では表せない取組成果の説明（定性目標の成果説明）

課題等
平成25年度の具体的取組内容分類

事業
番号

事業名 事業概要
平成25年度の事業の目標

（①数値目標もしくは②定性目標）

事業の評価

担当課

８－４－エ 133

滋賀のくすり振興対策
費
(地場製薬企業機器整
備補助金)

地場産業の一つである製薬産業を支える地場製
薬企業の事業活動の活発化のため、付加価値の
高い医薬品の開発、品質の向上等のための製造
機器および試験検査機器の整備に対して助成す
る。

○地場製薬企業に対して機器整備にかかる補助を実施 ①補助件数　３件 その他 Ａ ①補助件数が３件で、地場製薬企業の製造機器および試験検査機器の整備
により、医薬品の品質向上を支援することができた。

○引き続き、地場製薬企業に対して機器
整備にかかる補助を実施する。

薬務感
染症対
策課

８－４－エ 134
介護基盤緊急整備等
補助

市町が行う地域密着型の介護施設の整備費用
に対し補助する。

○市町が行う下記の施設整備に対する補助
・小規模特別養護老人ﾎｰﾑ
・認知症高齢者ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ
・小規模多機能型居宅介護
・認知症対応型ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ
・定期巡回・随時対応型訪問看護介護
・複合型ｻｰﾋﾞｽ事業所

①施設整備予定数（当初予算ベース）
・小規模特別養護老人ホーム
                                 5施設
・認知症高齢者グループホーム
                 　              9施設
・小規模多機能型居宅介護
                                12施設
・認知症対応型デイサービスセンター
                                12施設
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護
1施設
・複合型サービス事業所
                                 1施設
　　　　　　　　　　　　合計　40施設

その他 Ｃ

①実績としては以下のとおりであり、施設系サービスについては当初の予定数の６
５％程度（１４施設中９施設）の実施となった。
・小規模特別養護老人ホーム　               4施設
・認知症高齢者グループホーム　              5施設
・小規模多機能型居宅介護                  4施設
・認知症対応型デイサービスセンター         4施設
                                            合計　17施設
　　　　　　　　　　　　　　（うち7施設はH26年度に完了繰越し）

○財源となっている基金が平成26年度で
廃止されるのに伴い、当該事業も終了する
が、新たな財政支援制度において財源を
十分確保する必要がある。

医療福
祉推進
課

８－４－エ 135
介護施設等開設準備
経費補助

特別養護老人ホーム等の新規開設にあたり、施
設の円滑な開所のための開設準備に要する経
費に対し補助する。

○下記の施設の開設準備に対する補助
・小規模特別養護老人ﾎｰﾑ
・認知症高齢者ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ
・小規模多機能型居宅介護
・老人保健施設

①施設整備予定数(当初予算ベース）
・小規模特別養護老人ﾎｰﾑ
               　    5施設　145床
・認知症高齢者ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ
               　    8施設  　90床
・小規模多機能型居宅介護
                   11施設　  99床
・老人保健施設
　　　　　　　      2施設   220床
　　　　　　　　　     合計  554床

その他 Ｂ

①実績としては以下のとおりであり、全体として概ね当初の予定数分を支援でき
た。
・小規模特別養護老人ﾎｰﾑ　   5施設　  145床
・認知症高齢者ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ　  10施設    126床
・小規模多機能型居宅介護   　5施設　   41床
・特別養護老人ホーム（増床）    1施設　 　20床
・老人保健施設　　　　　　　　    2施設    220床
　　　　　　　　　　　　　　　 　　     　合計    552床

○財源となっている基金が平成26年度で
廃止されるのに伴い、当該事業も終了す
る。開設準備に代わる小規模事業所支援
を検討する必要がある。

医療福
祉推進
課

８－４－エ 136
介護雇用プログラム事
業

介護サービス事業所で働きながら介護関係の
資格を取得したり、介護の実務経験を積む職員
の雇用を支援する。

○働きながら資格をとるコース
　［雇用人数］　40人
○有資格者向けコース
　［雇用人数］　10人

①働きながら資格をとるコース
　　　［雇用人数］　40人
　　有資格者向けコース
　　　［雇用人数］　10人

その他 Ｂ ①介護職員初任者研修　　求人数48人　採用数39人
①有資格者実務経験付与  求人数11人　採用数4人

○介護業界は、求人しても応募が少なく、
人材確保・人材育成を図ることが必要であ
る。

医療福
祉推進
課

８－４－エ 137
介護職員等研修派遣
支援事業

介護サービス事業所の現任職員が資質向上の
ため研修に参加する場合の代替職員の雇用を
支援する。

○代替職員の雇用の支援
［雇用人数］　90人

①介護保険事業所
　上半期　45施設
　下半期　45施設

その他 Ｂ
①介護保険事業所
　上半期　43施設
　下半期　43施設

○介護業界は、求人しても応募が少なく、
人材確保・人材育成を図ることが必要であ
る。

医療福
祉推進
課

８－４－エ 138
介護サービスの質の確
保と向上支援事業

介護サービス事業所の現任職員が実務者研修に
参加する場合の代替職員の雇用確保を支援す
る。

○代替職員の雇用の支援
［雇用人数］　25人

①雇用人数　25人 その他 Ｄ ①補助対象の要件を満たす事業所がなかった。
　雇用人数　0人

○要件が限定された制度設計であり補助
要綱の見直しが必要。

医療福
祉推進
課

８－４－エ 139
建設産業の活性化推
進検討事業

本県の建設産業のほとんどが中小企業という現状
を踏まえ、本県の建設産業の活性化推進方策の
検討を行う。

○建設産業の活性化推進検討会における意見交換
○検討会における意見交換の基礎資料とするための実
態調査の実施

②実態調査の結果をもとに検討会で意
見交換を行い、可能なものから施策に反
映する。

組織目標 Ａ

②５月に建設産業活性化推進検討会を立ち上げ、建設産業の活性化につい
て検討を実施。
　検討会開催　　４回
　ワーキング開催　４回
１０月に短期的施策の方向性を中心とした中間とりまとめの報告がされ、これを
受け、短期的施策について予算措置した。
②県内建設業者800社に対し、郵送による調査票の配布・回収を行うことで、
実態調査を実施。
有効回答数426通の回答結果を集計・分析し、報告書にまとめた。

○短期的施策の着実な遂行
○建設産業活性化推進検討会のとりまと
め

監理課

８－４－エ 140
地方バス等対策費
(地域間幹線系統運行
費補助）

地方バス路線の運行を確保するため、路線バス事
業者の欠損等に対し補助を行う。

○国庫補助対象路線である3社9系統に対して、運行欠
損額の一部を補助

②地方バス路線の運行を確保するため、
バス事業者を支援する。

その他 Ａ ②補助を行った9系統について、路線維持が図られた。
○欠損額を減らすための利用促進の取り
組みが必要。

交通政
策課

８－４－エ 141
滋賀県木造住宅普及
啓発事業

良質な住宅ストックの形成と地域の住宅産業の活
性化に資するため、環境にやさしく、リフォームにも柔
軟に対応しうる木造住宅の普及を図る。

○大工職人による木造住宅建築作業のイベントの中等
での実演
○木造住宅への知識を深めるための展示物の作成および
展示
○住宅の耐震化やバリアフリー化を含めた適切なリフォー
ム方法の紹介
○住まいづくりに関する相談への対応

②環境にやさしくリフォームにも柔軟に対
応しうる木造住宅を県民に普及啓発する
ことにより、環境にやさしい良質な住宅ス
トック形成に資することを目的とする。

その他 Ｂ
②イベントでは木の良さや特性を知ってもらうとともに、木造住宅の仕組み、維持
管理の重要性、地震対策・バリアフリー対策等への啓発を行った。また、鉋削りを
体験してもらうとともに、鉋屑を使ったフラワーアートは大盛況をいただくことができ、
充分な集客を得られると感じた。

○イベントでの集客は十分なものであった
が、木造住宅普及の効果があるかどうかが
不明瞭であること。

住宅課

８－４－エ 142
滋賀らしい環境こだわり
住宅の推進に対する補
助

住宅分野における環境への負荷の低減を図るととも
に、地産地消や循環型社会の形成を進め、森林の
多面的機能を確保していくため、県内産木材や地
場産の自然素材を使用した良質な木造軸組住宅
の普及を図る取組に補助する。

○団体の行う下記の取組に対する補助
・県民や事業者、技術者等を対象とした木造住宅に関す
る研修会や住宅見学会の開催
・滋賀らしい環境こだわり住宅の普及啓発や事業者の登
録グループについての情報提供を実施

②県産材や地場自然産業素材などを活
用した良質な木造軸組住宅を、これから
進むべき住宅づくりの選択肢の一つとし
て、その整備を推進する。

その他 Ｂ ②木造住宅を普及するためのイベントを行った。国からの照会などがあれば情報
提供を速やかに行いグループの運営が円滑に行われるよう助力した。

○イベントの広報をさらに積極的に展開す
るなど、県産材利用への意識の向上をはか
る。

住宅課

中小企業者および関係団体等の有機的な連携の促進（条例第９条第１項）

９－１ 143

未来成長拠点形成事
業（びわこ文化公園都
市連携促進事業：知の
連携プロジェクト）

びわこ文化公園周辺地域の知的資源と地理的優
位性を活かして、域内の関係機関の連携と大学の
持つシーズと事業者等のニーズを連携させるための
セミナーを行う。

○大学ごとにテーマを設けたセミナーや実習等の開催
②びわこ文化公園都市に立地する3大
学の知的資源を活かした新たな連携の
誘発

未来戦略ＰＪ
（組織目標） Ｂ

②「健康寿命の延ばしかた」をテーマに一般向けのセミナーを実施。びわこ文化公
園都市に立地する3大学（滋賀医科大学・龍谷大学・立命館大学）が一堂に
会した場はこれまでなく、各大学の知的資源を一体的に見せる機会となった。ま
た、参加者（117名）からも好評であった。

○単発のセミナーに終わっており、他の立地
施設や企業も巻き込んだ取組に拡大する
など、新たな連携のきっかけづくりにつなげる
必要がある。

企画調
整課



目標設定根拠
段階評価
（ＡＢＣＤ）

　　　　　　　　　　　　　取組の成果

①数値目標の達成状況の説明（数値目標の成果説明）
②数値では表せない取組成果の説明（定性目標の成果説明）

課題等
平成25年度の具体的取組内容分類

事業
番号

事業名 事業概要
平成25年度の事業の目標

（①数値目標もしくは②定性目標）

事業の評価

担当課

９－１ 144
『おこしやす』三方よし仕
事おこし支援事業

障害者の働く事業所において、障害者、企業、地
域それぞれにメリットのある「三方よし」のビジネスモデ
ルを創出し、仕事おこしを行うための取組を支援す
る。

○経営コンサルタント派遣による個別経営改善
○事業所職員のスキル向上のためのセミナー
○企業関係者を巻き込んだ商談会である「ビジネス・アビ
リティー・プレゼンテーション」

②障害者の働く事業所において、企業等
の連携による受注能力や品質管理体制
の強化、営業活動の迅速化・効率化に
より新たなビジネスモデルを創出し、障害
者の就労収入の向上を図る。

①障害者就労支援事業所で働く障害
者１人当たりの平均工賃
30,000円／月（H25は27,250円/月）

未来戦略ＰＪ
（その他） Ｂ

②事業所等に対し経営コンサルタントを派遣し必要な助言を行い、事業収益の
拡大に寄与した。
②事業経営に関する知識・技術を習得するための研修会を開催した。
②製品、技術、ノウハウなどを企業、自治体に向けアピールする商談会を開催
し、新規受注につなげた。また、関西広域版のビジネスフェアを他府県と共催し、
商品の認知度を高め、販売拡大につなげた。
②製品、サービス等の情報専門のウェブサイトを運営し、商品のPRを行った
①平成25年度の平均工賃は、目標には達していないが、24,246円（H24：
23,405円）と対前年度で3.6％増加した。

○事業所によって取組内容に濃淡があり、
障害者の就労収入の向上が実現できるの
は、一部の事業所に限られている。就労収
入の向上に向けた取り組みが進まない事業
所に対して、重点的に働きかけをしていく必
要がある。

障害福
祉課

９－１ 145
伊藤忠商事株式会社
との連携協定

伊藤忠商事(株)のネットワーク等を活かし、中小企
業、ベンチャー企業、研究機関等における新事業の
創出を支援する。

○県内中小・ベンチャー企業や研究機関等のシーズを活
用した事業化等支援
○伊藤忠商事(株)からのニーズ提案による事業化支援

②県内中小・ベンチャー企業や研究機関
等の事業化等支援を行う
②伊藤忠商事(株)からのニーズ提案によ
る事業化支援を行う

その他 Ｃ ②本県から、近江牛、近江の地酒の海外展開について、伊藤忠商事㈱のルー
トを通じた展開について調査を依頼したが、事業化等支援までは至らなかった。

○近江牛の海外展開については、課題も
あるものの検討を継続することとなった。

商工政
策課

９－１ 146
近江の工場長サミット
開催事業

モノづくり県を担う県内工場と中小企業のネットワー
クを深め、モノづくり県滋賀の魅力を発信するため、
県内工場長や中小企業経営者による会議を開催
する。

○工場長サミットの開催
①参加者数　１００人
①参加者の満足度８０％以上

未来戦略ＰＪ
（組織目標） Ａ

①当初の目標どおり3回実施し、参加者数194人、参加者のアンケート結果で
は、講演では90％、サミットトークでは89％の参加者から「参考になった」という高
い評価を得られ、大きな成果を上げることができた。

○終期設定のある事業のため終了となる
が、他の事業など様々な機会を通じて、引
き続きネットワークづくりに取り組む必要があ
る。

商工政
策課

９－１ 147
農商工連携スタートアッ
プ事業

中小企業者が、本県の農林水産業者と連携し、
新商品の開発・事業化を促進するため、両者のマッ
チングを支援する。

○農商工連携を希望する中小企業者、農林水産業者
に対する実例紹介を含めた研修会や現地視察の実施
○両者のマッチングに向けた個別サポートの実施

①マッチング成立　２件 未来戦略ＰＪ Ａ
①委託先において農商工連携に関する個別相談等のサポートを行った結果、
マッチング成立件数が４件となり、農業者と商工業者との連携を促進することがで
きた。

○平成26年度も引き続き農商工連携ス
タートアップ事業を継続して行い、マッチング
のサポートを継続する。

中小企
業支援
課

９－１ 148
研究者情報データベー
スシステム保守運用等
事業

産学官連携を促進するため、県内の大学及び公
設試験機関の研究者の情報をインターネット上で
検索できるシステムを運用する。

○｢滋賀県研究者情報データベースシステム｣（ちえナビ）
の保守運用

②中小企業の利用拡大 その他 Ｂ ②保守運用業務の委託により、情報検索サービスが安定して提供された。また、
年間約14,000件の検索があった。

中小企業への利用拡大の促進を図っていく
ためにPR等を実施していく必要がある。

商工政
策課

９－１ 149
滋賀の地域産業魅力
発信事業費補助金

第65回中小企業団体全国大会が本県で開催さ
れる機会を捉え、滋賀の魅力を発信するため、ビジ
ネスミーティングや滋賀の物産販売等に要する経費
に対して助成する。

○県中小企業団体中央会が行う次の事業への補助
・滋賀のおもてなし発信事業
・滋賀の魅力、ファッション発信事業
・モノづくりしがビジネスミーティング事業
・淡海・しがブランド発信事業

①本県宿泊客誘致　1,000名
①ファッションショー観客数　2,500名
①地場産業商談希望件数　45件
①滋賀の物産展示・即売会参加者　数
5,500名

その他 Ｂ

①宿泊客誘致300名余り、地場産業商談希望件数８件と目標には及ばなかっ
たものの、ファッションショー観客数2,500名、滋賀の物産展示・即売会参加者
5,500名余り・売上高540万円とほぼ予定どおりの成果を上げた。また、歴史・文
化と食の連携や、地場産業と大学の連携、さらには産地間の協働など、様々な
組織の連携により、滋賀の魅力に厚みを持たせ、県内外に幅広く滋賀の地域産
業の魅力を発信することができ、出展者・参加者にも好評であった。

○補助事業としては単年度事業として平
成25年度で終了。

○今後も様々な組織の協働・連携を促進
することにより、相乗効果を高めながら滋賀
の地域産業の魅力を発信する取組を継続
する必要がある。

中小企
業支援
課

９－１ 150
滋賀の女性経営者
フォーラム開催事業

県内の各分野で活動している女性経営者が一堂
に会し交流することにより、経営者としての女性の社
会進出の促進と地域経済の活性化を図る。

○滋賀の女性経営者フォーラムの開催
①滋賀の女性経営者フォーラムへの参加
者数　２００人

未来戦略ＰＪ Ａ
①平成25年10月に滋賀の女性経営者フォーラムを開催し、参加者数232人、
事業紹介コーナー42社と参加者も多く、女性経営者活躍の機運醸成を図ること
ができた。

○平成26年度は、小規模事業者支援強
化月間事業に位置付け、引き続き滋賀の
女性経営者フォーラムを実施し、女性経営
者活躍の機運醸成を図る。

中小企
業支援
課

９－１ 151 産学官連携推進事業
産学官連携による新産業の創出を図るため、滋賀
県産業振興リエゾン会議、大学や自治体の産学
官コーディネーターの交流会を開催する。

○県産業振興リエゾン会議等開催・情報収集等
・県内大学、産業支援プラザ、工業技術総合センター等
の情報交換の実施
○コーディネータ等連携交流事業
・産学官コーディネーター、大学、企業の連携の場の提供

②県内大学、工業技術センター等におけ
る情報交換、交流等の機会の提供によ
る産学官連携の推進

その他 Ｂ ②県内中小企業等による県内大学への訪問、意見交換会の実施、コーディ
ネータフォーラム開催参加により、産学官連携の推進を図った。

○大学や公設試験研究機関の研究シー
ズ等が企業の技術開発に資するよう引き続
き産学官連携の推進を図る必要がある。

モノづく
り振興
課

９－１ 152
戦略領域企業技術力
発掘発信事業

異業種間での連携、強みのある技術や製品の連
携、新たな技術、製品の開発を進めるため、県内モ
ノづくり企業が持つ「オンリーワン」や「強み」の技術、
製品を収集の上、分類・整理(マッピング)する。

○県内企業の成長分野における技術、製品、シーズ、
ニーズ情報収集およびデータ整理
○戦略領域関係施策や技術開発動向等の調査
○情報収集したデータを活用した情報の発信
○戦略領域における関連プロジェクトの運営補助

①「オンリーワン」の強み洗い出し　60社 その他 Ａ ①県内企業76社の強みを分類・整理し、そのうち一部の企業については、他事
業で実施した商談会への出展にもつなげた。

○今後は、洗い出し結果の商談会等にお
ける活用をさらに進めていくことが重要とな
る。

モノづく
り振興
課

９－１ 153
６次産業化連携活動
推進事業

　さらなる６次産業化の取組を推進するため、農林
漁業者と食品事業者、流通業者、観光業者、輸
出業者、学校関係者、病院関係者など多様な業
種と連携した共同新商品開発・販路開拓などの取
組に支援する。

○６次産業化ネットワークの構築等に対する補助 Ｂ
①総合化事業計画認定件数は、57件に達した(H25年度２月末）。また、生産
者組織と加工事業者ｸﾞﾙｰﾌﾟ、市町がネットワーク化した協議会により、新たな商
品開発が行われた。

○６次産業化に取り組もうとする農林漁業
者等に対し、様々な支援により総合化事
業計画の作成およびその実践につなげるこ
とが必要である。

農業経
営課

９－１ 154
６次産業化サポート事
業

　６次産業化を効率的に推進するため、「６次産業
化推進連絡協議会」を設置するとともに、６次産業
化サポート事業を実施する。

〇６次産業化推進連絡協議会幹事会の開催
　・取組状況やサポート体制について、関係者間の情報
伝達・共有を行う。
○６次産業化サポート事業の実施
　・６次産業化プランナーの個別相談支援（随時）
　・総合化事業計画策定支援
　・６次産業化人材育成研修会の開催（７月～６回以上
開催）
　・６次産業化ネットワーク交流会の開催（年２回）

Ｂ

①総合化事業計画認定件数は、57件に達した(H25年度２月末）。また、６次
産業化サポート事業として、
　・個別相談件数24件
　・簡易な助言217件
　・既総合化事業計画認定者へのフォローアップ129件
　・シンポジウム(3回、参加者190人)
　・人材育成研修会(４回、〃96名)
　・交流会(２回、〃８１名)
などを積極的に実施した。

○６次産業化に取り組もうとする農林漁業
者等に対し、様々な支援により総合化事
業計画の作成およびその実践につなげるこ
とが必要である。

農業経
営課

組織目標①総合化事業計画策定件数：70件


